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春 夏 秋 久
、

東洋大学学長 菅野 卓雄

はじめに

日米半導体交渉に象徴 されるように、大規模半

導体集積回路技術の進展は電子産業の将来 はもち

ろんのこと、国の命運 も決 しかねない重要な意義

を有 している。

したが って、大規模半導体集積回路技術の将来

展望が多 くの観点からなされてお り、1メ モリ ・チ

ップに集積されるビッ ト数が、1年 ごとに倍増する

というMooreの 法則といわれる経験則 もその例であ

る。 もう一つ多 く行 われているのは、チップ上に

集積 されるデバイスの基準寸法の縮小予測であっ

て、西暦2000年 にはMOS電 界効果 トランジスタの

ゲー ト長が0.1μmに まで短 くなるであろうといわ

れている。デバイスの特性寸法の縮小 は;チ ップ

上に集積 されるデバイスの数の増加 を技術 的に支

えるものであるか ら、両者の間に強い相関がある

のは当然である。

技術的制約、例 えばリソグラフィによる加工限

界や集積 した回路の検査可能性 など、将来克服で

きる として も、物理 的な限界は存在するはずで、

これをデバイスの寸法 との係わりで検討 してみる。

量子波動エレク トロニクス

現在、超大規模集積回路技術が進歩 しているの

は、シリコンMOS集 積回路であるので、以下数値

例を挙げる場合にはこれを想定 して論 じることに

する。

MOS電 界効果 トランジスタの特性寸法 としては、

リソグラ フ ィで決 め られる最小 の寸法 とい う観点

か ら、 ゲー ト長 が挙 げ られ る。 ゲー ト長 と して は

す で に研 究室段 階 では0.03μmの もの まで試作 され

てい るが、仮 に、現 在 の寸法縮 小 の趨 勢 を技 術 の

進 歩 に よって将来継 続 で きた と して も、 デバ イス

の動作 原理が 変 わっ て くるこ とが予 測 され る。 す

な わち、従来 の トラ ンジスタの動作 で は、伝導 電

子 や正孔 が バ イポー ラ ・トラ ンジス タのベー ス領

域 やMOS電 界効果 トラ ンジス タのチ ャ ネルを通 り

抜 ける と きには、多数 回の フォ ノン散乱 を受 ける

ので 、電子 波 として の位 相 は乱 されて しまう とい

う近似(randomphaseapproximation)が 成立す るこ

とを前提 として いたが 、 シ リコ ン中の音響 型 フォ

ノ ンによる散乱 で決 まる伝導 電子 の平均 自由行 程

は、室温で約O.04μmで あ るか ら、前記 の例 で もこ

の近似 は次 第 に成 立 しな くな って くるこ とは明 ら

かで あ り、事実 ゲ ー ト長0.1μmのMOS電 界効果 ト

ラン ジス タで もチ ャネル 中での伝導 電子 の ドリフ

特性最小寸法(フィーチャーサイズ)
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ト速度 の オー バ ー ・シ ュー トが観 測 され て い る。

この ような場 合 には、 ドリフ ト移動度 や拡散係 数

な どのい わゆ る輸送係 数 を用 いて電流 方程式 を考

えるこ とはで きな くなって くる。

したが って、例 えばMOS電 界効 果 トラ ンジスタ

の場合、 ゲー ト長 をO.01Ptmに 近 づ けるに従 って、

チ ャ ネル 中の電子 の波動 性 が室温 で も顕 著 に現 わ

れるこ とにな り、図1に 示す ようにい わゆる量子波

動 エ レク トロニ クス とで も称 すべ き新 しいパ ラ ダ

イムが誕生 す るこ とになる。 こ こで 、室温 で はフ

ォノン散乱 の影響 を全 くな くす ことはで きないが 、

電子波 の干 渉、回折 、あ るい はアハ ラ ノブ ・ボ ー

ム効 果 を利 用 した新 しい原 理 に基づ くデバ イスが

生 まれて くる可能性 はあ る。

単電子ナ ノエ レク トロニクス

コロ ンブスの卵的で あ るが 、 デバ イスの寸法 を

小 さ くした と き、それ に付 随す る現 象 として静電

気 的 なキ ャパ シ タンスの減少が ある。 キ ャパ シ タ

ンス として1aFす なわ ち10・18Fが 実 現で きる と、電

子が1個 、す なわち1.6×10-19ク ー ロ ンの電気量が変

化 した と きの キ ャパ シ タの端子 電圧の変化 は0.16V

となって、室温 における熱電 圧26mVよ りは るか に

大 きい、1aFの キ ャパ シタンス を厚 さ10nmのSiO2膜

を挟 む並 行平面 電極構造 で実現 す る には電 極寸法

を20nm×20nmの 程度 にすれば よいので、現在 の リ

ソグラフ ィ技術で も実現 で きないわけではない。

この ように微小 なキャパ シ タを作成 し、電子1個

分 に相 当す る電荷量 の変化 を検 出す る こ とは電圧

変化 の大 きさに関 しては可 能 な はず で ある。 む し

ろ問題 は電荷 の変化 を電子1個 分 に限定 する方法で

あ る。

電子1個 のみをキ ャパ シタの電極 に注入 する には

概念的 にはキャパ シタに トンネル接 合 を1個 直列 に

接続 し、 これ に電圧 を加 えて、電子 を トンネル さ

せる。キ ャパ シタのキ ャパ シタンスがlaFで あれ ば

電子が1個 注入された電極の電位 はO.16Vだ け負に

変化す る。す なわち、電 子 に対 しては0.16V電 位が

上昇 するので2個 目の電子 を トンネルさせ ようとす

れば、外 部 よ りは0.32V以 上加 えなけれ ばならない。

この よう に電子 の トンネルが帯 電現 象 によ り阻止

され る現 象 を トンネル現 象 の クー ロ ン ・プ ロ ッケ

ー ド(coulombblockadeoftunneling)と 称す る。

電子1個 分の電 荷変化 を論理値 「1」、「0」に対応

させ る こ とに よ り、デ ィジ タル回路 を構 成 しよう

とす る のが 、単 電 子 エ レ ク トロ ニ クス(single

electronics)と 称 す る。 トンネル現 象 は確率 的 な現

象 であ るので 、極 めて短 い時 間の間 に確 実 に トン

ネル現象 が起 きる こ とが 保証 で きない。 したが っ

て 、決定 論 的 な論 理 回路 を構 成 し よう とす る と、

超高 速 で動 作 させ る こ とはで きない であ ろ うが 、

ピコ秒程 度 で動作 させ る こ とはで きる と考 え られ

る し、何 とい って も大 きな特徴 は、一論 理動作 で

消費 され る信号 エ ネルギーが極 め て小 さい こ とで

あ る。す なわち、現在 のMOS電 界効果 トラ ンジス

タで は少 な くて も105個 の電子 に相当す る電荷 を充

10ie

㍗2

嘉10i・

∠1。 。

ら ぴ

105

:ク ロ ッ ク 周 波 数

110W/cm2

:100Wlcm2

/fe=1MHz

f、=1GHz

(100tFの キャバシタを5Vで 充電 した場合)

10'2aIO'tsIO'iS10't4io"i2

信 号 エ ネ ル ギ ー(ジ ュ ー ル/ビ ッ ト}

図2熱 放 散 で決 ま る集 積 ゲ ー ト密 度
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放 電 す るので 、回路電 圧 を1ボ ル トと して も、1回

の論理動 作 で10-14ジ ュー ルの エ ネルギー を消 費す

る。

図2は チ ップ よ りの単位時 間当 り可能 な放熱量 を

10W/cm2、100W/cm2と した とき、 クロ ック周

波数 をパ ラ メタに して、1論 理動作 で消費 され る信

号 エ ネル ギー と熱放散 の点 か ら制 限 される ゲー ト

数 をチ ップ面積 を、1cm2と して各 クロ ック毎 にす

べ ての ゲー トが動作 す る場 合 につ い て示 した もの

で ある。 これか ら現 在のMOS電 界効 果 トラ ンジス

タを使用 した回路で は、 ゲー トの集積 密度が 早 晩

熱放 散 で制 限 される と考 え られるの に対 し、単 電

子 回路 で は消 費電力 は極 めて小 さ く、熱放散 でゲ

ー ト密度 が 制限 され るこ とは当分の 間起 きる とは

考 え られない。

原子エレク トロニクス

デバイスの寸法 として最 も小 さい極限は1個 のデ

バイスが1個 の原子で構成 されてい る場合であっ

て、2値 論理動作を行わせ ようとする と、1個 の原

子内の電子 の基底状態 と励起状態 を使用す るか、

原子の位置の変位することが考えられる。

後者の例 としては、図3に 示す ような原子スイッ

導通状態

… ・ ㌦ぷ 糠 ぷ鋸 …職・雌 雄郵か春 夏 秋 冬

チ素子が考えられる。原子の位置の制御はゲー ト

に電圧 を加えて行われることになる。電子の質量

に比較して原子の質量は104倍 程度大きいので、同

一距離 を移動するのに必要な時間は電子の場合よ

り102倍 長 くかかるが、移動距離が0.1nmの 程度で

あるか ら、移動 に要する時間は将来考 え得る電子

デバ イスの動作速度 に比較 して劣 らぬ程度になろ

う。

この ような原子的なデバイスが リソグラフィで

製作 し得 ないことは明 らかで、走査型 トンネル顕

微鏡のごとき機構 を用いることも考え られる。そ

の際問題 となるのは原子を1個ずつ並べていたので

はデバ イスの作成 に時間がかか り過 ぎることであ

るが、マイクロマシンニ ングの技術 を用いて多数

のプローブを並列に操作する並列 プロセス も、こ

の問題の解決に役立つことが期待 される。

むすび

現在の集積回路技術 は次第に成熟 し、研究は本

稿で述べたような新 しいパ ラダイムに展開 される

であろうが、半導体集積回路技術の重要 さが将来

小 さくなるとは考 えられない。

遮断状態

㌫ ＼§一 1・.
CαXX⊃COCCO

＼ スィツチ_ノ 爾
、

図3原 子 スイ ッチ

し
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電子計算機の連携利用に関する指針のiヴ1綴駕
について

一電 子 商 取 引(エ レ ク トロニ ッ ク ・コマ ー

はじめに

情報処理振興審議会

【 概 要 】

情報処理振興審議会は、「電子計算機の高度利用

及びプログラム開発 を促進 し、プログラムの流通

を円滑にし、並びに情報処理サー ビス業等の育成

のための措置 を講ずること等 によって、情報化社

会の要請にこたえ、 もって国民生活の向上及び国

民経済の健全な発展に寄与すること」 を目的 とし

て昭和45年 に制定 された 「情報処理の促進に関す

る法律(昭 和45年5月22日 法律第90号)」 に併せて

設置 された。

この法律の第3条 においては、「情報処理の振興

を図るため利用を特 に促進する必要がある電子計

算機」お よび 「情報処理の振興を図るため開発 を

特に促進する必要があ り、かつ、広 く利用される

種類のプログラム」について、「電子計算機利用高

度化計画」を通商産業大臣等が定めることとなっ

ている。 これらの計画 には 「電子計算機の設置」

お よび 「プログラムの開発」の 目標 となるべ き事

項 について定めることとされてお り、昭和46年 以

降、5ヶ 年計画 として第5期 計画(平 成3～7年 度)

まで策定 してきたところである。

また第3条の2においては、「主務大臣は、願

業の分野に属する事業者が広 く鱒 じて当該寒柴 、

分野における電子計算機の鱗 昧 鱗 を騨 蓄

とが必要であり、かつ蜘 である舞舞鵬 登き{ぱ、

々 ㌢

計画 を勘案 して、その事業分野 において事業者が

連携 して行 う電子計算機の利用の態様、その実施

方法及びその実施 にあたって配慮すべ き事項 に関

する指針 を定め、これを公表する」 こととなって

お り、情報処理振興審議会はこれらの計画および

指針 を策定する際の諮問機関 として設置されてい

る。

このたび、第10回(平 成2年12月3日 開催)お よ

び第11回(平 成3年3月27日 開催)情 報処理振興審

議会において審議 され、平成3年4月6日 に告示 され

た第5期 「電子計算機利用高度化計画」が終了する

ことか ら、今後5年 程度を見通 した目標 としての第

6期 「電子計算機利用高度化計画」を策定するため、

第12回 お よび第13回 の2回 に亘る情報処理振興審議

会が開催 された。

【第12回情報処理振興審議会】

平成8年1月19日 に開催 された第12回 情報処理振

興審議会において、第6期 電子計算機利用高度化計

画を策定するため、

①電子計算機の設置 に係 る電子計算機利用高度

化計画の検討のため 「ハー ドウェア部会」

②プログラム開発 に係 る電子計算機利用高度化

部 面の検討のため 「ソフ トウェア部会」

③産業界 における今後の情報化の在 り方 を検討

するため 「産業の情報化部会」

"が 設置 された。

十
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情報処理振興審議会

ハ ー ドウエ ア 部 会

ソ フ トウェ ア 部 会

産業の情報化部会

(会長:木 暮 ・剛平 ㈱ 電通 取締役 会長)

(部会長:菅 野卓雄 東洋 大学学長)

・ 「電子計算機 の設置 に係 る計画」 の検討

(部会長:大 野 豊 京都大学名誉教授)

・ 「プ ログラムの開発 に係 る計画」 の検討

(部会長:南 部鶴彦 学習院大学教授)

・産業 の情報化 の今後の在 り方響の検討

「電子計算機 の連携利 用 に関す る指針」

【部会審議 日程】

① ハ ー ドウ ェア部 会

② ソ フ トウ ェア部 会

③ 産業 の情 報化 部会

:第1回 平 成8年2月20日

第2回 平 成8年3月18日

:第1回 平 成8年1月31日

第2回 平 成8年2月26日

:第1回 平成8年2月19日

第2回 平 成8年3月12日

【第13回情報処理振興審議会】

平成8年3月28日 に開催 された第13回 情報処理振

興審議会において、産業の情報化部会からの報告

「中期情報化シナリオー21世紀 に向けた跳躍台 とし

て我々はこの5年 間をどう使 うのか一」を受 けて、

情報処理振興審議会では21世 紀に向けたわが国の

情報化の在 り方お よび具体的取 り組みについて検

討 した。 その結果、具体 的取 り組み として、新

「電子計算機利用高度化計画」および 「電子計算機

の連携利用に関する指針の共通イメージ」 をとり

まとめた。

これを受けて、平成8年4月22日 に 「電子計算機

の設置 に係 る電子計算機利用高度化計画(通 商産

業省告示第195号)」 を通商産業大臣が、「プログラ

ムの開発 に係 る電子計算機利用高度化計画(通 商

産業省 ・郵政省告示第1号)」 を通商産業大臣およ

び郵政大臣が告示 した(こ れら告示の要旨は参考4

お よび参考5を 参照)。

産業の情報化部会報告 「中期情報化 シナ リオ」

21世 紀に向けた跳躍台として我々はこ

の5年 間をどう使 うめか

【 概 要 】

産業の情報化部会においては、「情報処理の促進

に関する法律」に基づ く各業種 ・業界が策定する

「電子計算機の連携利用に関する指針」の共通イメ

ージの策定 を担 っている。

第1回 部会審議の過程において、委員の中から、
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共通 イ メー ジの前提 とな る 日本 におけ る中期的 な

情報 化 の在 り方 、見通 しお よび取 り組 み につ い て

整理 した上 で 「共通 イメー ジ」 の議論 を進 め るべ

き との指摘 が あ ったこ とか ら、連 携指針 の共通 イ

メー ジに加 えて、「中期情報化 シナ リオ」 を とりま

とめて頂い た。

本 シナ リオは、産 業の情 報化 部会 にお ける 「共

通 イメージ」 の策定 に向 けた頭 の整理で はあるが、

「21世紀 に向 け た跳躍 台 として 、今後5年 間を ど う

使 うのか」 とい う観 点 か ら、 産業界 を 中心 と した

ユ ーザ ニー ズを踏 まえ議 論 して と りま とめ られ て

お り、情 報化 社会がユ ーザ ドリブ ンであ る こ とに

鑑 みれ ば、ハ ー ドウェア、 ソフ トウェア に係 る電

子計算機利 用高度化計画 の前提 となるものであ る。

なお、本 シナ リオは、他 のハ ー ドウェア部会 お

よび ソフ トウェア部会 の検討 を経 て、情 報処 理振

興審議 会で決 定す る もので はな く、産業 の情報 化

部 会 にお け る議論 の過 程 を報 告 、公表す る もので

ある(本 シナ リオの要 旨は参考3を 参照)。

「電子計算機の連携利用に関する指針(連

携指針)」 の共通イメージ

電子商取引(エ レク トロニック ・コマ

ース)推 進ガイドライン

【 概 要 】

「電子計算機の連携利用に関する指針」 につい

ては、電子計算機の高度かつ多様な利用形態の展

開に伴って、昭和60年 に法律改正がなされ、主務

大臣が業界 ごとに 「電子計算機の連携利用に関す

る指針」を定め、公表することができるとされた。

電子計算機の連携利用を促進するためには、事

業者間において、利害の調整および合意の形成が

得 られなければならない。連携指針は事業者間に

おける電子計算機の連携利用について、①事業者

が連携 して行う電子計算機の利用の態様、②竜の

実施方法、③その実施 に当たって配慮すぺき事項

に関して、「共通 イメージ」を通商産業大臣が定め、
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公表 す る こ とに よ り、各事 業所管 大 臣が連 携指針

を策定す る際 、一 つの例 と して参考 に して頂 くと

ともに、事 業者 間 の利 害調 整お よび 合意形 成の促

進 に大 きな効果 をもた らす ものであ る。

制度創設以来 、連携指針 は、EDIに よる受発注 ネ

ッ トワー クや共 同デー タベ ー ス な どの構築 に際 し

て、事 業者 間 の合意形 成の促 進 に貢献 して きて お

り、今 回は、 ネ ッ トワー ク化 の進展 や電子 情報技

術 の発達 に よる様 々な経済活動 の変革(す なわ ち、

本 当の意味 で の 「電子 商取 引」 の実現)の 可能性

が高 まったこ とを踏 まえて 、「電子商取引推 進 ガイ

ドラ イ ン」 とい う観点 か ら、連携 指針 の共 通 イメ

ージ を策定 している。

【共通イメージ策定のためのポイン ト】

(1)利 用態様の多様化への対応

EDIに 代表 される特定企業間での受発注プロセス

における情報交換から、

①電子カタログ、設計図面等のマルチメディア

情報の交換

②調達 ・設計開発 ・生産 ・運用等のすべてのビ

ジネスプロセスにおける関係する企業による

情報の共有環境の構築

③オープンなネッ トワーク環境における不特定

企業間や企業 ・消費者間の電子商取引

への展開が考えられる。

この ような状況の中で、電子情報技術 を導入す

るに際 しては、それぞれの事業分野 において、ど

のようなシステムを対象 として、 どの ような取 り

組みを行 うのか、明確 にしてお くことが重要であ

る。

(2)相 互運用性の確保

電子情報技術の導入のためには・ ビジネスプロ

トコル、情報 システム、通信手順等すべてにわた

り、デファク ト標準や国際的な動向を勘案 しなが

ら標準化 ・相互運用性を確保することが重要であ

るこ特にインターネットに代表 される近年の動 き
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も踏 まえつつ、オープンなものを採用 してい くこ

とが重要である。

(3)推 進体制の整備

企業経営者の理解 と支持のもと、業界全体 とし

ての情報化 を円滑に進めるための常設組織 を設置

するとともに、国内外の標準化組織へ も積極的に

参加 しなが ら、業際的、国際的な標準化 を推進 し

ていくことが重要である。

【ガイ ドラインの趣旨】

(1)「 電子商取引(エ レク トロニ ック ・コマース)

推進 ガイ ドライン」 とは

「電子 商取引(エ レク トロニ ック ・コマ ース)推

進 ガイ ドライン」 とは、企業の経 済活動 に電子情報

技術 を導入する際の共通の方向性 を示す ものである。

本ガ イ ドラインは、以下の点を基本原則 としつつ、

企業間 における取引の生産性 ・効率性 の向上を図 り、

わが国の経済 ・産業構造の変革 につ なが るような情

報化の進め方 について示す ものである。

・取 引の透 明化 ・オープン化 に よる意思決定 の迅

速化

・競争の促進

・グローバルな取引の拡大

(2)電 子商取引(エ レク トロニ ック ・コマース)推

進ガイ ドラインの意義

ビジネスプロ トコルの標準化な ど効率的 な情報 化

を進めるための具体 的な方策 について、個別企業の

コ ンセ ンサ スを得るこ とは、往 々に して容易で はな

いo

本ガイ ドライン(連 携指針)制 度は、「情報処理の

促進に関する法律」に基づ き、関係審議会等の場に

おける関係者の意見調整によって合意形成を円滑化

し、かつ、その結果をオフィシャライズするところ

にその意義がある。

産業界における電子情報技術の導入については、

受発注等を中心としたEDIに とどまらず、設計図等の

図形情報 も含めた情報共有の環境 を実現するといっ

寄稿 ・、解説

たいわゆるCALSと いう動きも出てきている。こうし

たあ らゆる経済活動に電子情報技術を導入 しようと

いう動 き(電 子商取引の推進)に 伴い、情報システ

ムの相互運用性確保の必要性 は一層高 まってお り、

このような状況では、本ガイ ドラインの役割 に期待

されるものがますます大きなものとなろう。

(3)電 子商取引(エ レクトロニ ック ・コマース)推

進ガイドラインはすべての分野で策定が可能

本ガイドラインは、情報システムの利用が行われ、

または近々行われようとしている事業分野であれば、

その事業分野における情報化への取 り組みがいかな

る段階にあっても、現状に応 じた効率的な情報化に

向けて、次のステップを示すことがで きるものであ

る。これによって、ハー ドおよびソフ ト両面の重複

投資を回避する等効率的に情報化を進めることがで

きる。

さらに、その策定にあたっては、当該事業分野以

外の事業分野(異 業種)の 情報化状況にも配慮する

ことにより、業際情報化の推進に寄与することが期

待される。

(4)電 子商取引(エ レクトロニック ・コマース)推

進ガイドラインの共通イメージ

従来 より、産業の情報化部会を中心に、連携指針

に定めるべ き事項に沿って、各産業分野に共通する

点 を整理 したものを 「連携指針の共通 イメージ」 と

して示してきたところであるが、近年の技術革新や

産業界の電子情報技術への二←ズの変化等 を受け、

各産業分野の意見を踏 まえた上で♪連携指針の共通

イメージの改訂 を行い、以下のとお り 「電子商取引

(エレク トロニック ・コマース)推 進ガイドラインの
ト

共通 イメージ」 を定めたところである。

なお、連携指針は、「情報処理の促進に関する法律」

に規定 されているように、各事業所管大臣がその所

管事業分野ごとに策定、公表するものであ り、以下

の共通イメージは、あ くまでも例示的に示す もので

ある。
、

、
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【電子商取引(エ レク トロニ ック ・コマース)推 進 ガ

イ ドラインの共通 イメージ】

1.事 業 者が連 携 して行 う電 子計算 機 の利 用態様

(電 子 商取引(エ レク トロニ ック ・コマ ー ス)

の進展)

電子計算機 の連携利用 を実現 しようとす る際 には、

当該事業分野 において必要 とす る電子計算機の連携

利用の態様(シ ステム形態 など)を 明 らかに してお

く必 要がある。

現在、様 々なコンピュー タ ・ネ ッ トワー クお よび

電子 情報技術 を用いる ことに よって、設計 ・開発 、

広告 、商取引、決済等 のあ らゆる経済活動 を行 うこ

と(電 子商取引(エ レク トロニ ック ・コマース))が

可能 となって きている。それぞれの事業分野 によっ

て、電子商取引(エ レク トロニ ック ・コマ ース)と

して、 どの ような取 り組みを行 うかについては、3種

類に大別 されるが 、以下 にそれぞれの分類 にお ける

典型的なシステム形態を示す。

①特定企業間電子商取引(エ レク トロニ ック ・コマ

ース)

従来か ら、企業間での情報交換 を行 うことを基本要

素 とした もの として、受発注情報、在庫情報 、物流

情報、決済情報等のテキス ト情報、バ イナ リー情報

を電子的 に交換 するシステム(EDI:ElectronicData

interChango)が 構築 ・運用されている。

今後、交換す る情報 の範 囲が拡大 され、例 えば、

電子 カ タログ、簡易 な設計図面等 の交換が可能な シ

ステムに移行 してい くことが考え られている。

また、企業連携のあ り方 を、情報の交換段階か ら

情報の共有段階へ移行 してい こうという流れがある。

具体 的には、あ る製品やサ ー ビスについて、その調

達 ・設計 開発 ・生産 ・運用等すべ ての ビジネスプロ

セ スに関与す る企業間で、あ らか じめ決め られた業

務 フロー に沿 って、決め られた相手先 と情報 を共有

し、高度 な共同作業 を効率 的に行 ってい こうとい う

システム(CALS:ContinuousAcqu面60n飢dL』yck》

Suppert、C(mmroeAtLightSpeed:生 産 ・調達 ・運用
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支援統合情報システム)も 考えられる。

こうした高度な企業連携を実現するシステムを効

率的に形成していくためには、従来以上に広い領域

において、標準の策定および汎用ソフ トウェアの利

用等を図ることが重要である。

②不特定企業間電子商取引(エ レクトロニック ・コ

マース)

インターネットに代表されるオープンなネットワ

ークを利用 して、生産、調達、物流等の業務プロセ

スでEDIを 実現するような情報システム(オ ープン

EDI)で あ り、例えば、電子公開入札やせ り等が可能

になると考えられる。そのためには、業界において

必要となる商品情報項 目の共通化、それに基づ く分

散環境データベースの構築、ならびにこれを一斉 に

検索することができる機能等が必要であると考えら

れる。

③企業一消費者間電子商取引(エ レクトロニ ック ・

コマース)

ネットワーク上に様々な企業が仮想店舗を出店 し、

例えば、少量注文生産や産地直送販売など消費者に

対 しこれまで以上に多様化 した商品やサービスを提

供する形態(バ ーチャルモール)で あ り、ネットワ

ーク上では、出店企業、モール運営事業者、クレジ

ッ ト会社等の様々な異業種企業が情報交換を行 うシ

ステムが考えられる。

2.電 子計算機の連携利用を実施するための方法

(電子商取引(エ レクトロニック ・コマース)推

進の方法)

電子計算機の連携利用を実施するための方法につ

いては、当該事業分野において実施 しようとする電

子計算機の連携利用の態様に応 じて異なるが、例え

ば以下のような方法について、当該事業分野におけ

る基本方針を示すことが考えられる。

(1)電 子商取引(エ レク トロニック ・コマ■・一・ス)の

推進に向けた相互運用性の確保

電子商取引(エ レクトロニ ック ・コマース)の 実
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現 に向 けては、

(イ)ど の ような業務について標準化するのか

(例:受 発注、物流、設計開発等)

(ロ)何 を標準化するのか

(例:ビ ジネスプロ トコル、通信手順、情報

システム)

(ハ)標 準 として何 を採用するのか

(例:EDIFACT、CII標 準 、TCP/IP、STEP、

SGML等)

等を明示することが考えられる。

① ビジネスプロ トコルの標準化

企業の多様化 する ビジネスの中で、企業 間の連携

に必 要な ビジネスプロ トコルを的確 に把握 し、 その

標準化 を図ってい くこ とが重要である。 また、 これ

らの標準化 に際 しては、デ ファク ト標準や国際的 な

標準化動 向を勘案 しなが ら推進 し、可能 な限 り事業

分野 を超 えた連携、国際連携 を目指 した もの とす る

こ とが必要である。

具体 的には、 ビジネスプ ロ トコルと して以下の も

のを標準化することが考えられる。

・帳票類

一伝票、設計書等の書式の標準化

・コー ド

ー商 品コー ド
、企業 コー ド等の共通化

・商品属性

一デー タベース等 に入 れる情報 の商品属性項

目の標準化 であ り、分散デー タベ ースの検

索 システムの構築の前提 となる もの

・データ交換 フォーマッ ト/デ ー タ項目

一情報 として電子デ ータ交換 を行 うデー タ項

目の組合せ、順番等の標準化

一データ項 目に関する統一的意味解釈の構 築 ・

業務運用 に関する規約

一ネッ トワークシステムの運用時間、障害対策

な どシステム運用 、費用 負担 の形態 に関す

る取 り決めの標準化

・決済(請 求 ・支払)の 運用に関す る規約

一̀'f' "'パ ぷ 恒 ・・寮 穂・友蹴馳 租闘 滅 パ酒 搬 沸 椀 ㌫階 ・ぷ 油 ・・w・ ・`'乏・・㌦ご油 声 寄稿 ・解 説

一請求額確定 に関する標準的業務処理手順 の

確 立や、 これに必要 なデータ交換 フォーマ

ッ ト(請 求情報 、振込指示、入金通知 、支

払明細等)の 整備等

②情報 システムの標準化や相互運用性の確保

企業取引 ・連携のために情報 システムを利用す る

場合 には、ユーザ とベ ンダが協力 し、技術動向、国

際的 な動向 を踏 まえつつ、採用す る情報技術の標準

化や必要 なインタフェースを共同開発 するこ と等 に

よ り、情 報 システムの相互運用性の確保等 を図 るこ

とが必要である。

具体的 には、以下の ような点 について、情報 シス

テムの相互運用性 の確保 を図ることが考 えられる。

・文書 、設計 図面等技術情報 をデジ タル化するに

あたってのデー タ形式の標準化

・オープ ンなネ ッ トワー クにおける共通プ ラッ ト

フォーム としてのセキ ュリテ ィ関連技術 、認証

技術の標準

・分散 した利用環境 を前提 としたデー タベ ースの

構造

③通信手順 の標準化

通信手順 に関 しては、 インターネ ットのTCPnPが デ

フ ァク ト標準 となっているこ とをも踏 まえつつ、国

際的 な標準化動向 を勘案 しなが ら、 オープンな通信

手順 を導入することが考 えられる。

(2)オ ー プンな インタフェースに準拠 した情報 シス

テム(ネ ッ トワー ク ・情報機器 、ソフ トウェア)

の利用.

産業全体 として相互運用可能なプラ ッ トフォーム

を構築 するために、各事業分野 ご との連携 において
も

利用する情報 システム(ネ ットワーク、情報機器、

ソフ トウェア)に ついても、そのインタフェース仕

様がオープンであるものを選択 していくことが考え

られる。

(3)推 進体制の整備

連携利用の推進のためには推進体制の整備が重要

であ り、体制整備にあな り以下のような対応が考え

十
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られる。

① トップレベルによる合意形成のための体制の確立

個々の企業のみの利益にとらわれず、業界全体 と

して情報化に向けた取 り組みを進めていくためには、

企業経営者の英断が必要であ り、そのための合意形

成の場があることが期待 される。特に トップが標準

化の促進を担う中核的な組織に参画 し、主体的役割

を果たすことが望まれる。

② ビジネスプロ トコルの標準化および運用管理等

を促進 していくための事務局の設置

業界団体等の中に、当該業界 としての商品コー ド

の統一を行ったり、データ交換する項目を決めたり

するための常設組織を設置することが必要であろう。

さらに、当該組織においては、必要に応 じて、それ

らの追加、見直し等を行うことが求められる。

③情報 システムの担当者および業務の担当者 によ

り構成される検討の場の設置

情報システムの相互運用性確保のための調整や運

用にあたって、必要な業務面でのす り合わせを行 う

場の設置が必要となる場合もある。

④標準化の促進を担 う中核的な組織への参画、連携

当該事業分野において情報システムを活用 した企

業間連携を進める際に、関係する国内外の標準化組

織へ積極的に参加 し、そこでの検討状況を踏まえつ

つ、標準化を進めるとともに、当該事業分野におい

て先行的に取 り組むことにより、かかる標準化組織

の運営に貢献することも目指すべ きであろう。また、

海外の標準化組織 との連携を強めることも重要であ

る。

3.実 施 に当たって配慮すべ き事項

(1)電 子商取 引(エ レク トロニ ック ・コマー ス)の

安全性の確保

インターネッ トに代表 され るオープンなネッ トワ

ークにおける取引の発展 は、企業のみな らず 、消費

、t,.ご 廷碗ぷ淑:s4,..・}ノシ,'三 ・・'・已∴・三{一・バ ・・汗

者の電子商取引(エ レクトロニック ・コマース)へ

の参加をも促進することから、これに伴 う安全性に

ついてはより一層の対応を講ずることが必要と考え

られ、取引形態によっては、従来の商取引 とは異な

り、相手の顔が見えない状態での契約という状況を

踏まえた標準的な約款の策定や認証制度等、取引相

手および内容を確認する仕組みが必要となることが

考えられる。

(2)プ ライバシーの保護 ・情報漏洩の防止

オープンなネットワーク上でや りとりされる情報

について、個人のプライバシー情報の保護、企業情

報の機密の保持等を確保するための情報の管理基準

の設定等が考えられる。

(3)消 費者への配慮

電子商取引(エ レクトロニック ・コマース)の 進

展に伴い、取引主体 としての消費者の参加の拡大が

予想 されることから、取引方法の事前の周知、徹底

や消費者にもわか りやすいモデル約款の策定、普及

等が考えられる。

(4)中 小企業への配慮

中小企業の情報化の進展を図るために、以下の配

慮が考えられる。

G嶋 報化格差が拡大しないような配慮

②取引上の弱者に費用負担が一方的にかからない

ような配慮

(5)競 争阻害要因の排除

販売価格情報等の情報集中排除、情報システムに

参加 しなければ取引ができないといった独占的な取

引関係の排除、情報の一方通行等取引関係がそのま

ま情報化格差につながらないような配慮等が考えら

れる。

⑥ 技術革新の動向および経営環境の変化への対応

今後、進展する高度情報技術の動向を的確 に把握

し、活用するとともに、経営環境の変化による新た

なニーズへの対応を図ることが考えられる。
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3.産 業の情報化部会報告 「中長期情報化シナ リ

オ」の要旨

(1)わ が国経済における情報化の意義

○ 日本経済の 「高 コス ト構造」 を是正す るため、

生産 ・流通 ・消費に至るあ らゆる財 ・サービス ・

情報の流れを効率化 し、透明性の向上 を図ること

が肝要

○具体的な解決策 として電子情報技術の活用、す

なわち情報化 を推進 してい くことが不可欠

(2)目 指すべ き高度情報化社会

○企業、国民誰 もが、電子 ネットワークによりシ

ームレス(繋 ぎ目なし)に 結ばれ、「距離」 と 「時

間」の制約 を超えて、情報のや りとりがで きる社

会

○電子 ネットワークの中に企業、個 人が低 コス ト

で容易に情報共有空間と情報発信機能を持 つこと

により、創造的な知的活動が可能 となる社会

(3)高 度情報化社会実現へのシナリオー我々はこ

の5年 間に何 をなすべ きか一

〇情報化社会は、基本的に 「民間主導」、わけても

「ユーザー主導」で発展 していくもの

○ 目指すべ きゴールに到達するためには、官民が

それぞれ具体的に何 をすべ きか

(→ 「電子計算機利 用高度化計画」お よび

「電子計算機の連携利用に関する指針」)

○官民一体 となった取 り組みにより、次のような

環境の実現を期待

く産業分野〉

ホワイ トカラーの一人1台体制の確立

く公共分野〉

行政:ホ ワイ トカラーの一 人1台 体制 の

確立(申 央)

ホ ワイ トカラーの五 人1台 体制の

確立(地 方)

教育:小 学校児童 には二人に1台 、中 ・高

等学校生徒に一旭台体制の確立

く家庭分野〉

世帯普及率50%を 実現

4.電 子計算機の設置に係る電子計算機利用高度

化計画の要旨 ・

(1)電 子商取引の重要性 とそれに伴 うセキュリテ

ィ確保等
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新計画の策定については、前回計画策定時か ら

の一層のネッ トワーク化の進展 を踏 まえ、電子商

取引や公的分野の情報化等、社会経済活動 におけ

る情報化の必要性、それに対応 した相互運用性の

確保、セキュリティの確保の重要性について指摘

(2)利 用形態 ・利用分野の多様化への対応

インターネットの普及や民生部門でのパ ソコン

利用の浸透等にともなう電子計算機の利用形態、

利用分野の拡大に対応 し、ユーザフレン ドリーな

インタフェースの確保、障害者や高齢者等のアク

セシビリティの向上等を重視

(3)家 電機器 との親和性への配慮

マルチメデ ィア化の進展にともなう電子計算機

とAV機 器等 との融合化に対応 し、家電機器 との親

和性の配慮の重要性を指摘

(4)携 帯性 ・省エネルギー性 と高機能との両立

今後、電子計算機を真に知的活動のツールとし

て活用 して くために必須 となる小型化 ・軽量化 に

よる携帯性 ・省エネルギー性の向上 と、高速演算

処理 ・大規模記憶容量等の高機能の両立の必要性

を指摘

5.プ ログ ラムの開 発 に係 る電 子計算 機利 用高 度

化計画の要 旨

(1)ネ ッ トワー ク化の進展 による情報 流通 の円滑

化、情報 の共有化 の進展へ の対応

情報通 信技 術 の革新 に伴い 、 コンピュー タシステ

ムはホ ス ト中心型 か らク ライア ン ト ・サーバ ー型

さ らにネ ッ トワー ク中心型 の システ ムへ の移行 が

図 られ る と ともに、企業 内通信 ネ ッ トワー クの普

及 お よび イ ンターネ ッ トへ の接 続等 に見 られる よ

うな コ ンピュー タの ネ ッ トワー ク化が 急速 に進 展

してお り、世 界規模 で の情 報 の検索 、発信 、交 換

が容 易 に なる と ともに、モバ イル環境 下で の情 報

処理 が可 能 にな って きてい る。 今後 、社会 、家庭

分野 を含 め、 急速 に グローバ ル なネ ッ トワー ク化

が進 展す るこ とが予想 され、 こ う した オープ ンな

寄 稿 ・解説

環境における新 しいタイプのプログラム(例 えば、

商取引用プログラム)の 開発、通信機能の高度化

やセキュリテ ィの確保を重視

(2)情 報処理技術の発達 に伴 う情報のデジタル化

およびマルチメディア化の進展への対応

デジタル化 は、様 々な情報の効率的な加工お よ

び保存 を可能 とし、マルチメデ ィア化は、人間の

直観的理解 を容易にする とともに、より深い理解

を可能 とすることか ら、今後のデジタル化お よび

マルチ メディア化の一層の進展に伴 い、コンピュ

ータが 日常生活 にます ます浸透 してい くことが期

待される。 この ような方向性 を一層推進するため、

文字、画像、音声等の多様な情報 を著作権情報 も

含めて統合的、効率的 に処理する技術およびオブ

ジェク ト指向等 によるプログラム開発技術の高度

化を重視

(3)コ ンピュータの利用者層の拡大による適用分

野の多様化への対応

利用者層の拡大および適用分野の多様化 に伴い、

プログラムに対する利用者の要求 はます ます高度

化、多様化 してお り、こうした要求に対応 したア

プリケーションプログラムの開発お よびユーザ イ

ンタフェースの向上を重視

`

、
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次世代電子出願端末について

特許庁 総務部 電子計算機業務課

はじめに

特許庁では、平成2年 より電子出願の受付を開始

しています。 しか し、システムの ダウンサ イジン

グ、標準化、ネッ トワーク化の進展、関連機器の

高機能化、低価格化が進み、コンピュータ関連の

技術環境が大 きく変化 している中で、現行の電子

出願用機器の見直 しが必要 となってきました。

そこで、特許庁では、平成10年 度の稼働 を目標

にして、第2世 代 目の電子出願端末、すなわち、次

世代電子出願端末の開発 を始めました。本稿では、

この次世代電子出願端末について説明いた します。

しか し、次世代電子出願の説明に入る前 に、特

許庁や電子出願 についてよくご存 じない方々のた

めに、現在 、特許庁で行 っている電子出願や現行

【ハー ドウエ ア】

通信機器

【ソフ トウエ ア 】

次世代電子出願端末

電子出原共通 ソフ ト(特 許庁製:V1、V2)

電子出願拡張 ソフ ト(各 メーカ製:特 定ワープロ文書入力/特 許専用エディタ/端 末間通信等)
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の 電 子 出 願 端 末 に つ い て 簡 単 に 説 明 し て お き ま す 。 度 は相 当定着 している といえ ます。

'寄 稿 ・解説

1.特 許庁の電子出願 とは

(1)特 許庁は出願 したものを権利付与

特許庁は、工業所有権(特 許権、実用新案権 、

意匠権および商標権)を 権利付与す る行政を行っ

ています。工業所有権 はいずれ も特許庁 に出願 さ

れて、必要 な要件 を満たしているか審査 を受けた

後、満た していると認め られて登録 されることに

より権利 となります。

(2)出 願件数急増 に対応

しか し、昭和50年 頃か ら、急速な技術革新 を背

景 に、特許出願数の急増および審査内容の高度化、

複雑化 を受けて審査が遅延 したため、内外か ら強

い批判が寄せ られました。そのため、特許庁 とし

ては、「迅速かつ的確 な審査」が特許制度の健全な

発展 に不可欠であることから、昭和59年 からペー

パーレス計画を推進 してきました。

(3)ペ ーパー レスシステムを開発

ペーパーレス計画 により、「工業所有権の審査期

間の短縮」、「工業所有権の情報サービスの拡充」、

「事務処理の効率化」および 「工業所有権の情報交

換に対する国際協力」 を目的 として、ペーパー レ

スシステムの開発 を行 ってきました。ペーパーレ

スシステムによ り、膨大な特許公報等の技術文献

のデーターベース化を実現 しました。

(4)電 子出願を開始

ペーパーレスシステムの一環として、平成2年12

月より電子出願制度が始 まりました。これにより、

特許お よび実用新案については、オンラインまた

はフロッピーディスクによる出願等手続を行うこ

とができるようにな りました。

(5)電 子出願が定着

電子出願用端末は、平成7年 末現在で約850台 と

な り、出願手続 き形態別の出願件数の割合は、オ

ンラインが64%、 フロ ッピーデ ィスクが32%、 紙

が4%と なっています。 この数字か ら、電子出願制

2.現 在 の電子 出願端末 とは

(1)電 子出願端末は複数 メーカが開発

ペ ーパ ー レス システム の開発 に当た って、特 定

の企 業 に依 存 しない マルチベ ンダを 目指 してい ま

した。 しか し、電子 出願端末 の 開発 を始 め た当時

(昭和63年 頃)は 、各 メー カ製品 に互換 性 があ りま

せ んで した。 そのた め、特許 庁 自身が複 数 メー カ

製品 の電子 出願端 末 を独 自に開発す る こ とはで き

ず、 電子 出願端末 に必 要 な要 件 を まとめた ドキ ュ

メン ト(電 子出願 用端 末開発指 針)を 公 開す る こ

とと しま した。

この ドキュ メ ン トに基 づ いて、各端 末機 メー カ

(6社)が 電子 出願端 末 を開発 しま した。

(2)通 信 プロ トコルはOSIを 採 用

電子 出願端 末の開発 を始めた当時(昭 和63年 頃)、

各 メ ー カの ネ ッ トワークアー キテ クチ ャには 、ほ

とん ど互換 性 があ りませ んで した。 しか し、 国際

標 準 に な ろ う と して い たOSI(OpenSystems

Interconnection:開 放型 システムの相互接続 に関す

る通信 プロ トコルの標準)を 採用す るこ とによ り、

各端 末機 開発 メー カ に公平 で、 国際標準 に準拠 し

た ものを目指 しま した。

(3)ミ クス トモー ドの採用

特 許 出願 には、図面 や明細 書(発 明内容 や技 術

内容 を詳細 に説 明 した書 面)が 必要 です 。す なわ

ち、特 許 出願 をす る場 合、文字 デ 丁 タ とイメー ジ

デー タを混在 させる必要が あ ります。 そ こで、G4

フ ァ クシ ミリの国 際標準 と して規 定 され よう と し

てい た ミクス トモ ー ド(テ キス トとイ メー ジのデ

ー タを混在 した形 で同時 に伝送す る通信 方 式)を

採用 しました。

(4)特 許庁独 自フォーマ ッ トの作成

特 許 出願 は法 的 な手続 きなので 、出願 日を確 定

させ るため に、特許出願 と して受理で きるか否か、

電子 出願 の受 取側(特 許庁側 の受付 システ ム)に
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て書式 をチ ェ ック し、 リアル タイム に判断 す る必

要が あ りま した。そ こで、特 許庁独 自の電 子 出願

用 フォーマ ッ トを作成 しま した。

(5)電 子出願端末 は高価 ワー クステー シ ョン

電 子 出願端 末 は、出願書 類 を ミクス トモー ドを

含 ん だ特 許庁 独 自の電子 フ ォー マ ッ トに変換す る

だけでな く、OSIプ ロ トコルを用いて送 信 しなけれ

ばな りませ ん。 そのため 、当時 のDOSパ ソコ ンで

処 理 をす るこ とは困難 であ り、 ワー クステ ー シ ョ

ンを使 う必 要が あ りま した。 この ため、 ソフ ト開

発 の費 用 を含 め、電子 出願端 末 は300万 ～500万 円

と高価 にな って しまい ま した。

(6)オ ンラ イン出願率の伸び 悩み

オ ンライ ン出願す るため に は、高 価 な電子 出願

端末 を購入 しなければ な りませ ん。 しか しそ の投

資額 に見 合 うほ ど頻繁 に特 許 また は実 用新案 の出

願 を してい る人(企 業)は あ ま り多 くあ りませ ん。

その ため、 オ ンライ ン出願 を行 う出願 人の増 加 は

見込 めず 、 また オ ンラ イ ン出願率 の増 加 も見込 め

ませ ん。

また 、電子 出願端 末 の 開発 メー カ に とって は、

複数 企 業が 参入 して競争 して い るに も関 わ らず 、

市場 が狭 いので採算 面 で厳 しい こ とが容 易 に予 想

され ます 。 さ らに、意 匠や商標 等の オ ンライ ン出

願 を取 り込 むため に新 た な開発 が必要 となった場

合に企業 として参 加で きるか保障 はあ りませ ん。

(7)現 行電子 出願端末の専用マ シン化

現 行 の電子 出願 の開発 当時 とは異 な り、パ ソ コ

ンが急 速 に普 及 しま した。そ のため、現 在の電 子

出願端 末 に対 して、 コス ト以外 に も、専用端末 な

ので汎用性が ない、社 内のOA化 に も役 立てたいが

拡張性が ない等の課題 がでて きてい ます。

3.次 世代電子出願端末のコンセプ ト

(1)パ ソコンによる電子出願

現在 の電子出願端末のように高価なワークステ

ーシ ョンでな く、パ ソコンを用いて電子出願 を行

うこ とを可能 とす る こ とで、 オ ンラ イ ン手続 きを

す る者 の利便性 お よび コス トの軽 減 を図 ります。

(2)特 許庁 による電子 出願 ソフ トの開発

Windowsが パ ソコ ンの プ ラ ッ トフォー ム と して

普及 して きてお り、各 メー カ製品 に互換 性が 保 た

れ、特 定の パ ソ コンメー カに依存 しない ソ フ ト開

発が可 能 とな って きま した。 そ こで 、次世代 電子

出願 ソフ トは、特許庁 に よる開発 を行 い ます。

(3)汎 用性 、拡張性

業 界 標 準 技 術 で あ るTCP/IP(Transmission

ControlProt㏄ol/InternetProt㏄ol:イ ンターネ ッ

ト等 に用 い られ てい る通 信 プ ロ トコル)、HTML

(HiperTextMarkupLanguage:イ ンター ネッ ト等

で用 い られ 、す で に業界 標準 となって い る文章 記

述 型言語)を 採用 す る こ とに よ り、汎 用性お よび

拡張性 の高 い電子 出願端末 を実現 します。

(4)機 能性 、操作性

パ ソコ ンの汎 用性 を考慮 し、 オブ ジェ ク ト指 向

で 開発 す る ことに よ り、書類 お よび図 面作成 を市

販 ワー プロ製 品等 で作 成で きる、機 能 性 の高 い も

の と します。

また、OLE(ObjectLinkingandEnbeddin9:

オブジ ェ ク トの連 結 と埋 め込 み)機 能 を利 用す る

ことによ り、高い操作性 を 目指 します。

4.次 世代電子出願を用いた運用(出 願)イ メージ

次世代電子出願 ソフ トを用いて、電子出願する

場合の運用イメージは、次のように想定 していま

す。

(1)出 願書類を作成

特許庁へ次世代電子出願端末 を利用 して出願 し

ようとする人(以 下 「出願人」 という)は 、まず、

市販 ワープロソフ ト等を用いて明細書や図面の出

願書類をHTML形 式で作成 します。

(2)電 子出願用フォーマットに変換

出願 人は、パ ソコン(Windows95)上 で動 く電

子出願用ソフ トにより、特許庁で定める電子出願
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用 フ ォーマ ッ トに変換 する とともに、方 式不備 か

否 かのチェ ックを行い ます。

(3)エ ラー処理 は市販 ソフ トを活用

エ ラーが あっ た場 合 は、エ ラー画面 を見 なが ら

市販 の ワー プロ ソフ ト等 にて元文書 を修正 し、再

度、特許庁電子 出願 フォーマ ッ トに変換 します。

(4)特 許庁へ 電子出願

エ ラーが なけ れ ば、電子 出願 用 ソ フ トに よ り、

出願書 類 を特 許庁 へ電 子出願 を行 い、受 領書 を受

け取 ります。

(5)そ の他

特許庁 か らの通 知等 の発 送書 類が あ るか否か を

知 る こ とが で き、通 知等 の書 類が あ る場合 は、発

送書 類 を受 け取 るこ とが で きます 。 また 、特 許庁

に出願 した書類 を閲覧請求す るこ とに よ り、閲覧

す るこ ともで きます。

　 違 魂 埠灘 綴ゑ 警織 三三拒ふ最漂・途`ぷ ～巨 寄稿 ・、解説

(a)ソ フ トウェア

①必須:Windows95

②必 須:電 子 出願共通 ソフ ト

③ 任意:市 販 ワープ ロ製 品等(書 類作成用)

④任 意:電 子出願拡張 ソフ ト

⑤任 意:そ の他市販製 品

(b)ハー ドウェア

①必須:パ ソコン(Windows95が 稼働す るパ ー ソ

ナル コンピュー タ)

Vl、V2等 の特 許

庁 オンラインサービスに

準ず るアブ肪一ショ

ン ↓

電子 出願
"フ

DBサ ーt◆ス等 インテク◆

レートを 必 要 と す

る アプ'ケ ーション

↓

専 用 開発の 必要 の

な い簡易アフ"ケーショ

ン

↓

市販ワープロ

製品等 [電子出願』][憲
H肌 TCP/IP

5.次 世代電子出願端末について

(1)シ ステム概要

一
推 奨 性 能

CPU:Pentium100MHz以 上

メ モ リ:32MB以 上

次世代電子出願端末のコンセプ ト
'ソ コン と 許 庁 電子 出願共通 ソフ トを主 と した

イ ンテ グ レー トに よ り電子 出願 端 末 を実 現

号
プラ ッ トフォーム はパ ソコ ン十Windews95

「
特許庁 との通信は

Windows95ノ 《ン ドノレ

のTCP/IP+

出願 共通 ソフ ト

特許庁製の出願共通ソフ ト

端末上の データフォーマッ ト

は各種ワープロで作成可能なH

Ｔ胤

オープン規格操用による周辺

装置の遺沢の拡大

q
依頼人との通信は

Tce/IP+

市販アプリケーシ ョンソフ ト

合
電子出願 端末ユ ーザへの イ ン トラ ネ ッ ト

(INTERNET関 連技 術 によ る社内 システム の構 築)の 推進
、

`
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HDD:1GB以 上

② 必須:モ ニ タ

③ 必須:通 信 機器(同 期64K通 信 が可能 なTAも し

くはISDNボ ー ド)

④ 必須:IDカ ー ドリー ダ(RS232C接 続、 カー ドリ

ーダ規格JIS6301 -ll/JIS6302-ll)

⑤ 任 意:プ リ ン タ(Windows95対 応 で 解 像 度

200DPI以 上)

⑥ 任意:ス キ ャナ(32ビ ッ トTWAIN対 応で解像度

200DPI以 上)

(c)留意事項

・手続 き書類等 の作成/更 新 は、市販 の ワー プ ロ

製品お よび作画 ツール等 によ り行 う。

・市販 ワープ ロ等 にお ける独 自形式 の文書 と電子

出願 共通 ソフ トとの イ ンタフェー スは、HTML

文書 とする。

・JISフロ ッピーの入 出力 は、拡張 ソフ トを必要 と

する。

・特許 庁へ送 信す る書 類 は、電子 出願 共通 ソフ ト

で提供 する機 能(X/Yビ ューア)に て利 用者が最

終確認する。

(2捕 機能一覧

(a)共通 ソフ トで実現 される機 能

①文書入力

各種手続 き書類 の電子 出願共 通 ソフ ト内へ の取

り込 み。HTMLの 基本構 造 タグを満 た してい る文

書が対象(TEXT文 書 の入力 は不可)。^

②書式チ ェ ック/出 願 フォーマ ッ ト変換

各種手続 き書類 の書式チ ェ ックとXフ ォ・一マ ッ ト

へ の変換。

③ ビューア/印 刷機能

Xフ ォーマ ッ ト(各 種手 続 き書類)、 プルー フ、

受領書 、発送書類、 目録、 閲覧書類の表示/印 刷。

④ オ ンライ ンV1

手続 き書類 の特許庁 へ の送信 。 プルー フ、受領

書 の受信 。

⑤ オ ンライ ンV2

請求書類 の特許庁へ の送信。発送書類、目録、

閲覧書類の受信。

⑥FD出 力

オンライン出願不能時の代替手段 として検討中。

⑦HTML変 換

特許庁送受信 ファイルのHTML文 書変換。

(b)共通ソフ ト以外により実現 される機能

①JISFD入 出力機能

JISのFDを 制御するFDC(FDControler)に 対応

した拡張 ソフ トが必要 となる。ただし、JISの入出

力が拡張 ソフ トにより可能 となったときのファイ

ルフォーマ ッ トの変換は、共通 ソフ トでサポー ト

する。サポー トする変換機能はJIS←→HTML間 の

変換 とする。

②端末間通信

市販通信製 品で実現する。ただ し、クライアン

ト数が大規模 な場合、または端末上の厳密な資源

管理が求められる場合等は、メーカのインテグレ

ー トで実現する予定
。

③図面入力合成

スキャナ添付 ソフ トおよび市販 ワープロ製品の

HTML機 能で実現する。

(3)機 能概要

(a)文書入力

・書類 の単位 は手続 き書類一式 を1書 類(出 願で

あれば 「願書」「明細書」「図面j「 要約書」が1

書類)と する

・ 「腰替」「明細書」等の書類を別々に入力 したい

場合の合成機能 も提供

・複数件連続入力 も可能とする方向で検討中

・ワープロ製品等で作成 したHTML文 書の入力時

に書式チェック/外 字チェックを実行

・エラーがあった場合はエラー画面を表示 し(リ

ス ト印刷可)、 ユーザはエラー内容 に従い作成時

と同 じワープロ製品等で修正(文 書の作成/修

正環境はすべて市販 ワープロ製品とする仕様)

・Windows95で はマルチウイン ドウが可能なため
、
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三 一㌔:こ 、「

エ ラー画 面 とワー プ ロ画面 は同時 に利 用す る こ

とが で き、エ ラー画 面 を見 なが らワープ ロに よ

る修 正が可能

・エ ラーが ない場 合 は 自動 的(確 認 はあ り)に 出

願 フォーマ ッ ト(Xフ ォーマ ッ ト)に 変換

・入 力 可 能 フ ォ ー マ ッ トはHTML文 書 の み

(<HTML>、<HEAD>、<TITLE>、<BODY>の 基

本構造 タグを満た してい る文書)

・HTMLの 入力 フ ォーマ ッ トは次 の とお りとす る

予定

'》…'
.メ ・

基本構造 タグ:

<HTML>

<HEAD><TITLE

・ 寄稿 ・解 説

<BODY>

</HTML>

文字 変形 タグ:

倍 角文字

〉</TITLE></HEAD>

</BODY>

:<FONTSIZEz・n>

(全角 と半角 はシフ トJISコ ー ドで判別)

市販 ワープロ/エ ディタ等

による作成 修正

∈∋∈∋
㎜+イ メ→.プ アイル

く　 シ　　ドラ

貯 出願共通・フト ↓

文書入力(方 式チェプ

外字チェフク)

エ ラー有

エ ラー佃 ∀

Xフr?7ト

エラー画面表示

(リス ト印刷可) 5

下 線:<u></u>

部 分 行 上 げ:<sup></sup>

部 分 行 下 げ:<SUB><!SUB>

改 行:<BR>

イ メ ー ジ タ グ:

:〈IMGSRC=〉 また は くFIGSRC⇒

(b)書式チ ェ ック/出 願 フ ォーマ ッ ト変換

・現 行 の受付 ホ ス ト側で行 われて い る受付 書式チ

ェ ックを電子 出願共通 ソフ トで実行

・方 式機械 チ ェ ック につ い て も電子 出願端 末上 で

実現で きるチ ェ ックは、電子 出願 共通 ソフ トで

実 現(受 付 ホス トのデ ー タ を利用 す るチ ェ ック

のみ を受 付 ホス ト、他 のチ ェ ックは可能 な限 り

電子出願共通 ソフ トで実現 する方針)

現行電子出願端末

各 メーカ独 自チ・ック1 )
不受理のケース有

受付ホス ト

受付書式チェック

弍=」[颪 蓮=コ

ホスト固 有 チェック

`

不受理無し

受付ホス ト

式 の機械 チ ェ ック ホスト固有チェック

口
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①一 覧画面(例)

o入 力丘功結果
O利 用者A用

O送fわ γfル
o※ 信結果(フ◎h・一つ)
e受 理済

o受 領書
o送 像履歴

ファイル メニ ューよ りファイル入カバーを選択す る。

② ファイル入力画面(例)

じサ ノ ぽ 　エ ユ 　 ゾ

麟 議
「行 司こじ

r'・i{rJti二仁触

'1【

些 些

l
l≦、、、

_.、 、3

.'文 豆 藷

・ワー プロ製 品等で作 成 したHTML文 書(シ フ ト

JISコ ー ド)に 対 し、外字 チ ェックを実行

・文字 コー ド/制 御記 号チ ェ ック(JISコ ー ドの範

囲か、不 要な制御記号 が ないか)

・書 類 の記載 内容 チ ェ ック(書 類名 や識 別子 の整

合性 。チ ェ ック仕様 は現受付 ホス トの書 式チ ェ

ック内容 に準ずる)

・イ メージやペ ージ またが りな どの レイア ウ ト/

サ イズ(イ メージデ ー タの有無 、大 きさ、ペ ー

ジまたが り。ペー ジまたが りは 自動調 整)

・丸付 き数字(1～9)に つ いて は、Windows95で

使 用 してい る'コー ド(マ イ クロ ソフ トコー ド)

につ いて電 子 出願共 通 ソフ トで対応 す る方 向 で

検討 中

(c)ビューア/印 刷機能

・最終 的な出願 フォーマ ッ トで あるX(Y)フt'一

マ ッ トの ビューア/印 刷 を標準提供

・図面入 りの特許庁へ の出願 イメー ジを確認 す る

事 が可 能

(d)オ ンライ ン(V1:出 願 、V2:発 送 ・閲覧等)

・複数件 の同時送 受信 が可能

・受 付 ホス ト側 は電 子 出願共 通 ソ フ トのバ ージ ョ

ンを認 識す る(電 子 出願共 通 ソ フ トが バ ージ ョ

ン情報 を送る)

・選 択 した書 類数 、送信 中の書類 名、送信 完了 書

類総数 を表示 する予定

・Φ カー ドに よる確認 は必須

(e)D出 力

・オ ンライン出願不能時等 の代替手段 としてのXフ

t-一 マ ッ トベースのFD出 力 を検討 中

(f)HTML変 換

・出願 フォ'一マ ッ トである)σYフ ォーマ ッ トと電子

出 願 共 通 ソ フ トの 入 力 フ ォー マ ッ トで あ る

HTMLに ついての双 方向変換 を実現予定

・対象 とす る書類 はV1/V2扱 い書類すべての方向 で

検討 中

一2D－
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(g)JISH)入 出力

・FDCに 対応 した拡張 ソフ トで実現

・JISFDの 入 出力 は拡 張 ソ フ トでサ ポ ー ト
、 フ ァ

イルフォーマ ットの変換 は共通 ソフ トでサ ポー ト

・HTML← →JIS間 の変 換 をサポ ー ト(V1/V2の 入

出力 はHTMLに 統一す る仕様)

(h)端末 間通信

・一般市販 製品で実現予定

・クライア ン ト数 が大規模 な場合
、 または端 末上

'　 煕ま麟獺南騰繍纐 酪蜷鍬酬 鰻='寄 稿 ・、解説

期 と合 わせ採用

・解像 度400DPIの 追加 仕様 を検 討(← → オ ンラ イ

ン送信2MB制 限)

・DXF(CAD標 準)等 の デー タもCADツ ール
、各

種描 画ペ イン トツールでBMP等 に変換可能

・図面 入力/合 成機 能 は共通 ソフ ト対 象外 を検 討

中(各 種HTML対 応 ワー プロ製品 、ス キ ャナ添

付 イ メージ入力 ソフ トで の図面挿入 が可 能で あ

り、操作 も容易 であるため)

市販 ワー プロ/エ デ ィ タ

特許書類(}rmL)

作成/修 正

↓
特許HTML文 書

∈∋〔∋

スキ ャナ ソフ ト/描 画ペ イン トツール

各種イメージデ→フ押 ット変換可能

↓ ↑

∈ ∋・凪GIF∈ ∋・緬

↑SSPF''"

HMiL+イ メーシ◆ファイル

(別P、G工F)

↓

電子出願共通ソフト V1(電 子 出願)/V2(発 送 、閲覧等)

文書入力(書 式チェック、

外字チェフの

x㌣

∈∋
Xフffツ ト

の厳密 な資源 管理 が求 め られる場 合等 は メー カ

の インテグ レー トで実現す る予定

(i)図面入力/合 成

・共通 ソフ ト対象外 を検討 中(各 種HTML対 応 ワー

プロ製品、スキャナ添付 イメージ入力 ソフ トで の

図面挿 入が可能であ り、操作 も容易であるため)

・7月 予 定 の簡 易 デモ にて ワー プ ロ製 品等 を使 用

して もらい、その意見 で最 終判 断す る予定

o)イ メー ジデー タ(参 考)

・イ メー ジデ ー タの イ ンタ フェース フ ォーマ ッ ト

はBMP(Windows標 準)、GIF(Intemet標 準)

・JPEGはV3(意 匠/商 標電子 出願)構 想の実現時

・白黒の みサポ ー ト

【ス キャナ添付 入力 ソフ トが標 準的 にサ ポー トする

イメー ジデー タフォーマ ッ ト】`

Windows系:BMP、GIF、JPEG、TIFF

Mac系:PICT、EPSF、

【描 画ペ イン トツー ル(Ph6toshop、Draw等)が サ

ポー トす るイメージデータフ ォーマ ッ ト】

各 ツール製品 は非常 に広範 囲 なデー タフォーマ

ッ トをサ ポー トしてお り、代表 的 な フォーマ ッ ト

は ほぼ どの ツール にお い て もサ ポー トして いる。

この他 に も、 各製 品独 自の デー タフ ォーマ ッ トも

各 製 品 間 で サ ポ ー トさ れ て い る 場 合 も あ る
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(PhotoshopのPSD、DrawのDRW、 花 子 のJSH等)。

Windows系 ビ ッ トマ ッ プ:BMP、GIF、JPEG、

皿FF

Windows系 ベ ク タ:WMF、CGM、DXF、

IGS

Mac系:PICT、EPSF

【各 種 の 標 準 イ メ ー ジ デ ー タ フ ォ ー マ ッ ト】

Windows標 準 イ メ ー ジ デ ー タ フ ォ ー マ ッ ト:

BMP

Internet標 準 イ メ ー ジ デ ー タ フ ォ ー マ ッ ト:

GIF、JPEG

Macintosh標 準 イ メ ー ジ デ ー タ フ ォ ー マ ッ ト:

PICT、ESPF

CAD標 準 デ ー タ フt'一 マ ッ ト:

DXF

(4)性 能 目標

①実行環境想定

システム概 要、ハ ー ドウェアの項 で示 した推 奨

性 能 を想定 した。

推奨性能

CpU:Pentium100MHz

メモ リ:32MB

HDD:1GB

②書類 デー タ想定

出願書類 のデー タ容量 は次の とお り想 定 した。

出願書類 計10ペ ー ジ(約100KB)

願 書2ペ ージ

明細書5ペ ージ(イ メー ジ2箇 所)

図 面2ペ ージ(イ メージ4箇 所)

要約書1ペ ージ

③性 能 目標値

① お よび② の条件 にお いて1件 あ た りの処理性能

目標値 を示す。

入 力 処 理(書 式 チ ェ ッ ク/出 願 フ ォー マ ッ ト変

換):45秒

オ ンライン送 信時間(プ ルーフあ り):40秒

6.開 発 スケ ジュール

現状 の コンピュー タ関連技 術環境 の変化 の 中で、

オ ンライン電子 出願 の促進 に関す る調査 を平成6～

7年 度 に実施(JIPDECに 委託)し ま した。 この調

査 結果 を踏 まえ、次 世代電 子 出願 端末 ソフ トを平

成8年 度 よ り2年 計画 で実 施(JIPDECに 委託)し て

い ます。

一2仁
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「情報化白書1996年 版」が6月14日 に刊行 されま

した。 同白書は1967年 に 「コンピュータ白書」 と

して創刊 されて以来、1987年 に 「情報化 白書」 と

改題 した以降 も、わが国社会全般に広 く普及 しつ

つある情報化の現状 と動向をわか りやす く紹介す

る年次総合誌 として、通算30冊 目を数えることと

なりました。

編集にあたっては、石井威望氏(慶 鷹義塾大学

教授)を 委員長 とす る 「情報化白書編集委員会」

を中心 に、多数の執筆者の方々のご協力 を仰 ぎ、

情報化 に関する最新動向を取 り上げてい ます。本

白書の構成 は、①毎年新規テーマを設定 して まと

めている総論、②情報化編、情報産業編、環境 ・

基盤整備編、国際編の4本 の柱で構成 される各論、

③最新統計 などの基礎データを網羅 したデー タ編

からなっています(図)。

今回の総論テーマは、「時代を変えるネットワー

クの波」です。95年 末よ り緩やかな回復基調を示

し始めた 日本経済ですが、経済のみな らず政治、

行政、教育、社会システムすべてにおいて制度的

疲労 をきたすなど依然 として構造的課題 を抱 え、

その先行 きは予断を許 さない状況 にあ ります。 こ

うした 日本の経済 ・社会における構造改革を促 し、

新たな成長への牽引役 として期待 されているのが

革新 を続 ける情報 ・通信技術です。その萌芽は、

産業界 における情報 ネッ トワークを挺子 とした取

り組み と個人が手 にした情報発信パ ワーに見るこ

とがで きます。そして、それらに共通するのはネ

ッ トワー ク化 の波 と言 えるで しょう。

今 回 の総論 で は、 この ネ ッ トワー ク化の波 を機

軸 と して進展 す る 「産業 」 お よび 「パ ー ソナル」

分野 の新 た な情報 化 の動 きを取 り上 げて い ます。

さ らに、 これ らの動 きが21世 紀 の高度 情報 化社会

の具体 化 へ とつ なが ってい く上 で解決 すべ き課題

につ い て、現 出 した事 例 のい くつ かを取 り上 げて

検証 しま した。

以下 、96年 版 か ら総論 の概 要 を紹介 します。

1.グ ローバルな情報化の進展と日本の現状

1.1日 本 を取 り巻 く環境変化

平成不況の閉塞感が蔓延する中にあって、従来

の構造 を維持 した まま直面する諸課題 を克服する

のは困難 との認識が広がっている。経済分野のみ

ならず、今 日、日本社会は各方面か ら構造改革が

求め られている。そこで、新たな成長への牽引役

として期待 されているのが革新を続ける情報 ・通

信技術であ り、高度情報 ネッ トワークの進展であ

る。新時代 を創る情報化 の促進は、経済的には従

来の産業形態や企業組織、雇用形態を変革 し、社

会的には国境 、国民性 を越えた新 しい コミュニテ

ィを形成 し、個人の意識改革 も必要 とする。痛み

を伴いつつスパイラルアップ していかねばならな

い変革 である。そ して、政治、経済、社会にわた

る国際 システムの不透明感がある中で、情報化 を

戦略的要素 として位置づけ、活用する方向は世界
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共通 の流 れ となっている。

1.2広 がる日米情報化格差

かつ て情報化 先進 国 ア メリカへ の キ ャ ッチア ッ

プを目指 した日本の情報化は、80年 代の後半には

欧米 にも遜色 ない水準に至ったと思われた。 しか

し今日、 日本の情報化の遅れは、その進展度 と対

応策の両面において再びアメリカに水を開けられ

て い る 。

田 情報化投資

アメリカにおける民 間情報化投資の伸び率は、

88年 以降 、実 質GDPの 伸 び を上 回 ってお り、特 に

90年 代に入ってか らの伸びは著 しい。この背景 に

は、景気後退期 において も一貫 して情報化投資 を

拡大 して きたこ と、 しか も、 この期 にお け る情報

化 は ダウ ンサ イ ジ ング、 ネ ッ トワー ク化 とい う新

しい情報環境下において進行 し、企業組織のBPR

を伴 って生産性の向上に寄与 し、企業の活性化 を

各

情報化緬

1.産 業における情報化

2.個 人 ・生活における情報化

3.地 域 における情報化
.公的分野における情報化

情報産業編

1.情 報 関 連 技 術 の 動 向

2.コ ン ピ ュー タ産 業

3.情 報 サ ー ビ ス産 業

4.電 気 通 信 産 業

環境 ・基盤整備編

L標 準化の動向

2.セ キュリテ ィ対策

3.人 材育成の動向

4.ヒ ューマンインタフェース

5.知 的財産権

6.情 報化関連施策の動向

国際編

1.国 際環境の変化と情報化の進展

2.ア メリカの情報産業

3.ヨ ーmッ パの情報産業

4.そ の他諸国の情報化と情報産業

データ編

「時代を変えるネットワークの波」として、産

業分野とパーソナル分野に興りつつある情報化
の新 しい潮流を概観するとともに、解決すべき

課題についても検証 した。

産業、個人 ・生活、地域s公 的分野における情

報化の新 しい動きと課題をまとめ、ユーザー側
の実情を示 した。

情報化の提供側として、コンピュータ、情報サ
ービス、電気通信の各産業およびこれ らの基礎

となる情報関連技術の新しい動きを示 した。

情報化の進展を支える基盤テーマとして、標準

化、セキュリティ対策、人材育成、ヒューマン

インタフェース、知的財産権の新 しい動きを示

す。併せて、これら全体を支援する国の施策を

紹介 した。

先進国、アジアNIESお よびその他諸国も含

め、グローバルな視点か ら情報化の新 しい動き

や関連施策および課題等を示 した。

統計データ等の基本的データおよび情報化年表

(1995ge1～12月)を 更新して紹介 した。
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もた らす とい う好循環 を生 んだこ とが あげ られる。

これ に対 し、 わが国 の民 間情 報化投 資 は、80年

代 後半 は実 質GDPを 大幅 に上 回 る25%の 伸 び を示

して いた ものの 、90年 代 の落 ち込み は厳 し く、92

年 にはマ イナス10%と 経済成長率 の底入 れに1年 先

行 す る反応 を見せ た。経 済の停 滞 に加 えて情報 産

業 の技術 革新 や公 的分野 の情報 化の遅 れ 、情報 化

の進展 を阻 む規 制 な ど各種 要 因 も相 まって、 わが

国 の情報化 はアメ リカと対 照的な悪循環 に陥 った。

積極 的 な情報 化投 資 に よ り企業 活動 の効 率 を向

上 させ 、需要 と供給 の好循 環 を生 み 出 した アメ リ

カ と、企 業収益 の減 少 を主 因 と して情報 化投 資 を

抑制 し、経 済構 造全体 の停滞 とい う悪循 環 を招 い

た 日本 との対 応 の差が 、90年 代 前半 に 日米 の情報

化格差 を拡大す る結果 を もたら した といえ よう。

図 ダ ウンサ イジングとネ ッ トワーク化

日本 にお い ては、パ ソコ ン需 要 の拡 大 とイ ン タ

ー ネ ッ トの急 速 な普及 がみ られたが
、ハ ー ドウェ

ア支 出 に占め るパ ソコ ン/ワ ー クステー シ ョンの

支 出割 合 は、 ア メ リカが62%で あ るの に対 し日本

は44%と 低 く、 ダウ ンサ イジ ングの進 展度 にお い

て、 日本 の状 況 は遅 れ ぎみ といえ る。 また、パ ソ

コ ンネ ッ トワーク化率 をみ ると、 日本 は93～94の2

年 間で倍増 した ものの35%に す ぎず、対 す る アメ

リカは82%で あ る。 イ ンター ネ ッ トの ホ ス ト数 も

64対3で20倍 の差が あ り、依然 として差 は大 きい。

さらに、 ネ ッ トワー クイ ンフラの競 争 市場形 成

に向 けた対応 面 での遅 れ も顕 著で ある。 メデ ィア

統 合化の ためのM&Aや 戦略的提携 な ど通信 ・放 送

業 界再編 の動 きが加 速化す るアメ リカ、EU域 内 の

通信 完全 自由化 に備 え規 制緩和 な どイン フラ整備

の体 制 固めが始 まった欧州 諸 国 に比べ 、 わが国 は

NTT分 離 ・分 割 問題 の先 送 りに見 られ る よう に、

公 正 な競争 環境 の実現 を 目指 してい る に もかか わ

らずその動 きは鈍 い。

1.3構 造改革と情報化

パ 、、ぽ 轡,:、㌧,商 」班 辺 」ECRE1～ORT

こうした情報化格差の現状の打 開策を探るにあ

たっては、国際比較 により自国の位置づけや課題

を明確化 し、諸国 との社会背景や環境条件の相違

を考慮 しつつ実践 的に日本の情報化 ビジョンを確

立 していかねばな らない。それはまた、情報化の

今日的意義 を考えれば、 グローバル化 を前提 とし

た日本社会の構造改革 に寄与すべ きものでなけれ

ばならない。

経済のみならず、政治、行政、教育、社会シス

テムのすべての分野にわたる構造改革において、

情報化が主要な役割 を果 たす ことは確実である。

その萌芽 は、産業界における情報 ネットワークを

挺子 とした取 り組み と個 人に広がる情報パ ワーに

見ることがで きる。時代 を変えるネッ トワークの

波はまださざ波である。 しか し、その広が りが も

たらす可能性は大 きい。

2.高 度産業情報化に向けた取 り組み

わが国産業界においては、在来型産業の縮小 と

新規産業の創出、あるいは在来型産業の質的転換

に伴 う生まれ変わ りなど、根本的 な産業構造の作

り直 しを迫 られている。次代の 日本の産業を成立

させるカギ となるのが、急速 に進展する情報技術

の活用である。 日本の進 むべ き方向は、高度な情

報化による産業構造の作 り直 しである。

産業の高度情報化 を見 るうえで重要なポイン ト

は3つ ある。 、

①産業全体の高度情報化に伴 う変革

②企業組織の高度情報化に伴う経営革命
も

③高度情報化に伴 うニュービジネスの誕生

である。

いずれ も日本産業、日本企業の国際競争力の強

化 を促すだけでな く、その手法の確立によって世

界の情報革命 をリー ドする立場 を築 くことも可能

である。90年 代の先進国では工業社会から高度情

報化社会へ と産業の みな らず 「SPR(ソ ー シャ
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ル ・プロセス ・リエ ンジニア リング)」 とで も呼ぶ

べ き社会その ものの根 本的 な構造転換が進展す る。

2.1高 度産業情報ネッ トワークへの期待

高度 な産業情報ネ ッ トワークは、従来は独立 し

ていた職場 と職場を緊密 に結びつけることによっ

て、 さまざまな効用 をもたらす。 日本で95年 に注

目されたのはCALSで ある。CALSは 設計段階か ら

複数の企業が ネットワークを通 じて情報 を共有す

る製造業 を主体 にしたシステムであるが、工程の

設計 ・開発期間を大幅 に短縮するとともに、工程

にかかわる人員を大幅に削減する効果がある。

製品やシステムが安いコス トで提供 されるよう

になれば、その製品や システムを利用する企業 も

安 く製品を製造することができる。これが産業社

会全体に次々と波及す る。CALSが 国内に普及すれ

ば、その国の産業の競争力を飛躍的に高めること

が可能になる。さらに、海外の企業 との間にもこ

の仕組みがで きあがれば、消費者に、安い製品や

システム、サービスなどが供給できる。

CALSの 発展形態 として注目を集めたのがエ レク

トロニ ックコマース(EC)で ある。ECは 製造業の

みならず、さらに広い業界 を対象 にした高度情報

ネッ トワークのシステムであ り、取引の当事者 に

は消費者 も含まれる。ECを ネットワークの切 り口

で区分すれば、次の3つ の形態が考えられる。すな

わち、④企業 と消費者間の電子取引、② 特定企業

間の恒常的な電子取引、③不特定企業間の一時的

な電子取引である。

口]企 業と消費者間の電子取引

企業 と消費者間の電子取引としては、インター

ネッ トを通 じて商品を見 なが ら購入するオ ンライ

ンショッピング、あるいは雑誌、書籍、 ソフ トウ

ェア、音楽、映像などをネットワークによって直

接 オンライン配信を受 ける形態が考えられる。イ

ンターネットの上で販売する商品の情報 を集めた

「サイバーモール(電 子商店街)」 が95年 には続々

メ,'込;;'㌻`⇒ こ'きニへ・,.ζ',・,'㍉ ∴

と誕生 した。大手 企業 、研究 機 関、地 方の ソフ ト

会社 な ど、95年 だけ で も大小50近 くが 実験サ ー ビ

ス を含 めて登場 している。

オ ンラ イン配信 で も、 日本 か ら欧米 の雑 誌 や音

楽 ソフ トを直接取 り寄せ るこ とがで きる。 すで に、

イ ンター ネ ッ トで は、 ア メ リカの雑 誌や 日本 の雑

誌 の一部 で実用サ ー ビスが始 まってい る。現在 は、

通 信 回線 の能力 が貧 弱 なため に、映像 をオ ンラ イ

ンで取 り寄 せ るの は難 しいが 、 ネ ッ トワー クイ ン

フ ラの充実 と ともに、 オ ンライ ン配信 に移行 す る

商 品の幅 は拡大す るこ とになろ う。

図 企 業間の恒常的 な電子取 引

特定 企業 間の恒常 的 な電子取 引 と して は、CALS

の ほか に、 すで に業種 ご とに システ ムの開発 が進

展 してい るEDIが あ る。 ネ ッ トワー クに よって、互

い に情報 を共 有化 す る提携 を結 ぶ こ とで情 報伝 達

の プロ セス を革新 し、在 庫 の圧 縮 や 欠 品の 回避 、

流通 工程 の短縮 な どによっ て双 方 に大 きな メ リッ

トを追及す る。

新 しい 企業 の形 態 と してのバ ーチ ャル コー ポ レ

ー シ ョン(仮 想企 業)も この範疇 で あ る
。 ネ ッ ト

ワー クを通 じて、企業 の経営 資源 の一 部 を提 供 し、

特 定 の事 業 を遂行 す る方式 であ る。す で に ソフ ト

ウ ェア会社が イ ンター ネ ッ トを通 じて ソフ ト開発

を協 業 して 「仮 想 企業体 」 を構 築 す るな どの具 体

的 な動 きも出て い るが 、 ソ フ ト開発 以外 に も、物

流業 務 、経理 業務 、 人事 業務 、営業 業務 、製造業

務 な ど、経営 の あ らゆる側面 で、 ネ ッ トワー クを

通 じた外部資 源の活 用が盛 んになろ う。

團 企業間の一時的 な電子取引

企 業 間電子取 引の一形 態 と して、企業 が必 要 な

商 品 を調達 す るため に、 ネ ッ トワー クを通 じて一

時的 な取引相 手 を探 す電子 マ ーケ ッ トもあ る。穀

物 な どの商 品、部 品 などの資材 、文房 具 や オフ ィ

ス備 品 な どをネ ッ トワー クを通 じて有利 な条件で

大量 に取 引す る形 態が 考 え られ る。不特 定 企業 と

の オー プ ンな取 引関係 は、 会員資 格が不 要 な新 し
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い市場 を さまざ まな分 野で誕 生 させ るか もしれ な

い。長 期的 な提携 関係 を結 ぶバ ーチ ャル コーポ レ

ー シ ョンだけで な く
、一時 的 な提 携 を結 ぶ電 子 マ

ー ケ ッ ト的 な取 引関係 も今後定着 して こよ う
。

2.2組 織の高度情報化 に伴 う経営革命

ネ ッ トワー クを使 った企業組織 の変 革 は企業 の

生 き残 りを賭 けた取 り組み課 題 で あ る。 い まや 、

製造 、営 業 、企画 、人事 、経理 、総務 な ど各部 門

の業 務処 理が情報 シ ステムで取 り扱 わ れ る段 階 は

過 ぎ、 ネ ッ トワー ク コ ンピュー テ ィン グをベ ース

に企 業内 の情報 共有 ・共有環境 を実現 し、業 務 プ

ロ セ スの改 善 と情 報 の戦 略的 活用 を図 る こ とは 、

経 営 に直結 す る不 可 欠 な要件 となった。 企業 内情

報 システ ムは、社 内LANや イン トラネ ッ ト、 また、

ネ ッ トワー クを使 って協 業作業 を行 うグル ープ ウ

ェ アの導 入 で ドラス テ ィックに変 わ ろ う と してい

る。

情報 共有 による効 果 は、上司が 部下 の業 務遂 行

状 況 をチ ェ ック した り、他 人の業 務 の中か ら参 考

に なる情 報 に触 れ る こ とがで きるため 、知 的生 産

活動 の 質が 向上 す る。経営 トップ と社員 との情報

交換 も今 まで よ りも簡単 に実行で きるので 、 これ

までの ピラ ミッ ド型 の多 階層 の企業組 織 は 階層 を

減 ら し、 フラ ッ トな企業組織へ の移行 も促 されつ

つあ る。

ロー タスの ノー ツな どに代 表 される グルー プ ウ

ェ アのほか に、95年 末 頃 か らイン ター ネ ッ トの技

術 を活用 した 「イ ン トラネ ッ ト」が登場 している。

イ ン ター ネ ッ トにホー ムペ ージ を開 くよう に、企

業 内部 の各部 門が ホー ムペー ジを開設 し、業 務 に

必 要 なデー タや システ ム を準 備 す る。 企業 内 ネ ッ

トワー クで インター ネ ッ トを使 うイメー ジであ る。

イ ン トラネ ッ トは アメ リカにお いて95年 に急速 に

広 が り、ホームペー ジを開設 してい る企業 の8割 は

イン トラネ ッ トを利 用 している とい う調査 もある。

日本 で も96年 に入 っ て急 速 な勢 い で普及 し始 めて

い る 。

2.3高 度情報化に伴 うニュービジネスの誕生

BPR、SPRと もにこれまでの作業プロセスを簡略

化 して、時間を短縮するとともに人員 を削減する

動 きである。SPRで は、流通業や旅行代理業の一

部などの中間的な産業は役割を変 え、必要 とされ

る人員の数 もこれまでよ りは大幅 に減少せ ざるを

得ない状況になると予想 される。 こうした産業で

は競争が激化 し、淘汰される企業 も出てくる。

経済界の一部には高度情報化によって失業者の

増加を懸念する声 も出ている。これに対 して95年

11月 に発表 された経済審議会の 「新経済計画」で

は、情報 ・通信分野だけで現在のおよそ2.5倍の153

万人の雇用を創出する と推定 している。既存の産

業や企業の一部が衰退するとともに、高度情報イ

ンフラを活用 した新 しい産業や企業が生まれるこ

とを想定 している。

面 新 しいネッ トワークビジネス

ネッ トワークを利用 したビジネスの代表的な事

例 は 「電子商店街」や 「仮想都市」である。電子

商店街は流通業界以外の企業に流通分野参入の機

会 をもたらした。電子商店街は流通業者にこれま

で支払っていたマージンの一部が電子商店街の ビ

ジネスに振 り替え られ、そこで雇用の置 き換 えも

発生する。

新たなネ ットワーク事業者の誕生 も促す。企業

の情報 ネッ トワークや 自宅のパ ソうンをインター

ネ ットにつな ぐの を仲介する接続プロバ イダも全

国各地 に誕生 している。 これまでは放送事業者だ

ったCAWが 、インターネットの回線を提供するサ

ービスを始める計画で
、 ここでも流通業に投下 さ

れていた料金が、インターネッ ト事業者に支払わ

れることになる。

輪転機をまわす従来の出版物に比べて、ネッ ト

ワーク上で流通する電子 出版物 にかかるコス トは

圧倒的に安い。小 さな出版社ど ころか、個人で も
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電子 出版物 を簡単 に刊 行 で きる ようにな り、 電子

出版 は参 入障壁 が低 いニ ュー ビジ ネスに なるだろ

う。

函 ネ ッ トワー ク関連 ビジネス

オ ンライ ンシ ョッピ ングは、情報 をネ ッ トワー

ク に よって メー カや流通 業者 に直接伝 え る仕 組み

で あ る。 商品 は宅配 業者 な どに委 託す るた め、宅

配業 には多様 な ビジネ スチ ャ ンスが発生 す る こと

になろ う。 ネッ トワー クによる出版物 に対抗 して、

分厚 い本 な どを注 文 を受 け次 第で きるだけ早 く自

宅 まで届 けるサ ー ビス も出 て くるだろ う。 ビー ル

や ミネラ ルウ ォー ター 、米 な ど、重 い商品 も宅配

に適 したサ ー ビス であ る。宅配サ ー ビス は、 ネ ッ

トワー クを使 った翌 日配達 の仕組 み を開発 した こ

とに よって、20年 間で市 場 規模 をほぼ10倍 に拡 大

した。 さまざまな ジャ ンルの即 日配達 は、 またニ

ュー ビジネスの機 会 を提 供す る。 ア イデア次第 で

ビジネスチ ャンスは豊 富 にあ る。 イ ンターネ ッ ト

の普 及は、 それを明 らかに して行 くだろ う。

3.パ ーソナル情報化の黎明

3.1個 人が手にした情報パワー

産業分野 を中心に展開 して きた情報化の波 は、

パー ソナル分野にも拡が りつつある
。個人が情報

技術 の力を主体的に自分の生活、活動 に利用 し始

めている。家庭 におけるパ ソコン、ワニプロの普

及、PDAの 商品化、携帯電話、PHSの 加入者急増、

インターネッ ト接続 プロバ イダの登場 など、個人

のための情報技術環境が整って きた。 コンピュー

タが提供するサー ビス を享受す るだけではなく、

自ら主体 となって生活 に活用するパー ソナル情報

化の黎明である。

95年 度 のパ ソコンの国内出荷台数 は、前年比

74%増 の580万 台に達する勢いである。 また、95年

7月 にサービスを開始 したPHSを 含めた移動体通信

への累計加入台数は、96年3月 末で1,000万台を突破

コ"ず 丘'

した。 そ して一般 家庭 の携 帯 電話 の保有率 は、95

年 に前 年比約2倍 の10.6%と なってい る。 さ らに、

デ ー タ通信 のジ ャックを持 ったISDNの デ ジ タル電

話 は、95年12月 末時点 で街角 に4万4,982台 が設 置 さ

れてい る。 この よ うに個 人ベー スのMC&c(Mobil

Computing&Communication)を 実現す るインフ ラ

は急速 に拡 が りつ つあ る。 また、 国内加 入者 だけ

で300万 人を超 えるパ ソコン通信 と、全世界 に947

万台 のホ ス トと7,000万 人 とも8,000万 人 とも言 わ れ

る利 用者 が いる イ ンター ネ ッ トは、 あ り余 るほ ど

の アクセ ス先 を提供 している。

こ う した基盤 を背景 に、個 人 は これ まで に ない

情 報パ ワー を持 った。 その意 味で 、産業 分野 に続

いてパー ソナル分 野 を飲み込 み始 めた情報革 命 は、

新 たな段 階 にあ る と言 える。パ ー ソナル情報化 は、

個 人の活 動、 ひい ては生活様 式 に まで イ ンパ ク ト

を与 えよ うとしてい る。

3.2ネ ッ トワーク化の波

口]街 の情 報ステー ション

地域 に密着 した コン ビニエ ンスス トアにお いて、

オ ンラ イ ンシ ョッピングサ ー ビス を加 え る動 きが

出て きて いる。店 内 に設 置 され たオ ンラ イ ン端 末

を、来 店者が 自 ら操作 して商 品の注 文 をす る もの

で あ る。 ネ ッ トワー クへ の入 り口が設 け られ るの

は コン ビニ だけで はない。 コー ヒー片手 にパ ソコ

ンを操 作 し、 イ ンター ネ ッ トにア クセ スがで きる

イ ンター ネッ トカ フェが、都 市圏 で人気 を博 して

い る。東京 に は、イ ン ター ネ ッ ト端末 を設置 した

パチ ン コ店 、 ホテ ルの シ ョッ トバ ー も登 場 した
。

目抜 き通 りに置 かれ た イン ター ネ ッ ト端 末 を、歩

行者が 自由に使え る商店街 もある。

個 人が 自由 に使 える情報 端末が街 の中 に置 か れ

る と、 そ こは街 の情報 ス テー シ ョンになる。 そ こ

か ら世界 に向 かって情報 が発信 され 、世 界か らあ

情 報 を受信 す る。 そ して、街 の情 報 ステ ー シ ョン

は家庭の情報化 の助走 ともなる。興味 を持 っ た り
、
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利便 性 を知 った利 用者 が増 えれ ば、情報 端末 の家

庭へ の普及 に弾みがつ くであ ろう。

囲 家庭 のネ ッ トワー ク化

2人 以上 の一般 世帯 での ワープ ロ普 及率 は43 .7%、

パ ソ コ ン16 .6%、 フ ァクシ ミリ9 .6%で あ った。 こ

の数字 は、情報機 器 が家庭 に普及 した こ とを示 し

てい る。い まや 、パ ソコンは家庭 に置か れ てい て

も珍 し くない家電製品 になった。

郵政省 が発表 した94年 度末の都市 型CATVの 普及

状 況 に よる と、加入世帯数 は前 年比37%増 の221万

世 帯 となった。CATV回 線 は、地域 でのホー ム ・ト

ゥ ・ホ ー ムの通 信 イ ンフ ラにな ろ う と して い る。

CATV網 同士 を相互接続 した電話実験、CATV網 と

イ ンター ネ ッ トプロバ イ ダとの接 続実験 、NTTの

公衆 電話網 との接 続 実験 な どが行 われ てお り、 間

もな く地域 の壁 は一気 に弾 け る気配 で ある。 これ

らの接続 が 実現す れ ば、家庭 内のパ ソコ ンは従 来

の電話 回線 だけで な く、CATV回 線 を使 ったネ ッ ト

ワ・一一ク接 続 も可 能 となる。97年 に は、家庭 のパ ソ

コ ンの40%が ネ ッ トワー ク化 され る とも予 測 され

てい る。

B]ホ ーム ・ラン(HOMELAN)

4人 家族 の全員 が 自分専用 のペ ージ ャ(ポ ケ ッ ト

ベ ル)を 持 ってい る家庭 があ る。 ポ ケ ッ トにペ ー

ジ ャを入 れ て塾 に行 く小 学生 の姿 は珍 し くない。

現 在 は 「ケ イ タイ(携 帯 電話 、PHSの 通称)の 客

は大学 生、ベ ル(ポ ケ ッ トベ ルの通称)の 客 は高

校生 」 であ る とい う。 コ ミュニケー シ ョンの手段

は多様化 し、すで に生活 の中に浸透 している。

また、5人 家族 が1台 ず つ所 有す るパ ソコ ンを家庭

内LANで 結 んで メール交換 を しようとい う家庭 も

ある。 こう した背景 には、LAN機 器の価 格の低 下、

そ してパ ソコ ンが テ レビの代 わ りに映像 を受 像 で

きる まで に進歩 した こ とが あ げ られ よ う。家 電量

販 店 でのパ ソコ ンの売上 げ は急 増 してお り、95年

中 にテ レビを抜 い て年 間売 り上 げ高 の トップ商 品

になる と予測 され ている。やが て、パ ソコンも1部
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屋1台 時代 に向かうかのような勢いである。

図]学 校の情報化

日本事務機械工業会の都市部での調査では、ワ
ープロ保有家庭の小中学生の58

.7%が 自分も 「使っ

ている」 と回答 している。パー ソナル情報化 は、

大人だけではな く子供 にも及んでいる。サー ビス

を受けるだけの受動態ではなく、自分の生活や学

習に活用する能動態が、パーソナル情報化のポイ

ン トである。教育現場 を中心 に、子供たち自らの

情報の発信が始 まっている。

通商産業省は、95年4月 か ら100校 プロジェク ト

を始めた。 インターネ ッ トを教育現場で利用 しよ

うとい う試みである。100校 プロジェク トに参加 し

た横浜市立本町小学校は、学校紹介のホームペー

ジを作成 した。学校か らの情報発信は、学校 間の

情報交換だけでなく、学校 と家庭 との交流を促進

する効果 もあった。児童が作った絵 や詩が作品 と

して画像 と音声でネッ トワーク上 に公開 され、学

校の参観 に行けなかった父親 は、会社か ら娘の作

品 を見て感激 した とい う。そのような反応 も電子

メールによって学校 に届けられ、学校 と家庭の交

流が生まれているのである。

学校へのパ ソコン導入は ます ます盛 んである。

未来の情報化社会 を担 う人間として、パ ソコンを

使 う通信のエチケ ッ ト(ネ チケッ ト)も 身 に付け

なくてはならない。これ も、ネジ トワーク時代の

新 しい生活様式 として、教育 に組み込 まれること

になるであろう。

3.3拡 がる個人の可能性}

圧]起 業チャンス

不 ットワーク上では、資本力のない個人で も大

手企業 と対等に情報の受信 ・発信ができる。 この

威力を活用すれば、個人が 自宅で起業の道を開 く

ことも可能である。小売 りを しようとすれば、人

通 りの多い立地が不可欠だが、ネットワーク上の
シ

バ ーチ ャルシ ョップな らば、 自宅 の机上 で十 分で
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あ る。店 舗や オフ ィスを確保 す る必 要が ないため、

元 手 も少 な くて済 む。 また 、営 業時 間 は まった く

フレキ シブルで あ り、 自分 の都 合 に合わせ て画 面

を開いて仕事 をすれば よい。

これは、 特 に女 性 に ビジネスチ ャ ンスが あ る こ

とを意味 す る。 自宅が拠 点 な らば家事 や育 児 との

両 立が 可能 となる。子育 て のため に ま とまっ た時

間 を外 で過 ごす こ とが で きない主婦 で も、空 き時

間 を使 って ビジネス にマ イペ ー スで取 り組 む こ と

が で きる。

図 キ ャンパス ライフ

パー ソナル情報 化は、学生 の活動 も変 えて いる。

慶 応義塾 大学 の湘南 藤沢 キ ャ ンパ スの メデ ィアセ

ンター には、約200台 の ワー クステー シ ョンが設置

され てお り、学生 は これ らのマ シ ンを自由に操作

してい る。教職員 やサー クルのメ ンバー との連絡 、

実 家 の両 親へ の便 り、 レポ ー ト作 成 のた めの調べ

ものな どに電子 メールが積極 的 に使 われてい る。

学 園生活 だけで な く、就 職活動 に も通信 を積 極

的 に利 用す る学 生が現 れ てい る。 あ る企 業が 、94

年 末 にB本 で初め て イ ンター ネ ッ トを利 用 して求

人情報 を提供 した ところ、1年 余 の間に学生 を中心

と して10万 件 のア クセ スがあ った。 これ を皮 切 り

に、数 十社 が会社 案内 の提 供 を始 め てい る。 イ ン

ター ネ ッ ト以外 で もパ ソコン通信 に よる会社情 報

の検索 サー ビスも実施 されてい る。

学生 は、 会社 の情 報 を分厚 い就職情報 誌 か らで

な く、 オ ン ライ ンで即時 に必 要 な ものだ けを入手

で きる。 さ らに詳 しい資料 を、電子 メー ルで直接

請求 す る こ ともで きる。厳 しい就 職戦線 に赴 く学

生 に とって、通信 機能 を搭 載 したパ ソコンは、就

職活動の強力 な武器の1つ になろ うとしている。

團 オンデマン ドの裏 に

オ ンデマ ン ドとは、個 々 の利用 者の異 な る要望

をオ ンライ ンで受 け て、 オ ンタイムで応 え る双 方

向 のサ ー ビスで あ る。個 人 は主体 とな って、選択

をす るこ とがで きる。

/

VOD(ビ デ オ ・オ ン ・デマ ン ド)で は、利 用者

の リクエ ス トに応 じて、個 々の利 用者 に異 なる映

像 を、異 な る時 間 に送 信す る。一方 的 に送 信 され

る映像 を、放送 時間 に合 わせ て視聴 していた シス

テ ムに比べ る と、主導権 は利 用者側 に逆転 した。

一方、 オ ンデマ ン ドのサ ー ビスは、稼働 時 間の

24時 間化 、変動 す る トラ フ ィッ ク量 、多様 なサ ー

ビス メニ ュ ーに対 応 しなけれ ば な らな いため 、人

手 に よる対 応 の限界 を越 え る。 そ して、 サー ビス

はこれ まで以 上 に コ ン ピュー タに依存 して い く。

主体 を利 用 者側 に移 す オ ンデ マ ン ドサ ー ビス は、

利 用 者の生 活様式 に影 響 を与 え る と同時 に、社 会

の コ ンピュー タへ の依 存 をい っそ う強め てい るの

であ る。

3.4バ ーチ ャル コミュニテ ィ

田 ネオバ ーチャル

ネ ッ トワー クの世界 で は、仮想 また はバ ーチ ャ

ル とい う名 称が 、枕詞 の よ うに盛 んに用い られ て

い る。 デ ィス プ レイ上 に展 開 され る世界 は、電子

的 に構築 された もので あ り、すべ てが仮 想(バ ー

チ ャル)だ か らであ る。 情報 技術 は、仮 想世 界 と

現 実世 界 との間 に双方 向性 を実現 した。仮想 世界

を見 てい るだけで は な く、利 用 者 は仮 想世界 に向

か って、情報 を発信 で きる。双方 向性 に よ り、利

用 者が い る現 実世 界 と、 デ ィスプ レイ上 の仮想 世

界 との リ ンクが成 立す る。 この とき、適切 なイ ン

タフェー スが設計 され てい なけれ ば、 ネ ッ トワー

ク内 の世界 は現実 か ら遊離 した単 な る別世 界 に終

わって しまう。

園 リアルに根差 した仮想社会

デ ィス プ レイに映 し出 され た世界 は、すべ てが

同 じ距離 にあ る。隣 人へ の ア クセ ス も、地球 の裏

側へ の ア クセ ス も、伝送 回線 上 のわず か な遅 延が

あ るだけ で、体感 距離 はほ とん ど同 じであ る。.距

離感が喪 失 した ネ ッ トワー クコ ミュニ ケー シ ョン

での距離 は、0か1か で あ る。 つ ま り、 ア クセス し
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たの か しない のか、 デ ー タを送受信 したのか しな

いの かで あ り、関係 は実 に明確で ある。遠 くに見

え るが近づ か ない、 会釈 だけ してす れ違 う、 とい

うア ナ ログ的 な距 離 は ない。0と1と の間が 存在 し

ない だけ に、特定 の 人間だけ を構 成員 とす る ク ラ

ブが成立 しやす くな る。 クラブの怖 さは、 ひ とた

び排 除 され る と二度 と加 わる こ とがで きな くな る

こ とである。

ネ ッ トワー クが織 り成す バーチ ャル コ ミュニ テ

ィを、 まった く新 しい別の社 会であるか の ように、

現 実 か ら遊 離 させ るの は危険 で は ない だろ うか。

バ ーチ ャル コ ミュニ テ ィは、 バーチ ャル コ ミュニ

テ ィだけ に閉 じて存在 す るの では な く、現実 世 界

の実体 が情報 を発信 してい るのであ る。主体 で あ

る人 間 を軸 と して、物理 的 に存在 す る リアル な現

実 社会 に、 しっか りとリンクを張 った ネ ッ トワー

ク社会が形成 される ことが望 まれ よう。

4課 題への対応

以上 み て きた よう に、産業分野 、パ ー ソナ ル分

野 に興 りつ つあ る情報革 命 は、これ まで 日本 が築

きあ げて きた産業 、社 会のあ り方 を根本 か ら変 容

させ よ うと してい る。 そ して、 この新 しい波 と既

存 の法制 度や社 会 ルー ル との間で生 じる さまざ ま

な課題 は、大 きく次 の3つ に集約で きる。すなわち、

① ネ ッ トワー クイ ンフラ整備 その もの にかか わる

課題、② ネ ッ トワー ク社 会を阻む法 ・制度的課題 、

③ 高度情 報 化社 会の実現 に向けた経 済 ・社 会的課

題 、である。

4.1ネ ッ トワークインフラを巡 る課題

田 マル チメデ ィア と通信料金

マルチ メデ ィア時代 到来 の カギ を握 るのが通信

料 金 で あ る。従 量 制 が基本 の 電話 料金 体系 で は 、

つ な ぎ放 しで使 うこ との多いパ ソコ ン通信 や、 イ

ンター ネ ッ トユ ー ザ ー に とっ て は負担 が大 き く、
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さらに、地方の ユ ーザー で接 続 プ ロバ イダーへの

ア クセ スポ イ ン トが近 くに ない場 合 な ど、高い長

距離通 信料 金 を払 って利用 す る しか ない。高 い通

信料金 と貧弱 なサー ビス形態 が続 け ば、 ネ ッ トワ

ー クインフラ普 及の阻害要因 にもな りか ねない
。

通信料 金の 低廉化 の動 きは、徐 々 にで はあ るが

出は じめてい る。専 用線 につ いて は、品 質管理 を

抑 えそ の分 料金 に反映 させ た近 距離専 用線 の格安

版が 投入 され る。 また電話 料金 につ いて は、NTT

市 内網 をNCCに 全 面的 に開放す るこ とが打 ち出 さ

れ 、相互接続 点 をよ り加入 者 に近 い接続 ポ イ ン ト

まで拡 げ られ る ことで 、地域 通信 は も とよ り通信

料 金全体 が劇 的 に下が る可能性が 出て きた。

さ らに、 これ まで には ない新 しい動 きも出て き

た。NTTが97年 初頭 に もサ ー ビス 開始 を予 定 して

い る オ ー プ ン ・コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

(OCN)で あ る。 これは、従来 の電話網 で は賄い き

れ なか った低廉 かつ 高速大容 量 の通信 ニ ーズ を満

たす ため 、新 たな コ ン ピュー タ専 用回線 を構 築す

る もので、定 額制 を基 本 とし、従来 に比べ て10分

の1と い う価格 とNCCや インター ネ ッ ト接続 プロバ

イ ダー に も開放す る と して いる点 で、マ ルチ メデ

ィア向 け国内 イ ンフラ と して発展 す る可能性 が高

い。他 の事業者 も追随す る動 きを見せ ている。

そ して、 もう1つ の伏 兵がCATVで あ る。東 急 ケ

ー ブル テ レビジ ョンの イ ンター ネ ッ ト接 続サ ー ビ

ス は、通信 料金 の常 識 を覆す月額1 ,800円 を予 定 し

てお り、 しか も、CATV加 入者宅 までの回線 速度は

数Mbps～ 数十Mbpsと 個 人ユ ーザー向け のマルチメ

デ ィア通信 としては 申 し分 ない。他 のCATV事 業者
し

も低廉 なインターネッ ト接続サービスの提 供を予

定 してお り、通信料金の低廉化に拍車をかける勢

いである。

図 セキュリテ ィと暗号技術

インターネッ トが社会 インフラとして認知 され

るために、また企業 における重要情報のや りとり

や、電子商取引を実現する際のインフラとして活
輻

、
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用 され るため に、超 え なけれ ばな らないハ ー ドル

が セ キュ リテ ィで あ る。 セ キ ュ リテ ィの 問題 は、

第三 者 に よる不正 ア クセ ス を防 ぐ情報 システム上

の 問題 と通 信 内容 の漏 洩、 改 ざん を防 ぐネ ッ トワ

ーク上の問題 とに大別 で きる。

情 報 シス テムへ の不 正 ア クセス を防止す る技 術

として、 最近注 目 され てい るのが フ ァイアー ウ ォ

ールで ある。 これ は、 イ ンター ネ ッ トと情 報 シス

テム との間 に一種 の壁 を設 け接続 を1カ 所 にま とめ

る こ とで外部 か らの情 報 の流 れ を制御 し、内部情

報 のセ キ ュ リテ ィを維持 す る もので 、 その ソフ ト

が 各メー カーか ら続 々 と市場 に投 入 されて いる。

もう1つ の課題 であ るネ ッ トワー クの セキュ リテ

ィに欠 かせ ない のが暗号技 術 であ る。特 に、電子

決済 には高度 な暗号 技術 が必 要で あ り、電子商取

引 の将 来 は この暗号 技術 が握 っ てい る とい って も

過言では ない。

暗号技 術 は もとも と諜 報活動 な どの軍事 、政 治

的 要請か らア メ リカにおい て高度 に発達 して きた

経 緯 もあ り、 国 防上 、輸 出規 制 が敷 か れ てい る。

一 方で
、 ネ ッ トワー ク用 ソフ トの大 半 は アメ リカ

製 で、輸 出規制 その ものが セキ ュ リテ ィ確 保 の障

害 となる恐れ もあ るこ とか ら見 直 しの声 が高 ま り、

米政府 も緩和す る方向 で動い ている。

また、電 子商取 引へ の取 り組み が国際 的 に進 展

す るなかで、各国で独 自に開発 された暗号技 術が、

国際 間の 円滑 な電 子取 引 に支 障 を きたす 恐れ もで

て きてい る。 この点 に注 目したOECDは 、各国間の

調整 に乗 り出 した。

この よ うにネ ッ トワー ク時代 の 要請 か ら、 セ キ

ュ リテ ィ技術 や 暗号技 術 は徐 々 に高 度化 しつ つあ

る。 しか し、 セキ ュ リテ ィ対 策 を技 術 だけ に依 存

す るの は危 険で あ る。技 術 的 な完壁 さを追及す る

よ りも、 む しろ、技術 の 目的別の使 い分 けや 、セ

キュ リテ ィが破 られ た と きの被 害 を、最 小限 に抑

えるため の方策 を講ず るこ とが よ り現実 的 な対応

とい えよ う。 このた め には、 ネ ッ トワー ク上 での

損害に対する保険制度を確立するなど、 リスクを

分散 させるための多様 な方策が必要となろう。

4.2ネ ットワーク社会 を阻む制度的課題

ロ ベーパーレス化 と電子保存

企業が情報化を推進するうえで、足枷 となって

いるのが紙 による帳簿等の書類保存の法的義務づ

けである。 このため、企業は保管スペースの確保

や経費などで大 きな負担 を強いられている。 また、

企業がEDIを 導入 して取引の効率化 を図っても、最

終段階で紙 による出力 を余儀なくされるので は導

入メリットは十分 に活か されない。同様の問題 と

して、行政機関への電子申請 も、特許庁の特許出

願など一部では導入 されているものの、ほとんど

認められてお らず、書類による申請業務 を負担 と

する企業は多い。

帳簿書類の電子保存が認め られない最大の理由

は、帳簿データの変更が容易なことにある。また、

電子化 された各種書類が どの程度、証拠書類 とし

て法的効力を有するか という問題 もある。 こうし

た中、政府の高度情報通信社会推進本部は、情報

化推進のネックとなる現行の制度を改正すること

を目的に95年8月 に 「制度見直 し部会」 を設置 し、

96年6月 を目標に、書類の電子デー タによる保存、

申告 ・申請手続 きの電子化を検討、結果を踏まえ

て規制緩和 を実施するとしている。

図 電子貨幣と電子決済

電子商取引の実現 に向けて、ネットワーク上で

資金決済を行 う電子決済への取 り組みが活発化 し

ている。すでに、オラ ンダのE-cashや イギリスの

Mondexな どの電子決済プロジェク トが進行 してい

る。わが国においても、前出のECプ ロジェク トを

は じめ企業個別の取 り組み も始 まり、電子現金の

実験 システムなど実用化の動 きも出て きた。こう

した取 り組みに見 られる電子決済の形態は、おお

むね④ ネッ トワーク上でのクレジッ トカー ド決済、

②ICカ ー ドに電子化された現金を蓄積 した電子財
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布(電 子現金)に よる決済、③貨幣価値を電子情

報化することでネッ トワーク上だけで流通 し、現

実の貨幣 と同 じ機能をもつ電子通貨(ネ ットワー

クマネー)の3つ に大別できる。

①は現実に普及 しているクレジットカー ドシス

テムをネッ トワーク上に拡張 した もので、既存の

決済の枠組みを利用で きる。実用化の可能性は最

も高いが、決済 に手数料がかかるため少額取引 に

は向かず、また未成年 には使用で きない とい う点

で万人向 きとは言 えない。② の電子財布や③の電

子通貨は、現実通貨 との換金性を保証することで

流通する全 く新 しい貨幣で、一般 に電子貨幣 とい

われる電子による小 口決済手段である。現実通貨

と同様に手数料 もかか らなければ、利用者にも制

限はない。

オープンネットワーク上で決済を行うためには、

さまざまな リス クへの対応措置が不可欠である。

安全対策 としては、情報漏洩 に対する暗号、な り

すましに対するID番 号、電子署名、本人認証 など

の本人確認、改 ざんに対 してのメッセージ確認な

どの技術的手段 を講ずるほか、リスク回避の仕組

み としての認証機能が必要 となる。 また、取引秩

序 を維持するためには、契約の存在 ・内容を証明

するための電子公証 人制度の導入や利用者 ・金融

機関 ・通信事業者な どの責任関係 の明確化など、

法的整備 によるリスク負担のルールを確立 しなけ

ればならない。利用者のプライバ シー保護のため

には購買履歴情報を残 さない工夫 も要するであろ

う。

團 ネッ トワーク利用への見えない壁

現在のネッ トワー ク、マルチメディア時代 を想

定 していない既存の法制度の下では、思い もよら

ない ところで ネッ トワーク利用への壁が立ちはだ

かる。

企業が相次いでインターネッ トにホームページ

を開設 し、自社情報を発信するなか、決算情報を

記者発表の直後に流そうと試みる企業 に対 し、東
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京証券取引所はインサ イダー取引につなが る恐れ

があるとして慎重な対応 を求めた例がある。証券

取引法では、企業の重要情報は報道機関に発表 し

てから12時 間経過後に公表 された とみな している

ためである。

もう1つの例はテレビ会議 システムである。ある

企業で電子取締役会議 を試みようとした ところ、

議決 に取締役 の過半数の 「出席」が必要 と規定す

る商法に対 し、テ レビ会議による参加が 「出席」

に相当するかどうかの判断が微妙なため取 りやめ

た とい う。電子取締役会議 を断行 した ところで、

株主に訴 えられた場合に勝訴する保証がないか ら

である。

こうした例は、現在 の法制度にネッ トワーク利

用への明確 な規定が含まれていないことか ら発す

る問題であ り、見えない壁がネッ トワークによる

新 しい可能性の芽を摘み取っているとも言える。

團 行政サービスと個人情報保護条例

1ヵ所で、すべてのサービスをいつで も受けるこ

とができるワンス トップ/ノ ンス トップサ ービス

が望 まれるのは、行政サービスにおいても同様で

ある。

国の行政機関においては、情報化推進計画の一環

と して電子的手段 を活用 した行政サービスの高度

化を目指 してお り、各省庁 に共通する課題 につい

て も、順次、一元的な取 り組みを図っている。 し

か しなが ら、省庁横断的な情報伝達や業務処理 を

可能 とし、実効ある成果を得るたぬには、これま

での縦割 り、個別対応の閉 じたシステムか らオー

プンなシステムへ、さらにはネッ トワーク社会の
も

機能 に適合す る行政組織への改変が必須であ り、

法制度の改正 も避けられない。

行政機関がこうしたサービスにスムーズに移行

できない理由のひとつに、個人情報保護の観点か

ら行政間のオンライン結合を禁止 してきたことが

あげられる。 しか し最近では、 自治省や厚生省に

おける取 り組み など、こうした結合禁止条項の見
ホ

、、
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直 しに関連す る動 きが 出て きた。行政 サ ー ビスの

電 子化 による住民 の利便 性向上 の観点 か らは、役

所 間の権限 領域 を越 えて、個 人認証 ・識別 コー ド

の統 一的 な利用 の仕組 み を議論 す る な どの行政機

関 の連携が必要 であろ う。

4.3高 度情報化社会の実現課題

口]新 規産業の創出と雇用

日本の労働環境はいま、加速化する情報化 と産

業空洞化のなかで人員の余剰感が高 まってお り、

未曾有の雇用危機 に立た されている。情報 ・通信

技術の進歩は、人間が より創造的かつ知的な作業

にウエイ トを置 くことを可能 とし、労働の質の変

化 を促 している。付加価値や創造性で競 う時代 を

担 う人材が希求され、教育も、こうした期待 を反

映する方向に動 き始めた。

日本型システムの崩壊 による構造不況にあえぐ

日本経済にあって、市場を牽引 し経済 に活力 を注

ぐ新規産業の創出がいま最 も求め られている。高

度 な情報 ネットワーク時代の到来は、中小企業あ

るいはベンチ ャー企業が ネッ トワークを駆使 して

機動力 に富んだ経営 を行い、大企業にも遜色のな

い戦略的手段 を講ず ることも可能に した。特 に、

情報化 を取 り巻 く世界は、今 日、最 もベ ンチャー

ビジネスを生む可能性が高い。

しか しながら、日本のベンチ ャー企業を取 り巻

く環境は厳 しい。資金調達面ではベ ンチャーキャ

ピタルや株式などか らの直接金融 よりも、銀行 な

どか らの間接金融の比重が高 く融資依存型である

ため、 リスクテイクが難 しく金利負担 も生ずる。

ベ ンチャー企業の資金調達を容易にす着ためには

ご・鞠:,↓、.'.tt-t'・・、、"一 、渓 講・譜塾㌔謬 編 ξ后'》・1善託二'発日

ベ ンチ ャー キャ ピタルや金 融機 関がベ ンチ ャー企

業 の技 術 を正 当 に評価 で きる仕組 み 、あ るい は知

的財 産権 を担保 と した融資 制度 などが必 要で あろ

う。 また、融資 依存 か ら投 資 な どの リス クキ ャピ

タルへ の比重 を高 める ことも重要であ る。

惚 ネッ トワー ク時代 の社会問題

イ ンター ネ ッ ト上 を流れ る有害情 報 を巡 って表

現の 自由 と法的規 制 の問題 が再燃 してい る。狼せ

つ画 像や爆 弾 、覚醒剤 の製造 方法 な どの無秩 序 な

情報 流通 や非 合法 な情 報交換 に対 す る懸念 は各 国

に共 通す る もので 、ア メ リカにお いて は通 信改 革

法 に 「イン ター ネ ッ ト規 制法」 が盛 り込 まれ 、 シ

ンガポー ル、 ドイツ、 フ ラ ンス も規 制 に向 けて動

いている。

政府 に よる規制 介入 の是非 は別 と して、 こ う し

た有 害情報 の流通 に対 し、何 らかの対 策 を講 じな

け れば イ ンター ネ ッ トそ の もの の普及 を阻 む こ と

に もな りか ね ない。 す で に、IFIP(lnternational

Federationofinformationprocessing)を は じめ、先

進 国で は情報倫 理綱 領 を作 成 ・発 表 してお り、 ネ

ッ トワークを巡 る倫理 問題 につ いては、95年10月 、

ア メ リカにおい て インター ネ ッ ト技術 タス クフ ォ

ー ス(IETF)に よる ネチ ケ ッ トガ イ ドラ イ ンが 作

成 され た。 わが 国において は、96年2月 に電子 ネッ

トワー ク協議 会が業 界 の 自主 的 なガ イ ドライ ンと

して倫 理綱領 を作成 した ほか、通商 産業省 や 各種

団体 において取 り組みが な されてい る。

ネ ッ トワー ク社 会の構 成員 は 、すで に職業 人 ば

か りで はない。究 極的 に は一 般道徳 規範 と して情

報倫理が定着す るよう審議 を尽 くす時で ある。
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第10回 目独情報技術 フォーラムの報告

麹灘 蹴 ・

日独情報技術 フォーラムは、高い技術 レベル と

経済力 を有する ドイツ連邦共和国とわが国が、情

報技術分野 における両国の相互理解 と交流 を一層

深め、活発な産業 ・技術協力の展開を通 じて世界

の情報化に寄与 してい くことを目的に、1983年8月 、

ドイツ連邦共和国研究技術省(現:教 育科学研究

技術省)の ハイ ンツ ・リーゼ ンフーバー(Dr .Heinz

Riesenhuber)大 臣 と当時の宇野宗佑通商産業大臣

との間で、その設置が合意 されたものです。

これまで、両国の情報技術に関わる産業分野、学

術分野、お よび行政分野の指導的立場にある人々

が一堂に会 し、最新の情報技術研究の成果 につい

て情報交流 を行 うと同時に、人的交流を深める場

として、両国で交互に開催 されてきました(表1)。

表1日 独情報技術 フォーラムの開催 地

回 開催年

回

回

回

回

回

回

1

2

3

4

5

6

第

第

第

第

窮

策

第7回

第8回

第9回

第10回

1984年(昭 和59年)

1985年(昭 和60年)

1986年(昭 和61年)

1987年(昭 和62年)

1988年 〔昭和63年)

1990年(平 成2年)

1991年(平 成3年)

1993年(平 成5年)

1994f仁(平 成6年)

1v96年(・F成8年)

開催地

東京(経 団連会館)

ベル リン(国 際去歳セ ンター)

東京(京 王プラザホテル)

シュツ ッ トガル ト(マ ックスプラ ンク研究所)

京 都(国 立京都国際会館)

ベル リン(ベ ル リン日独セ ンター)

東京(経 団連会館)

ワイマール(ワ イマール ヒル トンホテル)

大分(別 府湾 ロイヤル ホテル)

ゼーオ ン(クPス ター ・世一オ ン)
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表2第10回 目 独 情 報 技 術 フ ォ ー ラ ム の プ ロ グ ラ ム

◆4月30日(火)◆

10.00-12.OOhElSession

10.OO-11.00hWelcomeandOpeningSpeeches

Mr.WolfgangStamm,DireCtor,-osterSeeon

Mr.RyuichiTanabe,JapaneseConsulGeneraI

MinDring.Dr.KlausRupf,DeputyDirectorGeneral,

Info㎝ationandCommunicationTechnologies,BMBF

Mr.MasaakiKimura,DirectorforPolicyPlanning,MITI

Prof.Dr.emWalterEngl,Aachen

Prof.Dr.TakuoSugano,ToyoUniversity

11.00-12.00hKeynoteSpeeches

Prof.Dr,M.Broy,UniversityMunich:OntheConstructionofReliableSystems

Dr.ShigeoIhara,Hitachi:MolecularDynamicsSimulationsinMaterialsScien㏄

13.30・17.00h-L

◆5月1日

09.00-12.30h

14.OO-18.00h

(水)◆

Workshops2ndSession

Workshos3rdSession

◆5月2日(木)◆

08.30-10.30hPlenaSession

O8.30-09.30hSummaryReportsofWorkshops

Semiconductors:Prof.Dr,Hans・JoachimQueisser,Max-Plank-lnstitut

NewMedia:Dr.BolfEvers,Heinrich・H頭z-hls6tut

Computer:Prof,Dr.H紅twigU.Stetisloff,FraunhoferGesellschaftKarlsruhe

O9.30・1030hSumm謝ygfForUm

・'PRtbf、Dr、Ta㎞o』Sugano,ToyoUniversity

Prof.Dr.emWakerEngl,Aachen

14.OO・16.OOhTechnicaMsitatWacker

◆5月3日(金)◆

10.00・13.30hTechnicdVisitatSiemens

14.30・16.30hTechnicatVisitatDASA

÷
遺
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第10回 の 日独情 報技 術 フ ォーラムは、平 成8年4

月30日 か ら5月3日 まで 、 ドイツ連邦 共和 国バ イエ

ル ン州 の オー ス トリア国境 に近 い、小 さ くて静 か

な町ゼ ー オ ンにて開催 され ま した。 バ イエ ル ンは

ミュ ンヘ ンを首都 とす る南 ドイツに位 置す る州 で、

豊 か な文 化遺 産 を有 し、 また アル プスの山 々や そ

の 麓の丘 陵地帯 に点 在す る湖や湿 原 、果 て しな く

広 が るバ イエ ル ンの森 や草 原 といった 、素晴 ら し

い 自然 景観 を誇 りに して い ます。現 在、 この 地域

は、観 光産 業 は もちろんの こ と、ハ イテ ク産業 を

中心 とした活発 な経 済圏 にな りつつあ ります。

会場 となった 「クロス ター ・ゼーオ ン」 は、994
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年 に建 て られ た由緒 あ る修道 院 で、小 さな湖 に突

き出 た半 島の上 にあ ります。 この修 道 院で は、 モ

ー ツ ァル トやハ イ ドンが
、実 際 に コンサ ー トを催

した こ と もあ るそ うです 。数 年前 に、会議 設備 や

宿 泊施 設 を備 え、 かつ 、な るべ く昔 の雰 囲気 を損

なわ ない ように リニュ ーアル され ま した。 その後

「クロス ター ・ゼ ーオ ン」 は、公共施設 と して、 会

議 や 各種 のセ ミナー等 に活 用 されてい ます。 東京

の よ うな大都 会 にあ るホ テルの会議 施設 とは全 く

異 な り、非常 に静 か な環 境 の も とで、充 実 した研

究発表 が行われた ことと思い ます。

第10回 フ ォーラムの プログラムは、表2の とお り

フォー ラム会場風景
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です。初 日は、全体 会議(PlenarySession)か ら始

ま り、 ク ロス タ ー ・ゼ ー オ ンの 理事Wolfgang

Stamm氏 、在 ミュ ンヘ ン総 領事 の 田辺 隆一 氏 、両

国政 府 を代表 して、教育科学研 究技 術省 か らKlaus

Rupf氏 、通商産業省 か ら機械情 報産業 局企画 官 の

木村雅 昭氏 、両 国議 長 として 、ア ーヘ ン工科 大学

名誉教授WalterEngl氏 、東 洋大学学 長菅野 卓雄氏

が、各 々挨拶 を され ま した。

基調講演 は、 ドイツ側 か らUniversityMunich教 授

のM.Broy氏 、 日本側 か ら日立製作所 中央研 究所知

能 シ ス テ ム研 究 部 主任 研 究 員 の 井 原 茂 男 氏 が 、

各 々行い ま した。その後 、「ニューメデ ィア分科 会」

「コ ンピュー タ分科会」 「半導体 分科会」 の3セ ッシ

ョンに分 かれ て、研 究発 表並 び に意 見交換 ・デ ィ

ス カ ッシ ョンが行 わ れ ま した。 各セ ッシ ョンの テ

ーマ は、表3の とお りです 。 なお、 第3セ ッシ ョン

につ い て、 コ ンピュー タ分科 会 とニ ュー メ デ ィア

分科 会 は、合 同 セ ッシ ョンのス タ イルで 実施 しま

した。

今 回の 第10回 目独情 報技術 フ ォーラム に は、 日

本側 か らは議長代 行 の東 洋 大学 学長 菅野卓 雄氏 を

初 め とした当 フ ォーラム推 進委 員会の メ ンバ ーや3

分科 会 の発表 者、通 商産業 省等 か ら53名 の参加 が

あ りま した。一方 、 ドイツ側 か らは48名 が参 加 し、

全 体で101名 の参加 とな り、両 国にお ける最新 の情

報技術 に関す る活 発 な意見 交換 と実 り多 いデ ィス

カ ッシ ョンが展 開 され ました。

表3各 セ ッシ ョ ンの テ ーN－マ

WorkshoPslstSession:

A.SemiconduCtors:LargeSiliconWafers

B.NewMedia:DevelopmentStrategiesforMultimedjaNetWorks

C.Computer:SafeSystemsEASpecificationandVer岱cation

lWorkshops2ndSession;

A.Semiconducto】as:随o沿mad吻edSUiconSemsors,Actuators

B.NewM叙ha:MUItimediaCommunibatienNetWorkS,RealiZationandTechnologies

C.Computer:MU泌mediaTele◎oopera60nSoftware

Workshos3rdSession:

A.Semiconductors:New(ASIC-)DesignPrinciples

B/C.Computer&NewMediaWorkShop:MediaProdu《rtionandServices

－ー一38-一
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平成7年度「情報処理教育実態調査讐熱 論鯵集
パ ブ'へ∵ ぷ こ

ミ＼ 二×1:こ 瀬 ぶ

i縫撫 灘惑藤 ぷ.
ぎ 。＼ミ.ご べ ～,

情報処理技術者の質的確保 を図るためには、学

校や企業で情報処理教育が どのように行われ、ま

た、 どのようなニーズが存在するかを客観的かつ

的確に把握することにより、今後 に向けての課題

を整理 し、進むべ き方向を明らかにする必要があ

ります。当協会中央情報教育研究所では、通商産

業省からの委託を受け、このような観点から、わ

が国の情報処理教育の現状や課題、情報産業の動

向等 について経年的な調査 ・分析を行 うため、「情

報処理教育実態調査」 を昭和62年 度 より実施 して

います。ここでは、平成7年 度の調査結果の概要を

ご紹介します。

なお、本調査の詳細 については、中央情報教育

研究所調査企画部調査企画課 までお問い合わせ下

さい。

1.調 査の実施概要

1.1調 査の時期

平成7年11月 ～12月 末 を調査 票の 回収 期 間 とし、

平成7年 度 の実績 を調査 した。

1.2調 査方法 とその対象

学校および企業向けの各調査票を郵送 し、回収

する方法により実施 した。

学校 については、情報/情 報処理関係の学科を

有する高校(商 業/工 業/普 通科)、 情報系の専門

学校、高等専門学校、短期大学、大学(文 科系学

一39-一

部 ・学科 を含 む)の 計806校 を調査対象 と した。 ま

た企 業 につ い ては、情 報サ ー ビス企業 は、情報 サ

ー ビス産業協 会 の会員 企業 のほか
、一般ユ ーザ 企

業 につ いて は、 当協 会 保有の コ ン ピュー タユーザ

ー リス トよ り抽 出 し
、計2,703社 を調査対 象 とした。

1.3回 収状況 について

(1)学 校

教務部門 教 員
区分

発送数 回収数 発送数 回収数

1

高等学校 305 153(50.2) 915 406(44.4)

専門学校 150 103(68.7) 450 3正0(6&9)

辞 専門学佼 62 42(67.7) 186 134(72.0)

短期大学 64 28(43.8) 192 73(38.0)

大 学 225 99(44,0) 675 290(430)
`

(2)企 業

総務部門 情報システム部門 国際編/管 理者 "/個 人

発送数 回収数 発送数 回収数 発送数 回収数 発送数 回収数

2.703448

(16.6)
2.703450

(16.6)
2,703,446

(16.亀5)

8,1091,102
(13.6)

(注)()内 は回収率

1.4平 成7年 度の鯛査項目について

(1)学 校 、

情報系学科で実施 されている情報関連科 目の状

況のほか、学外の情報 ・通信 ネッ トワークとの接

続状況、教育への利用状況等 についての項 目を新

設 した。

産学連携 については、平成6年 度に引き続 き、学

校か ら企業への実習生の派遣状況 について、学校

お よび企業の双方を対象に調 査を実施 した。
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(2)企 業

情報システム部門の要員 と情報化人材 との関連

や、回答企業の情報化設備やネッ トワーク化の状

況について、 また、情報処理技術者に必要 とされ

る技術や能力について、企業におけるニーズと技

術者個人が持つ技能の自己評価 を問 う調査 も実施

した。なお、情報処理技術者に必要 とされる技術

や能力については、平成8年 度においてシンガポー

ルとの国際比較を実施する予定である。

2.集 計結果の概要

2.1学 校 における情報処理 教育の実態

(1)情 報系 の学 科数 と学生数

今 回調 査 票 を送 付 した学校 また は学部 の うち、

高等 学校 の92.0%、 専 門学 校 の100.0%、 高 専 の

88.1%、 短大 の96.4%、 大学 の84.3%が 情 報系 の学

科 を有する。

また、在籍 す る情 報系 の平均 学 生数 は、高校 が

230人(全 学 生数 の26.6%)、 専 門学 校284人(同

58.1%)、 高専500人(同56.6%)、 短大552人(同

66.3%)、 大学1,199人(同54.1%)で ある。

(2)教 員 の男女比率 と年齢 、実務経験

教員 の年齢 につ いてみ る と、 こ こ数年 の傾 向 と

して、専 門学校 の教 員が最 も若 く、次 に高 校教諭

が続いて いる。 また、専 門学校 で は、教員 の7割 強

を実務経 験 者が 占め てお り、企業 での実務 経験年

数 も約7年 、そ の後 か ら現在 まで の経 過年 数 も6年

超 と、他 の学校 に比べ て比較 的最新 の ビジ ネス実

務 を心 得 、かつ新 しい情 報処 理技術 を採 り入 れた

教 育を実施す るこ とので きる環境 にあ る と言 える。

一方、平成6年 度の数値 と比 較 してみ る と、実務

経験 者 の 占め る割 合 は、高専 を除 いたすべ て の学

校 で低 下傾 向 を示 してい る。特 に、大学で は21.4ポ

イ ン トの減少 であ る。

(3)最 も多 く利 用 されているOS

学校 で 教 育 に使 わ れて い る情 報 機器 の なか で 、

最 も多 く利 用 されてい るOSは 、依 然 としてDOS系

であるが、平成6年 度 の数値 に比べ る と、Windows

系 がか な りシ ェア を伸 ば して きて いる。 この傾 向

は、特 に専 門学校 で顕 著 に現 れ てお り、windows

系が利 用OSの トップ とな り、ほぼ半数 の学校(回

答教員 の49%が 第1位 に挙 げている)で 使用 され て

いる。

(4)外 部 の情 報 ・通信 ネ ッ トワー クの接続状 況 と

その利 用

〔学校全体〕

回答教員1,203人

〔専 門学校〕

回答教 員310人

(注)L内 円 グ ラ フ:1995年 度 の デ ー タ,外 円 グ ラ フ:1994年 度 の デ ー タ

2.利 用 して い る順 位 「1位」,「2位」,「3位」 の 有 効 回 答 数 に ,「+3」,「+2」,「+1」 の

重 みづ け を して 割 合 を求 め た 。

3.()内 は,1994年 度 の 数 値

▲ 最 も多 く利 用 され て い るOS

－40一
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今 回の 調査 では、 学校 にお ける新 しい情報 ・通

信 イ ンフラの整備 とい う視点 か ら、学外 の情報.

通信 ネ ッ トワー ク との接 続 ・利 用状 況 につ いて の

項 目を取 り入 れた。

そ の結果 、外 部の商 用パ ソコ ン通 信 ネ ッ トと接

続 してい る学校 は、平均 して3割 に及 んでお り
、特

にイ ンター ネ ッ トに接 続 して いる学校 は
、高学 歴

にシ フ トす る ほ ど高 くなってい る。文部省 に よる

と、高等専門学校 で は、平成7年 度 か ら学 内LAN敷

設 のた めの予算 措置 が な され、 また 、大学お よび

利用共 同機 関 にお いては、平成5年 度 か らの予算措

置 によ り、現在 の ところほぼ90%で 学 内LANの 整

備 が完 了 してい る との こ とで ある。単 なる教 材 と

しての利用 に とどま らず、学 校 か らの情報 発信 ツ

ール と して の活用 が今 後 ます ます増 大 してい くも

の と期待 される。

(5)言 語教 育の実施率

現在 、学校 で行 わ れてい る言語教 育 の実施 率 を

みる と、高校 お よび短大 では引 き続 きCOBOLの 教

育 が多 く行 われてお り、専 門学校 で はC言 語が圧

倒的 多数 を 占め る。 また、大 学で は、 ここ数年 の

傾 向 として、数値 にば らつ きはあ る ものの 、万遍

な く多種 の言語教育 が行われ ている。 このこ とは
、

短大で も同様 の傾向がみ られる。

なお、大学 の情報 系学科で は、C言 語、C++ 、

PASCAL、LISP、PROLOGな どの教育が、非情報系

学科で は、COBOL、FORTRAN、BASIC、VisualBASIC

などの教 育が多 く行われ る傾 向 にある。

今回 よ り、 言語項 目にC++を 加 えたが、す で

に高等学校 以外 の学校 では、平均 して2割 弱程度 の

実施率 が確 認 された。C言 語 をオブ ジェ ク ト指向

に拡 張改 良 した言語 で あるた め、今後 のC言 語か

らの移行が予想 される。

2.2企 業における情報処理教育の実態

(1)回 答企業 における情報化設備の現状 と対応す

る人材の育成 について

一41一
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企 業内 の現在 の情 報化環境 を知 る ための指標 と

して、今 回の調査 で は回答 企業の設 備や ネ ッ トワ

ー ク化 の状況 につ い ての項 目を設 けた
。 また、 ネ

ッ トワー ク社 会の到 来 に伴 い、新 しい情 報 ・通信

技 術 に対 応 で きる 人材 につ いて どの よ うに考 えて

いるかについて も、併せて調査 してい る。

①LAN、VANへ の接続 と外 部通信 ネ ッ トワークの

業務利 用の状況

LANを 設備 して いる企業 は、全産 業の78%に 及

んでい る。特 に情報 サー ビス企業 で は
、96%の 企

業がLANの 設備 を有 している。

また、VANに 接 続 している企業(247社 、 うち情

報サ ー ビス企業85社)の うち、社 内LANも 有 して

い る企業 は219社 で ある。すなわ ち、外部 ネ ッ トワ

ー クへの接続 は
、219社 がサ ーバ経 由、21社 が通信

回線 経 由で実施 してお り、全 体 の55%に あたる企

業が外 部 ネ ッ トワー クに接続 しているこ とになる。

② イ ンターネ ッ トの利 用

企 業 にお ける イ ンターネ ッ トの利 用 は、現在 の

ところ圧倒 的 に情 報収 集が多 く、情 報サ ー ビス企

業 で は、そ れ に次 い で電 子 メールが 多 く利 用 され

て いる。 また、パ ソコ ンの導入状 況 につ いて調査

した結 果 も加味 して推 察す る と、相 対的 に情報 サ

ー ビス企 業 の ほ うが社員1人 に対 しパ
ソコ ンが1台

の環境 に近 い と言え よう。

③ 新 しい技 術 に積極 的 に対応 してい くうえで必 要

な人材の調達 方法'

マルチ メデ ィアや イ ンター ネ ッ トな ど
、 今後の

ビジ ネ ス利 用 の動 向 が 注 目 され て い る新 しい情

報 ・通信技術 につい て、回答無業の64 .5%が 積極 的

に対応 してい く意向 を持 ってお り、 さらにその う

ちの98.9%(情 報 サー ビス企業 で は100%)が イ ン

ター ネ ッ ト等 に対応 す る人材 の必 要性 を感 じて い

る。 そ して、 その育成 を自社 内で行 う と答 えた企

業 は、全産業 で79.2%と いう数値 にのぼった。

(2)情 報 システ ム部 門の 人材 と求 め られ る能 力

知識



▼業種別 の通信 ネ ッ トワー クの接続 ・業務利用状況

全産業

情 報

サービス企 業

その他
企業

〔LANの接続〕 〔VANの接続〕 〔業務利用〕(%)
020406080100020406080100020406080100

i・i'156.5

41.9
79・

…4i翌翌羅

20.6

・熾

iiiii:接続 して い る

≡:接 続 して い な い

(注)1,回 答 社 数:全 産 業437社(情 報 サービス企 業107社,

1"`翻55
.2

ヨ8.9

62.6

t'・ …・'"・"1・'・…

.、.き1

≧1.・_134
.8'∋

14.2

iiiii:利用 して い る

≡≡:利 用 して い な い

そ の 他 の 企 業330社(コ ンビ・一タメーカ3社 含 む))

2.無 回答があるため,各 比率の合計は100に ならない。

①情報システム部門の要員の充足状況

現在の情報 システム部門の平均要員数は、情報

サービス企業が219人(平 成6年 度は285人)、 その

他の企業では28人 である。これは、平成6年 度の調

査結果 より減少傾向がみられ、システム部門の縮

小が進行 しているもの と思われる。

現状 において余剰感のある人材は、 ここ数年の

傾向であるが、第二種レベル技術者、その他 ・管

理職が挙げられている。その他の企業(ユ ーザ企

業)で は、システム運用管理エ ンジニア も若干余

剰 ぎみであるが、これは、ホス ト系の人材 とい う

イメージ(こ の人材の本来の定義から少々離れる)

に縛 られているためではないか と思われる。・

②情報 システム要員と高度情報化人材類型 との対

応

情報サービス業では、自社の情報システム要員

の育成に高度情報化人材類型を参考 としている企

業は78%、 システム要員と人材類型が対応関係 に

ある企 業 も76%に のぼる。

その他の企業では、「意識せず」、「無関係」がそ

れぞれ76.1%、66.7%で あるが、「一部参考」、「1:

1も し くは1:n(兼 任 している、の意)に 対応」

しているところが2～3割 前後を占めてお り、高度

情報化人材類型が産業界に徐々に浸透 して きてい

ることを表わしている。

③情報処理技術者に求められる能力 ・技術

情報 システム部門の管理者からみて、現状のニ

ーズに対 して最 も不足 している と考 える技術力は

「オブジェク ト指向開発」である。今後3年 後でも

非常 に不足するとみる企業が全体の2割 を超えてい

る。一方、 この技術については、アプリケーショ

ンエ ンジニアが習得 したい技術の第1位 にあげてい

る。

自社の主要事業に欠かせない重要技術の第1位 は

クライア ントサーバ技術であ り、業務 との関連の

割合 も、全産業で90.3%、 情報サー ビス企業では

96%に も達 してお り、分散処理システムの環境が、

全般的に浸透 しつつあることを物語っている。

情報処理 に係わる各分野において、技術者に必

要とされる各技術 ・能力 をシステム部門の管理者

(A)の ニーズの側面 と、技術者個人(B)が 自己

評価 した技術 レベルの側面からそれぞれ調査を実

、
{
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施 した。 その結果 、 今回の デー タで は、業務 との

関連性 が高 く、 自社 の主要技 術 に欠かせ ない重 要

技術(Aの 視 点)と 、 自分 が マス ター した い技 術

(Bの 視 点)と して両 者 よ り多 く挙 げ られ た の は

「Windows」 で あ った。最 近のWindows技 術 の急 速

な進展 に、 双方 ともかな り注 目 してい る もの とみ

られる。

現段 階で は、Windowsに 対 す る技 術力 は、現 在

・ぷ嫌霞継 運=純 泌 賜QRiT

および3年 後 も不足するとみる管理者が多いが
、そ

れで も3年後 には、そのニーズに対 して適正な技術

力 と言えるレベルに近付 くと見込んでいる。

また、その技術力の育成方法は、企業では、外

部教育機関や教育研修 に依存す る率が高 い反面、

技術者個人は、自らのOJTで 身につけていこうとす

る意識が強い。現状分析等の能力育成については
、

OJTと 外部教育機関への依存度が高い。

▼情報システム部門要員の平均人数と必要とする人数

① システムアナリス ト

②システム監査技術者

③プロジェクト

マネー ジャ

④ アプリケーション
エ ンジニア

⑤プロダクション
エ ンジニア

t⑥ ネッ トワーク

スペシャリス ト

‡⑦データベース

スペ シャ リス ト

‡⑧ その他のテ クニカル

スペシャリス ト

⑨ システム運用管理
工 ンジニア

⑩教育エンジニア

⑪ デベ ロツブエンジニア

⑫マイコン応用システム
エンジニア

⑬第一種情報処理 レベル
技術者

⑭第二種情報処理レベル

技術者

⑮その他(管 理
/一 般事務)

⑯その他(営 業)

〔㈲情報サー ビス企業〕

(94社)

(a)システム部門の平均人数:219人

(1994年 度 一285人)
0204080

〔回その他の企業〕

(304社)

{b}システム部門の平均人数
充足率i:28人

(%)iOe,55 .0

56.6

(51,7)

32,7

(34.9)

81.5

(70.8)

75.7

(77,9)

89.8

(83.2)

46.4

(一)

35.2

(一)

57,6

(58,7)

83.0

(124.5):

43,9'

(52.7)・

58,0.

(76,7)i

34.3:

(94.7)i

92.6

(103.9)

118.2

:(162.5)

100.8
(130.5)

87.4
i(113.4>

響
73.3

24.4

77.4

81,9

79.6

49.1

41,8

60,6

94,1

45.9

66,1

17.5

79.7.

105.8

107.0

68.6
`
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1データ交換協定書 (参考試案)

産業情報化推進センター

企業間のEDI取 引において、必要な契約事項を明確

にしないままEDIを導入した場合、いさ障 害や トラブ

ルが発生 した時に法的な解決を困難にするおそれが

あるばか りでなく、取引の公正や安全を図るうえか

らも問題 となります。すでに、いくつかの業界団体

で標準契約書が公表されていますが、これらは各業

界ごとの商慣行や特性 も加味 して作成されているた

め、必ず しも他の業界や業種でのEDI取 引に適用 しう

るとはいえません。

そこで、産業情報化推進センターの 「EDI法的問題

調査研究委員会(委 員長:一 橋大学法学部堀部政男

教授)」 では、EDIに 特有な必要最少限の法的な事項

を定めたデータ交換協定書(参 考試案)に ついて検

討 し、その検討結果を報告書 「EDI法的問題調査研究

報告書 －EDIに関する標準契約について一」 として

とりまとめましたので、ここにご紹介します。

ai.デ ータ交換協定書作成の基本方針. 1
データ交換協定書作成にあたっては、次の事項に

基づいています。

①継続的取引に関する基本契約の存在

当事者間に 「継続取引基本契約」等のいわゆる基

本契約(背 景 となる取引契約)が 締結されているこ

とを前提 としています。

②中立性の確保

現実のEDI契 約においては、取引当事者の一方に有

利な事項が定められることがありますが、このよう

な契約条項は必ず しも適切ではないと考え、で きる

限 り当事者間の中立 ・公正を保つ方針をとりました。

③汎用性の確保

取引のEDI化 に伴って、当事者間で定めるべき必要

最低限の事項 を取 り上げることにより、汎用性を付

与することを意図しました。

④想定 したシステム

物品売買に関する取引当事者が、直接発注データお

よび受注データの双方を伝達 し、かつ、送信者がデー

タ伝送を起動 し、相手方の指定されたメールボック

スに当該データを書き込む双方向型を想定 しました。

⑤運用マニュアルとの関係

汎用性を確保するため、取引のEDI化 に伴って必要

と思われる最低限の事項にとどめ、それ以外の事項

は下位規範である 「運用マニュアル」に任せました。

⑥既存の取引契約との関係

本データ交換協定書は、すでに当事者間に存在 し

ている 「背景となる取引契約」に影響を与えないと

の方針のもとに策定 しています。

⑦各種の法規制との関係

取引分野によっては、各種の業法による規制があ

りますが、これらの法規制を網羅的に包含すること

は不可能なため、これらの法規制を考慮することな

く試案を作成 しています。

⑧国際的な視野

国内取引に適用されることを前提 としていますが、

EDIに は国境がなく、国際取引に適用されるデータ交

換協定 との整合性を図る必要があるため、U㎜

のモデル法案やECロWP4の モデルデータ交換協定書

十
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第2条 運用マニュアル

2.デ ータ交換協定書(参 考試案)

以下に、参考試案の内容について示 します。解説

については報告書より抜粋 していますので、詳 しく

は報告書をご参照下さい。なお、データ交換協定書

は各種業界 ・業態に共通 して参考となるように作成

されてお り、実際に使用する際には、それぞれの業

界、業態に合った内容に修正する必要があります。

前 文

と

(以下 「甲」 という)

(以下 「乙」 という)

とは、甲を発注者、乙を受注者とする甲乙間におけ

る別紙記載の商品に関する継続的取引(以 下 「本件

取引」という)に基づ く個別の契約(以 下 「個別契約」

という)を 電子的なデータ交換により成立させるこ

とに関して次のとおり、協定を締結する。

(コメント)

電子データ交換協定の目的を明らかにするととも

に、協定の対象 となる取引を明らかにしている。対

象となる取引の表示があまり複雑でなければ、別紙

とせずに、前文に書 き込むことあるいは取引の対象

に関する条項をおくことも考えられる。

1.デ ータ交換の実施 に必要なシステム
、送信手順、

メ ッセージ構成、伝達す るデー タの種類、 システム

の稼働時間その他の細 目は、甲乙間で別に定めるデ

ー タ交換運用 マニュアル(以 下 「運用マニ
ュアル」

とい う)で 定める。

2.甲 お よび乙は、運用マニ ュアルが この協定 と一

体 をな し、 この協定 と同一の効力 を有することを相

互 に確認す る。

3.シ ステムの変更その他 の事由 により運用 マニュ

アルを変更する必要が生 じた場合には、その変更に

伴 う費用負担 を含め、 甲乙間で事前に協議 を行い合

意の うえ変更する。

第1条 データ交換の実施

甲および乙は、本件取引に関する個別契約をデー

タ交換により成立させることに合意する。

(コメント)

継続的取引関係にある甲と乙とが、個別的な受発

注を電子データ交換によって行うことに合意 したこ

とを明文で規定するものである。前文があれば、特

に本条の必要はないようにも考えられるが、当事者

が合意 したことを明確 にするために本条を置いてい

る。

一4ト

(コメン ト)

(1)運 用マニュアルで定める事項

協定書では、必要最低限の事項のみを取 り決めて

いるため、データ交換システムの構成を含め
、実際

にデータ交換を行うのに必要な技術的、および手続

的要件はすべて運用マニュアルで定めることとなる
。

運用マニュアルを定めるにあた り、前提としていた

事項が変更 されれば、運用マニュアルも変更する必

要が生 じてくる。

(2)運 用マニュアルの効力およびその変更

運用マニュアルの記載事項は、協定書 と同様の効

力を有するため、書面による変更が必要である。な

お、運用マニュアルの変更により、協定書や基本契

約 との整合性にも注意 しなければならない。基本契

約と矛盾が生 じる場合、第12条で、基本契約 より運

用マニュアルおよび協定書が優先すると規定 してい

る。協定書 と運用マニュアルの間に齪館が生 じた場

合の優先順位についても、協定書あるいは運用マニ

ュアルに規定する必要がある。
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第3条 デ ー タ交 換 の 安 全 お よび 信 頼 確 保 の

た め の 手 順

甲および乙は、データ交換の安全確保のため下記

各号の全部またはいずれかの手順を実施するものと

し、その実施の手順の内容は運用マニュアルに定め

ることに合意する。

(1)発 信者の同一性の確認手順

(2)発 信者の作成権限の確認手順

(3)デ ータ入力誤 りの確認手順

(4)伝 送途上におけるデータ変質の確認手順

(5)そ の他甲および乙が合意する事項

(コメン ト)

(1)本 条の趣旨

EDIに おいては取引が電子化 されるために、紙ベー

スの取引 に比べ 、受信 したメッセー ジ上で相手方の

同一性 やその権 限について確認する ことが困難 とな

る。 そこで、伝送 されたデータの発信者 の同一性の

確 認(identification)、 発 信 者 の作成 権 限 の確 認

(authorization;こ こでは当該 デー タ発信 に関する決

済権限の意味で用いる)、 伝送途上でデー タの変質が

ない ことの確認(dataintegrity)、 データ入力の誤 り

(dataentryerror)が ないこと等の点について、あ ら

か じめ確認の手順 を定めてお く必要性 も生ず る。

(2)各 手順の選択基準等

多 くの場合、これ らの安全対策(ト ランザ クシ ョ

ン セキュリテ ィ)を 講ずるためには費用が必要にな

る。 また、取引の種 類や実態 により、必要 とされる

安全対策の種類や程度 も異なる と考 え られ る。 した

がって、現実 に適用 されるデータ交換協定 を作成す

る場 合には、 これ らの安全対策 のうち必要 な手順 を

選択 し、 また業種の特 殊性 に応 じて、他 の手順 を加

える必要 もあ ろう。いずれに しても各手順 の詳細 は

運用マニュアルで定め、 これが履践 されているか ど

うかが事後的に も確認で きるようにする必要がある。

第4条 データの伝達

データの伝達は運 用マニュアルに定める方法により、

相手方のメールボックスに書 き込むことにより行 う。

(コメン ト)

具体 的な伝達方法 については、運用 マニュアルで

定め る。 ここでは、発信者がデー タを発信 して、相

手方の メールボ ックスにデ ータが到達 し、読 み出 し

可能な状態 になった ときをデー タの伝達 としている。

第5条 読み出し不能データの取扱い

1.伝 達 されたデー タの読み出 しがで きない場合、

データの受信者 は、 これらの事情 を知 った後、直ち

に、相手方 に対 してその旨を に より通知

する。

2.前 項 による通知がある場合、発信者 は当該のデ

ー タを撤 回 したものとみなす。

(コメント)

(1)読 み出し不能データの取扱い

受信者は、発注データが読み出し不能であること

の通知義務を課すことが求められている。ただ し、

読み出し不能 という事実は、契約の成否 とも直接関

わ り、様々な具体的状況が想定されるため、発信

者 ・受注者いずれにも不利にならないよう、単方

向 ・双方向型共に場合を分けて具体的な取 り決めを

する必要がある。なお、受信者の負担が大 きくなら

ないよう、一定の基準によってシステム上で自動処

理ができるような合意をなすことが望ましい。

(2)読 み出し不能の通知

伝達 されたデータが、読み出し不能である場合の

通知方法(手 段、通知時間等)に ついても、取引の

タイミングを失わせないよう配慮 して、具体的に運

用マニュアルで定めてお く必要がある。この場合の

通知は、できれば後に証拠が残せるような方法で行

うこと力連 ましい。

(3)読 み出し不能通知の効果

十
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受信者か ら前項 の読み出 し不能の通知が なされた

場合 には、発信者が 当該発信デー タを撤回 した もの

とみな される。取引内容 によっては、読み出 し不能

の通知 につ いて一定の通知期限 を設け、期 限が過 ぎ

た場合 は、 リスクの負担 は通知 を しなかった側が負

うな どの取 り決め をす る ことも考え られ る。 なお 、

単方向型で発注 のみで契約が成立す る場合 には、受

信 者の立場 の保全 を考慮 し、あらか じめ運用 マニュ

アルに基づ き、発注デー タが伝送 されたこ とを証明

する手順 の合意が必要であろう。

(4)VAN会 社の システムを介 したデータ伝達

VAN会 社介在型の双方向システムを前提 と し、情

報 処理の一環 と して受信確認が行 われる場 合には、

個別 の約定 による受信確認が本条に優先す る もの と

し、読み出 し不 能の場合 でも、撤 回 とみ なさない よ

うにするこ とも考え られ よう。この場合には、VAN

会社 自身が 当事者 との個別契約 に基づ く代行責任 を

関係当事者に対 し負担するもの といえよう。

第6条 受信確認

1.甲 または乙は、相手方に対 し、その伝達にかか

る発注データまたは受注データの受信確認 を求める

ことができる。 この受信確認の方法は、特段の指定

のない限 り の方法 によるも

の とする。

2.前 項の受信確認 を受領 した場合、当該発注デー

タまたは、受注データの伝達は完了 した もの とみな

し、その受領がない場 合には伝達が なかった もの と

みなす。

(コメント)

(1)受 信確認の意味

受信確認 とは、伝達されたデータが到達 したとい

う事実を通知することである。また、それ自体は、

伝達されたデータの内容に対する受信者側の意思表

示(例 えば、申し込みに対する承諾)を 意味するも

のではない。これは、データが到達 したという事実

・・陪季 冬.JIRDECREPρRT

の証明に際 しては決定的な意味 を有するが、それ以

上に受信確認にどのような法的効力をこれに持たせ

るかについては、当事者間の合意によることになる
。

(2)相 手方に対する受信確認の要否

データの伝達があれば常にそれに対する受信確認を行

うものとする、と定めることも考えられるが、それは、

そのための通信コストの負担を考えると必ずしも合理的

ではない場合があり、また、取引の種類によっては、受

信確認を必要 としないとするほうが妥当な場合もある。

(3)受 信確認の方法

① 受信確認の方法の選択

受信確認の方法ついては、その伝達の手段、内容

お よび時期等につ きあらかじめ約定しておく必要が

ある。そこで定めた受信確認の方法が著 しく信頼性

を欠くものであるような場合には、第2項 に定める受

信確認の効力が認められないことにな り、その方法

を定めるにあたっては十分留意する必要がある。

②VANシ ステムを介したデータ交換 と受信確認

本協定書では、相手方のメールボックスにデータ

を書 き込むという方式のシステムが前提 となってい

る。それとは異 なり、データ交換がVAN会 社を介 し

て行われる場合も少なくない。この場合の受信確認

については、本条がそのまま妥当 しないことが多い。

甲 ・乙双方とVAN会 社 との関係やそこでのネットワ

ーク利用に係る契約 ・協定に則 して
、受信確認の方

法やその効果を規定することが必要となる。

(4)受 信確認の法的効果

① データ伝達の完了

受信確認の受領 には、データ伝達の完了の効果が

与えられるだけで、それ自体は、伝達されたデータ

の内容を了知 したこと、ないし了知可能となったこ

とを意味するものではない。 したがって、受信 され

たデータの読み出 しができないことが判明 したよう

な場合の受信確認には、上記のような契約の申し込

みや契約成立の効果は生 じない。

このような規定の仕方(み なし規定)の ほかに
、

受信確認があれば、データの伝達の完了が推定され

一47一
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ると規定 して、データ伝達の相手方に反証を認める

という規定の仕方も考えられる(推 定規定)。

②受信確認を受領する前の履行準備等

受信確認を受領するまでは、当事者が契約に係る

種々の処理を行う場合は、それぞれの費用と責任に

おいて行われることになる。当事者間の事情によっ

ては、その趣旨を明文化 した条項を置 くことが望ま

しい場合もある。

(5)受 信確認の伝達の安全および信頼確保

受信確認がシステムを使って電子的に伝達される

場合、伝送に際 してのデータの食い違いや無権限者

による伝送等に対する安全および信頼確保のための

配慮が必要となる。

第7条 データの確定

甲および乙は、伝達されたデータが第3条各号に

定める安全確保のための手順にしたがって作成 ・伝

送された場合には、それぞれ確認された事項につき

受信データの内容が確定することに合意する。

(コメント)

(1)主 張立証責任との関係

受信 したメッセージが真に相手方が作成 したもの

であるかどうか、発信者がデータの作成 ・伝送権限

を有するかどうか、データが伝送途上において変質

しているかどうか、などについて争いがある場合に

は、受信者は、これらの事項を主張 ・立証 しなけれ

ばならないことが多かろう。ただ、EDIに おいては、

こうした立証は一般的には困難である。

本条の規定によって、第3条に基づいて定められた

手順の履践を受信者が証明すれば、これに対応する

データであることが確定されることになるが、これ

らの事実の証明は比較的容易である。

(2)デ ータの確定の意味

第3条 の手順の履践の効果に関する定め方として

は、一般的には、確認 された内容の事実を推定する

方法と、これを見なす(擬 制)方 法があ りうる。 し

.ξ旨治↓・ノ、蓄'騒講 授篇顯穗撚 ・嬢 懲

かしなが ら、この両者のうちいずれを採用すべ きか

を一律に論ずることは困難である。参考試案では、

とりあえず 「確定」 という文言を使用 しているが、

もし、この効果がいずれであるかを明確にしたい場

合には、上記の問題 も考慮 したうえ、その趣旨を文

言上も明らかに規定する必要があろう。

(3)確 認手順と効果の対応

採用された確認手順 と効果 とが対応 していない場

合、場合によってそのような効果が認められないこと

があ りうるので、この点について留意が必要である。

なお、第3条の手順の定め方によってはその履践を

受信者が知 り得ないことがある。受信者は手続 きが

履践 されたことを立証できないため、法律的には、

本条による効果を受け得ない場合 もあることには留

意する必要がある。

第8条 個別契約の成立

本件取引に関する個別契約は、受注データが伝

達された時に成立するものとする。ただし、乙が甲

に対 して第6条 の受信確認を求めた場合には、個別

契約は受信確認の受領の時に成立するものとし、か

つ甲乙間に別段の定めがある場合には、その定めに

従うものとする。

(コメント)

(1)個 別契約の成立時期

民法では、隔地者間の契約の成立時点を申込みに

対する承諾が発信 された時と規定 している(526条1

項)。本条は、このような民法の原則を修正 し、受注

データの受信時に個別的な契約が成立するもの と定

めている(到 達主義)。隔地者間の取引といっても、

通信 システムによって電子データが交換 される場合

には、特殊な場合を除いて、データの発信時点 と受

信時点との間にはほとんど時間差はなく、何 らかの

事由によって受信されなかったときのことを考える

と、到達主義による方が合理的であろう。

② 受信確認との関係

十
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なお、受注者が発注者に受注データの受信確認を求め

たときには、受注データの伝達時ではなく、受信確認デ

ータの受領時 に個別的な契約が成立するとしている
。

(3)双 方向 システムと単方向システム

本条は、発 注デー タに対 して受注 データが送信 さ

れるこ とを原則 としている。現 実に行われている受

発注 システムにお いては、発注 データのみが送信 さ

れるこ とも少 な くない ようである。 システム全体の

安全性の観点か らす ると、受注デー タも送信 される

方(双 方向 システム)が 望 ま しいが 、通信 コス トの

節約 などの理由か ら発注 デー タのみのシステム(単

方向 システム)に も十分 な合理性が ある。 この場合

には、発注 とい う一方的 な意思表示 だけで個別的 な

契約が成立す る ということではな く、基本契約 にお

いて、発 注者か らの発 注があ れば、受注す るとい う

受注者の承諾が あ らか じめ包括的に与 えられている

と解するこ とが で きる。 この ような単方向 システム

の場合 に も、個別的 な契約の成立時点 を契約で明 ら

かにしてお く必要がある。

第9条 データの保存および交付

1.甲 お よび乙は、それぞれの発信にかかるデータ

および受信 にかかるデータを保存するもの とし、相

手方の請求がある場合には、これを相手方に交付 し

なければならない。ただ し、プ リン トアウ ト・複製

その他 によ りこの交付 に費用が発生する場合には、

その費用は請求者の負担 とする。

2.保 存お よび交付の細 目にしては運用マニュアル

に定める。

(コメン ト)

(1)総 説

わが 国 におい ては、電子 取引 にお いて作成 ・伝

送 ・保管 される発 注デー タや受注デー タが、 デー タ

のままの形態 で、税務上 の資料 とな りうるか どうか

については明確 ではない。 しか しなが ら、 これ らの

データは、一般的 な取 引にお ける紙ベースに よる取

・㌣∵ 苛苛'い ・・」凄RDEC,REPORT

引資料と同様に保管されるのが通常であろう。

(2)運 用マニュアルで定まる細目

本条は、これらのデータの保存および交付に関す

る細 目を運用マニュアルにおいて具体的に定める旨

が規定 されている。

(3)交 付請求の負担費用の範囲

本条では、相手方に対 してデータの交付請求がで

きる旨を定め、データ交付に要する費用は、交付請

求を行った当事者の負担とする旨が定められている。

また、データの交付請求の費用に関しては、公平の

見地か ら交付を請求する者が費用を負担する旨明足

している。ただ し、データを書面化 した場合には印

紙税の負担が発生することもある。書面形式による

交付を行 う場合に、このような印紙税負担が発生 し

うることには留意すべきである。

(4)電 子データの証拠法での位置付け

民事訴訟法上、電子データの証拠能力に関する明

文の規定はないが、下級審判例においては、電磁的

記録媒体を準文書であるとして文書提出命令を許容

したものもあ り、民事裁判においては、プリントア

ウトされた書面が書証 として採用されることも多い。

ただ、保存方法について合意する場合には、どのよ

うな保存方法をとれば十分な証明力を有するか、証

明力に関する補強証拠 としてのどのような立証が可

能か、などの事項を検討することには意味がある。

第10条 費用負担

この協定に定めるデータ交換の運用に伴う費用の

負担は別に定めるとおりとする。

一49一

(コメント)

データ交換の運用に当た り、発生する費用につい

て具体的にどの費用をどちらが負担するか、別途定

める旨を規定 している。 どちらか一方が過大な負担

を負うことのないよう、甲乙間の公平 に注意 して定

める必要がある。費用負担については書面(契 約)

により定めるべ きであろうρ いったん定めた事項の
,、ぼ,β
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ー
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変更 も同様である。

第11条 システムの管理

1.甲 お よび乙は、デー タ交換が 円滑かつ安全 に実

施 されるようそれぞれシステムを管理するものとする。

2.シ ステムの異常、故障発生時 に伴 う措置は、運

用マニュアルに定める ところによる。

(コメン ト)

(1)シ ステムの管理

日々のシステム管理および保守方法も運用と併せ

て運用マニュアルで定めるべ きであろう。各々が保

有するシステムの管理 ・保守 にかかる費用は通常

各々で負担すると思われるが、別段の取 り決めをす

ることも考えられる。

(2)異 常等の発生時の措置

異常等が発生した場合、速やかに対応策をとらな

ければならず、異常等を発見 した者に、相手方に対

する速やかな通知義務を課す必要がある。その際の

通知方法、通知後の対応の協議、 どちらが危険を負

担するか、異常継続中の代替措置、復旧後の措置等

についても可能な限 り詳細に定め、異常等の影響を

最小限に抑えられるようにしてお く必要がある。

第12条 基本契約との関係

甲乙間 で締結 した本件取 引 に関す る 年

_月_日 付基本契約書に定めた事項とこの協定

に定めた事項 との間に相違がある場合には、この協

定の定めが優先的効力を有するものとする。

(コメン ト)

背景 となる取引契約 は、い わゆる 「基本契約」 に

よって規 律 されるこ とになるが、紙 ベースの取引 を

前提 とする 「基本契約」 においては、必ず しもデー

タ交換 を前提 に しない条項 も存在す る。本条は、デ

ータ交換 の当事 者間にお いて 「基本契約」が締結 さ

れている ことを前提 とし、基本契約 とデー タ交換協

溜 ・ Σ .〆 漬"謬 《＼z墜

定の間 に齪齪 がある場合 には、デー タ交換協定が優

先的に適用 されるこ とを明文化 した。仮 に、デー タ

交換協定 の導入 によって、背景 となる取引関係 自体

が変更 され る場合 には、当然の こ とと して、基本契

約 また はデー タ交換協定 において必 要な手 当てを し

なければならない。

いずれにせ よ、 デー タ交換 システムの導入 にあた

っては、その大小は別 として既存 の基本契約 は何 ら

かの影響 を受ける可能性があ る。 この ような点 に配

慮 し、基本契約 、データ交換 協定、運用マニュアル

の整合性 を保つ必要があ ることには留意すべ きであ

る。

第13条 有効期間

この協 定の有効期間は 年 月
_日 から

_年__月_日 まで とし、期間満了の3ヵ月前

までに甲または乙から相手方に対 し書面により更新

の拒絶または内容変更の申出のない限り同一条件を

もって更に年継続するものとし、事後も同様とする。

(コメン ト)

「基本契約」の存在 を前提 とす る参考試案 につい

ては、本条の ように協定上でその存続期間を定 める

方式 と、例 えば 「この協 定の有効期間は、基本契約

の有効期間 と同一 とする。」 とい う方式 の二通 りの方

式があ りえよう。そのいずれを採用す るかは当事者

の合意 に よる ところに よろ う。取引 を継続 しつつ 、

データ交換方式のみを廃止す るとい う希な場合 には
、

この変更処理のため に必 要な期 間に配慮する必 要が

あ り、参考試案 において3か 月 とい うやや長 めの予告

期 間 をお い たの は この点 を考慮 した ため であ る。

なお、デー タ交換 システムの変更はマニュアル等の

変更手続(第2条)に よって行 うことになるため、必

ず しも、本条の適 用は必要 としないが、 システム等

の変更処理 に要す る期 間につい て配慮す る必 要 は
、

上述のデー タ交換方式廃止の場合 と同様 である。

一50-一



ゴ

s
↓

㎡よ'
(♪観『

、」1PDECREPORT

米灘遷都激騰における情報技術の研究開発

査部

近年、米国をは じめ各国でネットワーク技術や

分散処理技術、またそれらを利用 した電子図書館

や電子商取引など、先端情報技術の研究開発が急

速に進展 してお り、わが国においても一層の強化

を迫 られてい ます。米国 における先端情報技 術

(以下ITと 略す)は 、世界のITを リー ドしてお り、

これには米国政府機関の継続的で大規模 な研究投

資が大 きな牽引力 となってい ます。わが国のIT研

究開発のあ り方を考える際に、米国政府機関のIT

研究開発の仕組みを把握することが重要な視点を

与えて くれるものと考えられます。

先 端情 報技術 研 究所 で は、米国 の調査 会社

ArthurD.Littleに 米国政府機関におけるrr研究開発

についての調査を委託 しましたので、その結果の

一部を紹介 します
。 この調査 によると、米国政府

の 強力 な リー ダー シ ップ に よる トップ ダウン的政

策 とボ トム ア ップの研 究 アイデ アの提案 の2つ を国

と して うま くバ ラ ンス させ てい る こと と、研 究 開

発 とその 商業化 を促 進す る ため 自由市 場で の経 済

的 イ ンセ ンテ ィブ を もたせ た競争 の仕 組み を徹底

してい ることが大 きな特徴 となってい ます。

1.米 国の研究開発支出と仕組み

1.1米 国政府のIT研究開発支出

米国全体の政府 と民間を合わせた研究開発支出

は1,820億 ドルであ り、この うち700億 ドルが連邦

政府の研究開発支出である。連邦政府の研究開発

支出のうち、科学技術の研究開発支出は375億 ドル

であ り、さらにこのうちのIT研 究開発支出は約27
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図1米 国の研究開発支出の全体像と政府1丁支出の関係
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億 ドル で あ る 。

現 在 の 連 邦 政 府 のIT研 究 開 発 の 中 心 的 プ ロ グ ラ

ム は 、HPCC(HighPerfommanceComputingand

Communications)で あ り 、 連 邦 政 府 のIT研 究 開 発 支

出 総 額 約27億 ドル の う ち 、 約40%の11億 ドル が

HPCCに 支 出 さ れ て い る 。

HPCCと し て 指 定 さ れ て い る 研 究 は 、12の 省 庁 下

で の 研 究 開 発 に わ た っ て い る が 、 次 の4省 庁 で82%

を 占 め て い る 。

・DARPA

・NASA

・NSF

・DOE

(DefenseAdvancedResearchPr()jectS

Agency,DepartmentofDefence)

(NatlonalAeronauticsandSpace

Administration)

(NationalScienceFoundation)

(DepartmentofEnergy)

1.21T研 究開発への政府支出の仕組み

連邦政府(以 下、米国政府 とい う)の 研究開発

への支出の仕組みは、大 きく見 て トップダウンの

政策的流れ とボ トムアップの研究提案の流れの両

方が有効にマッチする形で動いていると言える。

'
、 一.ス2い ザ 壬㍗.6楡'`」 頴 潜 ㌧'≒ ・

(1)ト ッ プ ダ ウ ン 的 政 策

HPCCは 、ITに 関 す る 政 策 的 方 向 性 の 実 現 の た め

の 科 学 的 施 策 と位 置 付 け られ て い る 。

同 計 画 の 最 大 の 目 的 は 、 各 省 庁 で のIT研 究 開 発

の 方 向 性 を あ る 程 度 統 合 し 、 共 通 の 目 的 に 向 か っ

た 舵 取 り を 行 う こ と に あ る 。 実 際 に は 次 の5つ の プ

ロ グ ラ ム を 設 定 し 、 そ れ ら の 方 向 性 、 共 通 の 目 的

を 大 ま か に 規 定 し て い る 。

・HPCS:HlghPerformanceComputingSystems

・NREN:NationalReseachandEducationNetwork

・ASTA:AdvancedSoftwareTechnologyand

Algorithms

・IITA:InformationInfrastructUreandTechnology

Applications

・BRHR:BasicResearchandHumanResources

HPCC計 画 推 進 の 法 律 は 、 今 年 そ の 見 直 しの 時 期

に あ た り 、 今 後 も こ の 施 策 が 継 続 さ れ る か ど う か

は は っ き り し な い 。 しか し 、HPCC計 画 の 行 っ て き

た 省 庁 間 の 情 報 交 換 や 協 力 ま た は 競 争 の 関 係 は 相

当 定 着 し た と言 え る 。

(2)省 庁 レベ ル で 行 う プ ロ ジ ェ ク トの 選 定 ・支 出
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研 究 開発 プ ロジェク トのテーマ を実際 に選定 し、

支 出 を決定 するの は、 各省庁 の レベルで行わ れる。

また 、 トップダウ ンの 政策 的方 向性 と、ボ トム ア

ップの研 究 アイデアが出会 い、 その2つ の流 れ を勘

案 し最適 なプ ロジェ ク トを実施す る決定 を行 うの

も、 この 各省庁 レベ ルで の プロジェ ク ト選 定で あ

る。

出資領域選定 の仕 組み には大 きく2つ のモ デルが

あ り、長期安定型 と、短期 プログラム型が ある。

NSFに 見 られ る長 期安 定型 の出資形 態 で は、比

較 的長期 にわた って同一領域 へ の安定 的投 資が 行

わ れる。 これ に よ り、長期 的視 点 を持 った基礎 研

究が 可能 となって いる。 また、NSFで は具体 的 な

プ ロ ジェ ク トの選定 に際 して 「ピア ・レビュ ー」

と呼 ばれ る方 式 を採 用 してい る。 そ こでは学界 ・

産業 界等 異分野 にお け るその研究領域 の識 者 を集

め た組織 を持 ち、合議 的 にプ ロジェク トが選 定 さ

れる。

一方
、DARPA、DOE、NASAに 見 られ る短 期 プ

ロ グラム型 の投資形 態で は、例 えば3年 お きに支出

領域 が変 更 され る。 支 出す る プロジェ ク トもその

時点 で のホ ッ ト トピックや 、短期的成 果の期 待 さ

れ る応 用 に近 い領 域 に なる傾 向があ る。 この短期

プ ロ グラム型の支 出形態 に対 しては、具体 的 な プ

ロ ジェ ク ト選定 は 「プロ グラムマ ネジ ャー」 の判

断 で行 われ てい る。 したが ってプロ グラムマ ネ ジ

ャーの選任 は重 要で あ り、その領域 でのエ キ スパ

ー トであ るこ とが要求 される
。

点 につ いて述べ る。

JH～DECREPORT

以上、米国の情報技術研究開発支出とその仕組

み について、特 に、米国政府の強力なリーダーシ

ップによる トップダウン的政策 とボ トムアップの

研究アイデアの提案の2つ を、国としてうまくバラ

ンスさせていることについて見てきた。

次 に、もう一つの米国の特徴である研究開発 と

商業化を促進するため自由市場での経済的インセ

ンティブを持 たせた競争 の仕組み を徹底 している

2.研 究開発か ら実用化への促進メカニズム

2.1米 国の研究開発政策

米国の研究開発政策をマ クロなレベルで見ると

次の3つ が基本的政策として見て取れる。

まず第一に、自由市場 ・競争原理の仕組みを最

大限取 り入れ、各自のベス トな能力を自然なイン

センテ ィブの下に引 き出している。

第二 には、研究開発成果の実用化による国民へ

の利益還元 を根本的な使命 と明確 に捉え、その成

果の実用化のための仕組みを政策的に徹底 した運

営をしている。

第三には、実用化 とい う国民的利益の大 目的の

ために、研究開発成果の産業による商業化 をター

ゲッ トとするという明確 な是認があ り、最大限商

業化を推進 している。

こういった政策方針 を達成するために、数々の

法令が出されている。 いずれ もその目的は行動 を

規制す るのではな く、 自由市場における競争の メ

カニズムをより効果的に働かせて研究開発活動お

よび商業化を促進するための仕組みを実現するこ

とを目指 している(図3)。

最近においては、1966年 の情報公開法 により、

政府出資の研究成果はすべて公開することになっ

966年FreedomofInformationAct

980年Stevenson-WlderAct

1980年Bayh・DoleAct

1986年FederalTechnologyTr加s允rAct

1989年NationalCompetitivenessTechnologyAct

1991年DefenseAuthorizationAct

1991年AmericanTechnOlogyPreeminenceAct

1992年Sm・llB・ ・inessTech・d・gyT… 、ferA、t

1995年ElectronieFreedomofInformationAct

図3研 究開発の実用化を促進する法令

一53一



'
ト ∠ 建

て い たが 、情 報 公 開 は そ の 後 さ ら に徹 底 され 、

1995年 の電子 情報 公開法(ElectronicFreedomof

InfomationAct)で は、 インター ネ ッ トの ような

高 速 な手段 を用い た情報 公 開が 政府省 庁等 に義務

付 け られ た。 これ に よ り煩雑 にな りが ちだ った手

続 き等 を一切 省 き、 誰 もが迅 速 に情 報 にア クセス

で きるよ うにな った。 これ らの法 律の意 義 は、デ

モ クラシーの 向上 と ともに、 各省 庁が持 ってい る

情 報 を最 大 限 に ビジネス ・研究 ・教育 に活 用で き

るよ うに し、競争 の活発 化 を促 す意 図 を持 ってい

る。

技 術 移 転 そ の も の に つ い て は 、1980年 の

Stevenson-WylderActに よ り、大学や政府研 究機関

の民 間へ の技 術 移転 が ミッシ ョ ンとな り、 また、

Bayh-DoleActに よ り、 政府 出資研究成 果の知 的所

有権 を非営 利 の大学 や政府研 究機 関 に与 えるこ と

とし、商業価値 の高 い研究 を追 及す る インセ ンテ

ィブが与 え られ た。 さ らに大学側 は、 ライセ ンス

や ロイヤ リテ ィか らの収入 を教授 陣 と一部 分け合

(b)

うこ とが で きる よ うにな り、研 究者個 人 も最大3分

の1の ロ イヤ リテ ィを得 ることが可能 とな り、研究

者 に強 い イ ンセ ンテ ィブが与 え られ た。 以下 にそ

の具体 的 な仕 組み について示す。

2.2米 国の研究開発の仕組み

米国の研究開発から実用化への仕組みの全体像

は、図4の とお りである。

(1)政 府による研究開発 プロジェク トの委託

研究開発案件 を政府がプロジェク トとして研究

機関に委託するに当たっては、委託先 として大学、

国立研究所 に加えて、米国の場合、産業界に委託

す る割合が高 くなっている。委託先 を決定する要

因 としては、各省庁の使命 ・目的 とい うものが大

きく関わっている。

例 えば科学の発展を使命 とするNSFは 、学問的

に純粋な基礎研究に集中し、大学にほぼ全額を支

出す るし、軍事技術を重要な目的 とするDARPAで

は、国防上軍事産業を育 ててお く必要から、産業

(a)

Industry

Industry

Benefitsto

thePublicGovemmellt

●

)

Academia

Spin-Of烏(c)

(d)

(e)

↑

●
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FederalLa1)s
(f)

司

▲↑

灘
.
パ
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パ
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二㌘ ・;ぷ 蒜 蕊 ござ ゼ ー ・ 、ゴ

。、.・ぷ.懸 蕊 ㌫ ・

(a)政 府による研究開発プロジェク トの委託

(b)産 業界における委託研究

(c)大 学 ・国立研究所における委託研究

(d)大 学 ・国立研究所における研究開発の実用化

(e)ス ピンオフ

(f)社 会ニーズのブイー ドバック

図4研 究開発から実用化までの流れ
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への支出が大半を占める。

米国政府研究開発支出の配分

産業界

国立研究所

大学

その他

45%

34%

17%

4%

(2)産 業界へ の委託研究

産業 界へ の研 究 開発支 出 は米 国で は盛 んに行 わ

れてお り、その重要度は支出額 か らして も大 きい。

① 産業 界へ の委託 プロ グラム

DARPAとNASAは 、政府 の介入度 合 いの少 ない

ア プローチ を取 るこ とが多 い。 その前提 として い

るの は、受託 企業が研 究結果 を商 業化 で きるな ら

ば、研究 開発 自体 も自 ら管理 推進 で きる はず だ と

の考 え方 で ある。 しか し同時 に、受 託 企業が 政府

支 出 プ ロジェ ク トに真剣 に取 り組 む こ とを確実 に

す るため に、受託企 業 とコス トの共同 負担 を要求

す る場合が 多い。

・TRP(TechnologyReinvestmentProgram)

軍事 と民 生の両 方 に使 え る技術 の 開発 を推 進

す るプ ログ ラムであ り、産業界 か らの共 同支出

の方式 を採 用 している。

・ATP(AdvancedTechnologyProgram)

技術 の商 業化 に非常 に重 点 を置い た プログ ラ

ムで あ る。 特 に開発 リス クが 高 く民 間だけ では

投 資 され に くいが 、国 の経済 の活性 化 に大 き く

貢 献す る可 能性 の あ る民 生技術 の 開発案 件 に し

ての み支 出が 行 わ れ る。 プ ロ ジ ェ ク トの提 案 、

研究の実行管理 は企業が行 う。企業が研究 開発

コス トの半 分以 上 を支出 す る。 プロ ジェ ク トの

選択 は、学 界 と政府 の専 門家 の ピア ・レビュー

に よ り行 なわれ 、国 の経 済へ の貢献 度 の大 きさ

が重 視 され る。 これ まで もATPを 通 じた出資額

は大 き く増 えて きて いる。

JIPDECREPORT

・SBIR(SmallBusinessInnovationResearchProgram)

ベ ンチ ャー 企業 の振 興 のた め に、産 業界 に振

り向 け られる政府 の研 究 開発資 金の うち1.25%を

割 り当 て られ る。 資 金援助 はベ ンチ ャー企業 が

技 術 ・商 品 を開発 す るの に合 わせ 、段 階 ご とに

行 わ れ る。 シー ド段 階で少 額 の資金 を受 け、 基

礎 の部 分 の 開発 に成功 す る と、次の 商品 開発段

階で は よ り多 額 の資 金が受 け られ る。商 品開発

も成功 す る と、次 は市 場化段 階 だが 、そ れ には

民 間資金 を自ら調達 しな くては な らない。逆 に、

市 場化段 階で の民 間資 金が すで に確 保 されて い

る場 合、 商 品開発段 階の政 府資金 は自動的 に受

け られる。

・STTR(SmallBusinessTechnologyTransferResearch

Program)

SBIRと 基本 的 に同 じ目的 であるが、 その研 究

開発が ベ ンチ ャー企業 と大学 お よび国立研究 所

の協 同で行 われる。

② 産業 界への委託か らの社 会還元

まず 、出資元 へ の研 究 成果 の報告 とその情報 の

公 開が行 われ る。次 に、最 も重 要視 され ている面

と して は、研 究成果 を実 用化す るこ とに よ り、国

民 の生 活水準 向上 に寄与 す るこ とがあ る。す なわ

ち、研 究 を行 った企業 はそれ を元 に商品 を開繁 し、

商 業化 す る こ とで社 会還元 す るこ とが期待 されて

いる。

③ 知的所有権 の扱 い

知的所 有権 の所 属 は契約 に よ り企業 で あ った り
ま

政府であった りする。例えば、企業側が相当の研

究 コス トを共同支出 した場合等、契約交渉により

企業側に所有権が所属することはあ り得る。政府

支出100%の 場合は、大学や非営利団体の運営する

研究所 には知的所有権が認め られるが、営利団体

には法律で認められないことになっている。いず

れの場合 も、政府は無料の非独 占技術使用 ライセ

ンスを受け、他の研究への転用等ができる。

(3)大 学 ・国立研究所における委託研究
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大学お よび国立研究所での研究開発はもちろん

IT研 究の根幹を成すが、その運営 において、研究

者の意欲 を高めるための経済的なインセ ンティブ

が仕組みとして組み込 まれている。例えば、研究

開発のプロジェク トを受託す ることにインセ ンテ

ィブが働 くことが挙げられる。多 くの大学では教

授 らの給料は夏休み期間を除 く9か月分 しか支給さ

れず、残 りの3か 月間分は自ら確保 した受託研究の

予算の中から給料 を捻出 しな くてはならない。

1980年 のBayh-DoleActに より、政府出資プロジ

ェク トの成果について大学 ・国立研究所が知的所

有権 を持つ ことが可能 となったが、それ とともに

研究者個人への金銭の分配 も法的 に定め られた。

これについては、(4)で述べ る実用化にも大きな影

響を及ぼしている。

(4)大 学 ・国立研究所における研究開発の実用化

研究開発成果の商業化 ・実用化 について、その

ための産業への技術移転には、法的な知的所有権

の設定 を初め とするインセンティブ ・市場原理が

導入 されている。1980年 のBayh-DoleActに よって

政府支出研究成果 の知的所有権 は、非営利 の大

学 ・研究所 に属することとな り、大学 ・研究所で

はそれをマーケティング ・ライセンスすることで、

相当の収入が入 ってくることとなった。 これに基

づ き、大学 ・研究所では、技術移転事務所や技術

ライセンス事務所 を作 り、積極的な実用化活動を

行うようになってきた。.

産業への研究成果の移転 ・商業化が大学 ・研究

所 にとって も利益があることが分かって くると、

今度 はその移転先の企業 を大学 ・研究所での研究

開発活動 に近付けること、すなわち産学連携の努

'『ピ ～二烈 ,冷..… ㌧〉"べ.i':;.';」こ4這':穣鐙.・繊☆'∵ぐ`

力 が な され て きた。産業側 に とって も技術 移転 は

利益 の ある こ とで あ り、MITやStanford大 学等 の先

行校 に加 えて 、 ここ数 年方 々の大 学 でその動 きが

非常 に活発化 して きている。

(5)ス ピ ンオフ

大学 ・研 究所 か らの技 術 を商業化 す るス ピ ンオ

フは、既存 の産 業 に技術 をラ イセ ンスす るこ と と

対 をなす選 択肢 の一 つ となっ ている。研 究成 果が

出 て も、大学 の ラ イセ ンス事 務所 で は例 えば特許

化 の価値 が ない とか、商業 化性 が低 い と判 断 され

る技 術 の数 は多 い。そ の 中で 、研 究 者個 人 として

はそ の商業 化性 を信 じ、 自 ら技 術 の ライセ ンス を

大 学 か ら受 け て企業 を起 こすのが ス ピ ンオフの典

型的形態で ある。

大 学 と しては 、その技術 移転 にお け る重 要性 を

認識 し、最近 は ス ピンオ フを組 織的 に支援 す る体

制 を取 りつ つあ る ところ も多 い。例 えば教授 に対

しては2年 間の休職を認め、その間に会社を立ち上

げ、復職時 にも問題がないようにしている。また、

大学での研究成果の知的所有権 を大学が持つのは

同様だが、それをライセ ンスする ときの対価 につ

いて、一部株による支払いを認めることも行って

いる。 また、より積極的 には、ス ピンオフのベ ン

チャー企業の育成 を大学内で行 うため、大学でベ

ンチャーキャピタル的資金を持つ構想 もある。

(6)社 会ニーズのブイー ドバック

ATP等 に見 られる政府出資プログラムは、 より

産業か らの共同出資 を条件 とする方向に動いて き

ている。これは産学連携や商業化重視の方向性 を

大学 ・研究所 に対 して強力 に推 し進める原動力 と

なっている。
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日本電子工学院教員 イ山皮 囎囲

情報社 会 にお ける教育 はどうあるべ きか。

古来、 「教 育」 は、上 か らの指導 と啓蒙 による一

方 通 行 的 「調教 」 の意 味合 い で語 られ る こ とが 、

多 か った。 知識 を、 よ り多 く、 よ り深 くもつ者 の

み が 、その 筋の 良 き師 として崇 め られ、重宝 が ら

れ も した。学 ぶ者 もまた、豊か な 「知」 の所 有者

に対 して は畏敬 の 念 を もって、 うや うや しい態度

を もって接 す るこ とを礼儀 と した。 これはな に も、

儒教 モ ラル に よって打 ち立 て られ た アジア的教 育

ス タイル だけにあては まる もので はない。 「知 は力

な り」 と喝破 した フランシス ・ベ ー コ ンの格言 を

引 くまで もな く、近代 ヨー ロッパ の合理精 神 もま

た啓 蒙思 想 の広 が りをもって知識偏 重 イデ オロギ

ー を大い なる時代精神 とした
。

さて、 今 日、情報 が私た ちの耳 目 をシャ ワーの

よ うに襲 って止 むこ とを しらない。次か ら次へ と、

視覚 ・聴覚 はめ ま ぐる しく 「情 報」 の流 れ に翻弄

されつ づ け 、心 のや す ら ぐ時 が ない かの よ うに、

私 た ち は洪 水 に押 し流 され て い る。 情報 遊 牧 民

(ノマ ド)と い う ような言葉 まで生 まれた。

この よ うな情 報 のあ ふ れ る時 代 に、 は た して

「教育」 は旧来 の管理的発想 に よる、いわゆ る、 ト

ップダ ウン式 発想 で一般 大衆 の関心 を呼 び続 け る

こ とが で きるのだ ろうか。

マ ルチ メデ ィアや イ ンター ネ ッ トの創 り出す イ

ンタラ クテ ィブ(双 方 向)コ ミュニケー ションは、

そ もそ も、従来 の垣根 を打 ち破 り、学際 と しての

ボー ダ レス化 をはか らん とした極 めて個 人的(パ

ー ソナ ル)レ ベ ルで の情報 の提 供 の機 会の拡大 化

現象 にほかな らない。 そ して、 その拡大 化 は、 と

りわけ教育 の現場 におい て、 トップ ダウ ンで は な

くして、 ボ トムア ップ効 果 を呼 び起 こす もの でな

け れば な らない のだが ……。 は た して 、現 実 は ど

うなのだろ うか?

絶対的価値観 によ らず 、「世 間」 や 「間柄」 に よ

って 人間関係 を律せ られてい る 日本 人。双 方向 の

対 話(イ ンタラクテ ィブ コ ミュニ ケー シ ョン)な

ど、所 詮、井 戸端 会議 や村社 会の寄 り合 い ・村八

分等 々の 島国根性 に粉砕 され、 「和」 を もって尊 し

となす 集団主 義 にひ とた ま りもな く、「個 人主義」

は 自閉す る運命 にあるのだ ろうか。 しか し、「情報

社 会」 のパ ワーエ ネルギ ーは、 エ ン トロ ピーの増

大 化傾 向 を帯 びて文 化社 会 をパ ー ソナ ル(個 人)

化 させ る方向へ とシフ ト移動 してい る。

「情報社 会」 とは、す なわ ち、 この ようなパ ラ

ダイムチ ェ ンジが進行 してい る現代 社会 の揺 らぎ

の構造 その ものである。

ところが、「教育」 は、 この 「揺 らぎ」 をまっ と

う に受 け とめ られ な い ため に学歴 偏 重 ・学 閥主

義 ・点数序列 主義 、果 ては 「い じめ」 「不登校」 ま

で起 こ し、 伝統 社 会 の悪 しき習慣 を受 け継 いで 、

自己表 現 として の 「個性」 を歪 ん だ もの に抑圧化

して恥 じない段 階 にあ る。教 師歴20数 年 の我が体

験 を通 して痛感 す るの は、 この数 年来 の いわゆ る

「情報社 会」 と言 われる今 日におい てい っそ う、 そ

れ以前 の時代 に もま して 「自閉」 す る 「学生」 が

目立 つ よ うに な っ た とい う こ とで あ る。 周 囲 の

「他者」 と 「コ ミュニ ケー シゴン」 が とれず、石の

よ うに じっ と座 って言葉 を発 しよ うと も しない学

生 を多 く見 か け る よ うに な っ て、 視 聴 覚 支 配 の

「情報社 会」の問題点 を考 え させ られる毎 日であ る。

「インタラクテ ィブ コ ミュニ ケー ション」 どころで

はないのである。

ひたす ら受 け身 に なって 「テ レビ画像」 を見 る

一57一



よ うに見つ め る学生 の 目。そ して 「知 」の貯 蓄量

の多 さにふ んぞ りか えった教 師が、威圧的 に 「知」

をふ りか ざ し、 トップ ダ ウンの官僚 的 ス タイルで

「教 えてやる」 とばか りに居丈高 になる と き、教育

は、 間違 い な く、学 ぶ者 の発 想 を押 しつぶす仕 儀

となる。

自分 の隠れ てい る力 を引 き出す。 …… まず教 師

自身が 「教育」 され なければ な らない 、 自分 自身

に、学 生 に。 そ う して始 めて 「教 師」 は 「学 生」

の隠れ てい る 「本質」 を引 き出す作 業 のサ ポー タ

ー となれ るはずだ。

と りわけ、教育 現場 にお いて、 ヒューマ ンイ ン

ター フ ェー スが試 され よ うと してい る事 態 に私 た

ちは直面 している。

電 子 メデ ィアの ヴ ァーチ ャル感 覚。 人工 知能 に

よる リア リテ ィをめ ぐって様 々 な コ ミュニケ ー シ

ョンの問題 が取 りざた され てい る今 日。教育 的 イ

ンタラ クテ ィブ コ ミュニ ケー シ ョ ンが、無 意識裡

に陥 って いる障害 を教 師 ・学生 が互 い の 自己 自身

の課題 と して乗 り越 えなけれ ば、 「情報社 会」 とい

う 「揺 ら ぎ」 の パ ラダイムチ ェ ン ジは、 混沌 とし

た様相 を呈 して、 しば ら く漂 流す る しかな いだ ろ

う。

マ ッサ ー ジ として の メデ ィア を客観祝 す る批 判

精神 こそが教育 の重要課題で ある。

パ登
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JIPDECだ よ り一
総務部

平成8年6月28日(金)に 平成8年 度第1回 理事会

が開催 され、次の議案が審議 ・承認 されました。

・平成7年 度事業報告書について

・平成7年 度収支計算書、正味財産増減計算書、貸

借対照表および財産目録について

・平成8年 度補助金の受入れおよびこれに伴 う補助

事業の実施について

企画室
平成8年 度 第1回 賛助 会員研 究会 を次 の とお り開

催 しま した。

① 日時:平 成8年5月27日(月)14:00～17:00

②場所:機 械振 興会館 地下2階 ホール

③ テーマお よび講師:

・電子財 布 システムの動 向一 モ ンデ ックス ・ス キ

ーム を中心 に

山下 廣 太郎(株)日 立製作所 新金融 シス テム

推進本 部部長

・電子決 済 における法制度面 の課題 につい て

木下 信 行(財)金 融情 報 システ ムセ ンター総

務部長

④ 参加者:179名

情報セキュリティ対策室
1.セ キ ュリテ ィ対策 に関す る研 究

(1)ハ ッカー ・コンピュー タウイルス対策 のあ り方

ハ ッキ ングお よび ウイル ス投 与等 の不正 ア クセ

ス行為の増加 が見込 まれ る との現状認 識か ら、「ハ

ッカー ・コンピュータウイルス等対策検討委員会」

(委員長:渥 美東洋 中央大学教授)を 設けて、対応

策を検討 して きました。検討に当たっては、情報

セキュ リテ ィ環境を保全するための行政活動、お

よび保全活動に反する行為への罰則規定等の行政

法的措置のあ り方について、総合的に検討を行 っ

てきました。

情報セキュリテ ィ環境 を保全す るための行政活

動 については、企業等 による自主的セキュリティ

活動 を前提 とした促進支援、公共性の高い情報 シ

ステムへの公的セキュリティ支援の2つ を柱 とした

方策について提言 しました。

自主的セキュリテ ィ活動は、基準の策定 と普及

活動の従来からの公的サポー トを一段 と強化する

方策 を取 りまとめる とともに、システム監査実施

の義務化の可能性 についても言及 しました。

公的セキュリティ支援は、企業の 自主性を考慮

しつつ、セキュ リティが阻害された場合に国民生

活等に多大な影響を及ぼす公共的なシステムにつ

いては、第三者機関によるセキュリテ ィ評価制度

の導入の必要性を示す とともに、そのあ り方を検

討 しました。

(2)プ ライバシー保護対策のあ り方

個人の情報に係 るプライバシーの侵害事例が情

報化の進展 に伴 って増加 している状況から、プラ

イバシー保護 に係 る法律 の整備等の動 きが世界的

に活発化 してい ます。中でも、EU委 員会において

平成7年7月 に採択 された 「個 人データの処理およ

び移動 に係 る個人の保護に関する理事会指令」(い

わゆるEU指 令)は 、個人情報保護 を一段 と強化 し

た内容 となっています。 ・
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この ような状況に対応するため、わが国の民 間

部門における個人情報の保護に係る施策 について、

通商産業省の検討を支援 しています。

具体的な内容は、現在通商産業省 において制定

している民間部 門を対象 とした個人情報保護 ガイ

ドラインをEU指 令の レベルにまで高め、これに準

拠 した保護措置を講 じている民間事業者を公的に

認知する 「マーク付与」 を行 う制度を検討 してい

ます。 この制度は、広 く民間事業者の意見 を反映

した上で、平成8年 末の施行を目指 しています。

2.シ ステム監査の促進

前号でお知 らせ したとお り、昭和60年1月 の制定

以来11年 ぶ りに 「システム監査基準」 を改定 し、

平成8年1月31日 に通商産業省 より公表 されました。

情報セキュリテ ィ対策室では改訂作業 に引 き続

き、本基準を広 く普及 させる観点か ら作成 してい

る 「システム監査基準解説書」の改訂作業 を 「シ

ステム監査推進委員会(委 員長:鳥 居壮行 駿河台

大学教授)」 において進め、平成8年7月 に出版 しま

した。 また、普及啓発書 として出版 している 「シ

ステム監査実施の手引 き」、「システム監査Q&A

110」 についても、改訂作業を進める予定です。

さらに、本年度はシステム監査の実態を把握 し、

促進策の一助 とするたbe)、約5,000社 の企業等 に対

してアンケー ト調査を実施 します。

3.認 証実用化実験協議会の運営

同協議会は、現在50数 社の参加を得てい ます。

発足以来、主 に技術的な側面から電子的取引 に不

可欠な本人認証技術、暗号方式について研究 を進

めてきました。

本人認証技術 としては、公開鍵の登録 ・管理お

よび暗号 メ・・…ルを実現するソフ トウェア(FJPEM)

をWindowsマ シンとMacintoshマ シン用に移植 し、

会員への利用 に供 しました。 また、暗号方式 につ

いても、国際的に通用する暗号方式の開発を目指

して、技術動向の調査結果を踏 まえつつ検討を進

めてきました。

なお、 これ らの研究成果 については、研究発表

会 を開催 して会員に報告す ることがで きました。

ソフ トウェアについては、研究成果 とともに情報

提供サーバを通 じて会員を対象に配布 しています。

調査部
1.情 報化 指標の作 成 に関す る調査研究

平成7年 度 の 「情報化指標 に関す る調査研 究」事

業で は、「ビジネスマ ンの情報化環境調査 」 と題 し

て個 人 に焦 点 をあてた情報 化 の実態 を調査 しま し

た。以下 その概 要 を報告 します。

本調 査 は、企 業の支援 を受 けた ビジネスマ ン個

人が情 報機 器 によって得 られ る情 報化 環境 を、 ど

の ように業務 へ活用 してい るか を把握 す る 目的 で

実施 した ものです 。

調 査対 象 は当協 会の賛 助会 員 にご協 力 をお願 い

し、1団 体 あ た り5部 の ア ンケ ー ト調査 票 を主 に課

長 クラ スの任意 の個 人へ配付 して頂 きま した。平

成8年2月 中の調査 期 間 に290名(回 収率:29.0%)

の回答 を回収す るこ とがで きま した。

オフ ィスあ るい は家 庭 におい て、共用 も含 めて

利用 してい る情 報機器 の比 率 はデス ク トップパ ソ

コンが最 も高 く、74.8%(217回 答)と な りま した。

以下 、ポ■一…タプルパ ソコ ン(64.8%)、 フ ァクシ ミ

リ(61.4%)、 ワー プロ(51.4%)と い う順 です 。

また 、デ ス ク トップパ ソ コ ンに限定 して言 え ば、

会社支給 に加 えて 自費 で も購 入 してい る割 合 も高

く、36.4%が 両方 を使 ってい ると してい ます。 さ ら

に、利 用場所 については複 数回答のため、80.6%が

オフ ィス、57.1%が 家庭 とな りま した。

パ ソコ ン利用 の動機 は 「仕事 で使 わ ざる を得 な

くなった」が71.9%で 最 も高 くな り、.やや受 け身の

十



姿 勢 がみ られ ます。 しか し、情報機器 や システム

を どの よ うに業 務へ 取 り込 んで いる か とい うと
、

「文 書 ・グラフ等 の資 料 を 自分 で作成」 が66 .1%、

「情報 交換 を電子 メールで効率 的に実施」が55 .1%

な ど、基本 的 な利 用段 階 はほぼ ク リア してい る と

言 え ます。 また、その個 人的感想 としては、「ア ウ

トプ ッ トの 質 的価 値 を高 め る こ とが で きた」 と

「業務 処理時 間の短縮」 が73.6%の 同率 で トップ に

な りま した。

ネ ッ トワー クに関 して、会社支給 の ワー クステ

ー シ ョンの95 .0%、 デ スク トップパ ソコンの84 .2%

は何 らかの型 でネ ッ トワー ク化 されてい る こ とが

わか りました。 そのため、 この1年 で利 用度 が増加

した情報 の収 集手段 をみ る と、社 内情報 で は 「電

子 メール」が85.0%と 群 を抜 いてい ます。続 く 「電

子掲示板」 「ホームペー ジ」 と並 んで ネッ トワー ク

関連 の 手段 が急増 してい る こ とが わか りま した。

社 外情 報 で は 「イ ン ター ネ ッ トの ホー ムペ ー ジ」

が69.6%で トップ、次 いで 「電子 メーール」 とな って

い ます。

全体 的 にみて 、 ビジネスマ ンは情 報化 の動 きを

非常 に真剣 に受 け止 め てお り、 その情 報 リテ ラシ

ー は急速 に向上 している といえます
。

2.コ ンピュー タ ・トップセ ミナーの開催

政 府 各省 庁 の課長職 以上 を対象 に、情報 処理 に

関す る知識 を習得 し、 情 報化へ の理解 と認 識 を よ

り一層 深めていただ くため、夏 と冬の年2回 、(社)

日本 電子工 業振 興協 会 と共催 で標記 セ ミナー を開

催 します。 本年度第1回 セ ミナーは、平成8年8月28

日～30日 の 日程で行 う予定です。

3.情 報化 白書の編集 ・発行

1996年 版情報 化 白書 を6月14日 に(株)コ ンピュー

タ ・エ ー ジ社 か ら発 行 しま した。内容 の紹介 につ

い ては23ペ ージ をご覧下 さい。価格 は5,000円 です

が、 当協 会 の賛助 会員 に は割 引が あ ります 。購入

を 希 望 さ れ る 方 は 、(株)コ ン ピ ュ ー タ ・エ ー ジ 社

(TEL:03-5531-0070)ま で お 問 い 合 わ せ 下 さ い
。

4.講 演 ・セ ミナ ーの開催

通商 産業省 に よる シス テム監査 基準 の改 訂(平

成8年1月30日 公表)に 合 わせ、 システム監査基準

特 別講演 会 を同省の後援 によ り次 の とお り開催 し
、

関係 各方面 よ り多数 ご参加 いただ きました。

◆ システム監査基準特 別講演会(大 阪)◆

① 日時:平 成8年6月18日(火)、10:00～16:30

②場所:(財)大 阪 国際交 流セ ンター

③参加者:144名

④ プログラム:

・通商産業省の セキュ リテ ィ施策 と

システム監査基準 について

通商産業省 小森 聡

・一般基準

報告 基準

(財)日本情報処理開発協会

・実施基準(1)

コンサルタン ト

・実施基準(1)

コンサルタン ト

敦賀女子短期大学

・実施基準(皿)

敦賀女子短期大学

関本 貢

金沢 薫

金沢 薫

斎藤 隆

斎藤 隆

5.協 会成果物の配布 ・頒布

通商産業省によるシステム監査基準の改訂 に伴

い、改訂版 「シス テム監査基準 解説書」 を刊 行 し

ました。価格 は一般 が4,000円:会 員(当 協 会の賛

助 会員)が3,200円 です(税 込 み、送料 別)。 購 入 を

希 望 され る方 は、調査 部普 及振 興課 まで フ ァクシ

ミリまたは電子 メー ルにて お 申 し込 み 下 さい
。近

日中 に、請 求書 と共 に送 付 い た します 。(FAX:

03-3432-9389・E-mail:fukyu@jipdec .or.jp)
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6.日 独情報技術 フ ォー ラムの開催

平成8年4月30日 ～5月3日 に ドイツ連邦共和 国で、

第10回 目独 情 報技 術 フ ォー ラム を開催 しま した。

フォー ラムの 開催 に先立 ち、4月11日 に当フ ォー ラ

ムの推 進 委員 会 と発 表 者 等 の全体 会 合 を開催 し、

フォー ラムの プ ロ グラム等 の最 終確認 を行 い ま し

た。 なお 、詳 細 は35ペ ー ジの 「第10回 目独情 報技

術 フォー ラムの報告」 をご覧下 さい。

7.情 報化 に関す る海外 向け広報

わ が 国の情 報 化 の実 情 を海外 に広報 す る ため 、

英文 誌 「JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)」

を年4回 発 行 し、海外 の政府機 関、情報処 理関連企

業、在 日外 国大使館等 に送付 しています。平成7年

度 は、 第1号(No.102)と して 「移動体通信 とPHS

の イ ンパ ク ト」、 第2号(No.103)と して 「情報 セ

キ ュ リテ ィー 現 状 と将来一 」、 第3号(No .104)と

して 「カー ナ ビゲー シ ョン」、 第4号(No .105)と

して 「マ ルチ メデ ィアの現 状」 をと りま とめ、発

行 しました。平成8年 度 の各号で取 り上 げるテーマ

につ いて は、現在 、 海外 に紹介す るの にふ さわ し

い分野 を事務 局で検討 中です。

技術企画部
情報処理技術全般に関する研究開発政策の企画

支援、および先進的情報処理技術に関する普及啓

蒙を行 うことを目的 として、平成8年4月1日 付で技

術企画部 を新設 しました。同部は、技術課、研究

開発推進室、お よび分散情報処理推進室の一調二

室か ら構成 されています。各課 ・室の担当業務は

次のとお りです。なお、AI・ ファジィ振興センタ

ーお よび開発研究室は平成7年 度末をも
って廃止さ

れました。

1.技 術課

情報処理技術お よびその利用動向等の調査研究

とともに、国の情報技術研究開発政策 との緊密 な

連携のもとに、特定テーマについてのプロジェク

ト化等に関する調査研究等の支援 を行います。平

成8年 度は:「 ネッ トワークAI」 の技術体系 ・応用

分野の調査、「大規模知識ベース」における知識共

有化技術などの検討、「アプリケーションソフ トウ

ェアを統合的に扱 う環境モデル」の検討などを行

います。また、知的情報処理に関連する基礎理論
、

基礎技術や応用システムについての講演会の開催、

内外の研究開発動向を紹介する広報誌等の発行を

通 じ、先進的情報技術 に関する普及啓蒙活動 を行

います。

2.研 究開発推進室

産学官の研究開発交流、人材交流を促進 し、電

子情報 ・通信分野における研究開発資源の より一

層の有効活用を図るため、研究開発情報 インフラ

の役割を果たすWWWサ ーバを開発 します。この

WWWサ ーバは、産学官の様 々な分野 における研

究者が インターネッ トを介 してオープンに参加 ・

交流 し、電子情報 ・通信技術 に関する情報 を収

集 ・提供 したり、意見交換などを行 った りする場

(コ ミュニティ)と なるほか、膨大な研究開発情報

の中から必要な研究情報 を探 し出すための、使い

やすいクリアリング機能を果たす ものと考え られ

ます。

3.分 散情報処理推進室

国の分散情報処理 に関する研究開発 プロジェク

トの支援 を行います。当面 は次世代電子図書館 シ

ステムの研究開発事業 を推進 します。 このプロジ

ェク トでは、電子図書館 という具体的なアプリケ

ーションを想定 しつつ
、次世代の情報処理社会の

システム基盤 として、汎用的に利用可能な大規模

分散情報処理技術(多 種大量情報の蓄積 ・管理技

術、高度検索利用技術、広域分散環境技術等)を

平成11年 度までの4年 間で研究開発する予定です。
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産業情報化推進センター

産業情報化推進セ ンターでは、産業界における

情報化の健全な発展 と普及啓蒙を図るため、各業

界 との連携 を図 りつつ、各種の課題に取 り組 んで

います。現在の活動状況は次のとおりです。

1.ビ ジネスプロ トコルに関する検討

(1)EDIの 標準化 に関する開発研究

EDIを 経済社会の イ ンフラス トラクチ ャ と して整

備 す るには、 ビジ ネス プロ トコル等 の標準 化が必

須 の要素 です。 このため、これ までEDIの コ ンセプ

トの確 立 を図 りつ つ、主 と して製 造業 界 を対 象 に

行 って きた標準 ビジ ネスプ ロ トコル等 の開発研 究

を踏 まえ、 その本格 的実用化 と産 業界へ の広範 な

普 及 を目標 とした作業 を行い ます。

平 成8年 度 もビジネス プロ トコルの3大 要素 であ

る 、 シ ンタ ックス ・ルール 、標準 メ ッセ ー ジお よ

び デー タコー ドのそ れぞれ につい て、 また、 メ ッ

セ ー ジを送 受信す る際 に必要 となるネ ッ トワー ク

サ ー ビスの さ らな る充実 につ いて、ユ ーザ業 界 の

実 態 に基づ く、標準 仕様 の確 立 と本格 的実用 化 の

ための事 業 を行ない ます。

2.ユ ーザシステムの高度化に関する検討

(1)EDI向 け 「情報通信手順」の研究

EDIを 実現する情報通信手順 としてどのようなも

のが適するかユーザ とともに現状を調査 し、メー

カを交 えて業界および業際の標準 として推奨で き

る仕様 を研究する予定です。

また、平成7年 度に開発を完了 した 「F手順」の

ドキュメン ト管理を平成8年 度から継続 して行いま

す。

(2)二 次元 コー ドの標準化に関する研究

通信ネットワーク上のEDIと 並行 して、実際に生

じる物流を情報 と一体化 させるための 「二次元バ

ーコー ド」の標準化動向 について
、ユーザ環境 を

中心 に研究を行う予定です。

3.産 業 界の システム化 および それ に係 る制度問

題 の調 査研 究

(1)電 子取引 の法的 問題 に関する調査研究

当セ ンターでは平成7年 度 までの8年 間で、EDIの

法的 、制度 的側 面 か らの調 査研 究 を行 い、 その成

果 と して、平成7年 度 は 「デ ー タ交換協定書(参 考

試 案)」 を取 りま とめ ま した(45ペ ー ジ を参 照)。

これ まで は、EDIに 関 して とい うこ とか ら、特定 企

業 間の取 引 を中心 に検討 して きました。

一 方
、最近 では イ ンター ネッ トに注 目が集 ま り、

ネ ッ トワー クを利 用 した電子 的 な取 引 に対 す る関

心 は、EC(電 子商取 引)へ と範囲が広が り、特定

企業 間 の ものに とどま らな くな って きま した。 こ

の ような状 況 に鑑 み、平 成8年 度 か らは従来の成 果

を フ ォロー ア ップ しつつ、 よ り広 い範囲 で電子取

引 の法 的問題 を検討す るこ とに しています。

4.EDIの 普及促進

わが国におけるEDIの 普及 ・啓蒙、業種横断的な

共通課題の検討、および関係者の情報交換の場 と

して、52(平 成8年6月 現在)の 業界団体および関

係4省 庁(オ ブザーバ)で 組織する 「EDI推進協議

会」の事務局を担当 しています。平成8年 度も各種

活動の支援を行います。

5.ECの 普及促 進

1995年 度 よ り3年 間の予定 で情報処理振興事 業協

会(IPA)が 実施 してい る 「エ レク トロニ ック ・コ

マ ーース推 進事業 」 の下で20程 度 のテ ス トベ ッ ド ・

プロ ジェ ク トが 実施 され て い ます。 この テ ス トベ

ッ ド間の調 整等 を行 う組織 と して 「電 子商取 引実

証推 進協 議会(ECOM)」 が あ り、当 セ ンターで は、

当協 議 会 の事 務 局 を担 当す るな ど、支援 の ための

活動 を行 ってい ます(電 子 商取 引実証推 進協 議 会

の項 を参照)。
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6.OSIオ ブジェク トの登録

当セ ンターで は、通商 産業省 告示第502号 に基づ

き、OSIに 係 る組織お よび国内標 準の登録(オ ブジ

ェ ク ト登録)を 平 成3年3月1日 よ り日本工業 調査会

よ り移管 を受 けて正式 な登録機 関 として行 って い

ます 。平 成8年6月 現在 で登録 されてい るオ ブジ ェ

ク トの数 は、組織が81、 国内標準が63で す。

また、次 の組織が 登録抹消 しま したので ご連絡

します。

組織登録番号 オブジェクト識別子構成要素値

(株)すかいら一く100026200026

7.普 及 ・広報

(1)産 業情報化 シンポジウムの開催

わが国産業界の情報化を積極的かつ円滑に推進

するため、業界団体および企業の経営者 ・実務家

を対象に、各種研究成果および先進的業界事例の

紹介等 をテーマとする産業情報化 シンポジウムを

開催 します。

(2)広 報誌 「産業 と情報」の発行

わが国産業界の情報化動向を広 く各方面に周知

するため、「産業 と情報」を発行 し、会員等へ配布

します。

〈電子商取引実証推進協議会〉

1.平 成7年 度■業報告.

平成7年 度は、平成8年 度の本格的活動の準備期

間として、設立総会、事務所 開設、 ワーキンググ

ループ立ち上げ準備等を中心に活動を行いました。

1.1設 立総会/平 成7年 度第1回 理事会の開催

平成8年1月24日(水)に 東京會舘において、当

協議会の設立総会お よび平成7年 度第1回 理事会を

開催 しました。設立総会では、堤通商産業事務次

官のご挨拶の後、会則が議決 され、理事 ・監事23

名が選任 されました。引き続 き行われた平成7年 度

第1回 理事会では、会長に井川 博(財)日本情報処

理開発協会会長が選任 され、平成7年 度事業計画お

よび収支予算、諸規程、事務所設置 について議決

されるとともに、協議会運営 に関わる基本的事項

を決定する運営委員会の委員が選任 されました。

1.2事 務所開設

平成8年3月21日(木)に 、当協議 会 の事 務所 が

臨海副 都心 の タイム24ビ ル10階 にオープ ン しま し

た。

東 京 都 江 東 区 青 海2-45

タ イ ム24ビ ル10階

TELO3-5531-0061

FAX:03-5531-0068

1.3普 及広報活動

協 議 会 の会報誌 として 「ECOMか わ ら版」 を作

成 し、 配布 しま した。 また、会員サ ー ビスの一環

と して 第1回ECOMセ ミナー を次 の とお り開催 しま

した。

◆ 第1回ECOMセ ミナ…一◆

① 日時:平 成8年3月12日(火)、10:00--15:00

② 場所:機 械振興会館 地下2階 ホール

③参加者:195名

④ プログラム:

・挨拶 通商産業省 伊原 智人

・仮想展示会 を中心 としたECの 大規模実証実験

エ ヌ ・テ イ ・テ イ ・デー タ通信(株)

・仮想社 会実験 プロジェク ト(サ イバー都市構想)

(株)ハ イコム

・EC用 非接 触型ICカ ー ドの実証実験

(財)ニ ューメデ ィア開発協 会

・CCP(カ ー ドレス ・カー ドシステ ム ・プ ラ ッ ト

フ ォーム)開 発実験

(株)野 村総合研 究所

・スマー トコマース ・ジャパ ン'(株)東 芝

唯 一
吟
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2.平 成8年 度事業計画

2.1ワ ーキ ンググル ープの活動

協 議 会 に設置 され た12の ワー キ ンググルー プ に

よって 、EC実 現 のための共通 課題 の調査 ・研 究等

が行 われ ます。 また、 ガイ ドライ ン、プ ロ トコル、

約 款等 につい て も平成8年 度 中にプロ トタイ プを作

成 す る こ とを 目標 として い ます。 また、 ワー キ ン

グ グルー プの成果 は、 随時情報 提供サ ーバ ー等 を

通 じて広 く情 報 を開示 してい きます。12の ワー キ

ンググループの名称 は次 の とお りです。

・モ ール構築技術検討WG

・商品属性情報標準化検討WG

・複合 コ ンテ ンツ対応 技術(エ ージ
ェ ン ト機 能)

検討WG

・コンテ ンツプロバ イダL/MALL間 ビジネス プ

ロ トコル検討WG

・共通 セ キュリテ ィ関連技術検討WG

・本 人認証技術WG

・ICカ ー ドWG

・認証局検討WG

・国際取引WG

・プラ イバ シー問題検討WG

・電子商取 引決済 関連制度問題検討WG

・国際連携WG

2.2プ ロジ ェク ト連絡調整委員会の活動

実 証実験 プ ロジェ ク ト等 電子商取 引 に係 る19の

プロ ジェ ク ト相 互 の情 報交換 お よび ワー キ ンググ

ルー プ とプ ロジェ ク ト間の連携 を図 る場 と して機

能 す る委 員 会です 。 これ によって、 プロ ジェ ク ト

とワーキ ンググループの成 果 ・評価等が共有 され、

EC実 現 のた めの共通基盤(プ ラ ッ トフォ・一ーーーム)の

形成 が期待 され ます。

2.3普 及広報活動

(1)ECOMか わら版/機 関紙の発行

協議会の活動成果等を紹介する機関紙 を年間2～

4回 作成 します。 また、会員向 けニ ュー ズ レター と

して 「ECOMか わ ら版 」 を平 成7年 度 に引 き続 き適

宜作成 し、会員へ配布 します。

(2)ECOMセ ミナー/シ ンポジ ウムの開催

協議 会 会員 向 けのセ ミナ ー と して 「ECOMセ ミ

ナー」 を月1回 ペ ースで開催 します。 また、電子商

取 引 に関 して広 く一般 に普及啓 蒙 す るため、一般

を対 象 に した(国 際)シ ンポ ジ ウム等 を実施す る

予定 で す。 なお、 第2回 お よび第3回 のECOMセ ミ

ナーは、次の とお り実施 しました。

◆ 第2回ECOMセ ミナー◆

① 日時:平 成8年5月23日(木)14:00～17:00

② 場所:タ イム24ビ ル2階 セ ミナールーム

③ 参加者:93名

④ プロ グラム:

・あい さつ 通商産業省 伊原 智 人

・多 目的ICカ ー ドに よる利便性 の高 いシ ョッピ ン

グシステ ム

沖電気工業(株)

・エ レク トロニ ック ・マーケ ッ ト ・プ レイス

日本 アイ ・ピー ・エ ム(株)

・メデ ィアポー ト名古屋

名鉄 コンピュー タサー ビス(株)

・会話型 マルチメディア情報(MHEG)相 互交換実験

NTrソ フ トウェア(株)

◆ 第3回ECOMセ ミナー◆

① 日時:平 成8年6月17日(月)1(X∞ ～16:00

② 場所:タ イム24ビ ル2階 セ ミナー ルーム

③参加者:104名

④ プログラム:

・あい さつ'通 商 産業省

・電子商取引 の環境 整備 につい て一 「中間報告書』

を中心 として一

東 京大学 内田 貴

・SmartCollarClub電 子 商取 引実証実験

(株)三 菱総合研究所

・サ イバ ースペ …一ス上で のECを 利 用 した商施設 プ

十
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ロデ ュースの実験

エ ヌ ・テ ィ ・テ ィ ・デー タ通信(株)

・EC実 験 におけ る複合 コ ンテ ンツサ ービス開発 ・

提供

ぴあ(株)

・バ ーチ ャルシテ ィ構想

日本電気(株)/(株)日 本総 合研 究所

2.4WWWサ ーバ による情報提供

協 議会 の成果 お よび電子 商取引 に関す る情 報 を多

くの方 に知 って い ただ くた め に、協 議 会 独 自の

WWWサ ーバ を構 築 ・運営 してい きます 。主 な コ

ンテ ンツ としては、次 の もの を予定 してい ます。

・What,snew

・MITIのEC関 連政策資料等

・ECOM協 議 会につ いて

・プロジェク トの紹介

・活動 スケジュール

・WGの 紹介

・協議会の成果物

・ECOMか わ ら版

・EC関 連 ブ リ■一口ソフ トの紹介

・協議会 メンバのペー ジ

・関連サーバへの リ ンク

中央情報教育研究所
中央情報教育研究所では、高度情報処理技術者

の育成に資するため、次の研修事業、調査研究事

業、お よび普及啓蒙事業を実施 しています。

1.平 成7年 度事業報告

1.1研 修事業

(1)情 報処理技術インス トラクタ研修

主 として情報処理専門学校や企業の情報処理教

育担当者を対象に、第二種共通カリキュラムや シ

ステムア ドミニス トレータカリキュラムに準拠 し

た教 え方等 の修得 を目的 と して、平 成7年 度 は次 の

研修 を実施 しました。

・システ ムア ドミニ ス トレー タ育 成 の指 導 ポ イ ン

ト(5回 、 うち1回 は大阪 開催)

・第二種 共通 カ リキュ ラムの指導 ポイ ン ト(3回)

・システム開発の基礎(2回 、うち1回 は仙台 開催)

・C言 語 プ ロ グラ ミング入 門 とその指 導 ポ イ ン ト

(2回)

・表現技 法 とその指導 ポイ ン ト(3回)

・内部 設計 の基礎 的 能力 とそ の指 導 ポ イ ン ト(3

回、 うち1回 は大 阪開催)

・プ ログラム設計能力 とその指導 ポイ ン ト(2回)

・マ イコ ン応 用 システ ム設計 の基礎 的能力 とその

指導 ポイ ン ト(1回)

・教育 エ ンジニ ァ

ーインス トラクシ ョン業務 一(3回)

一メデ ィア開発 型業務 入門編 一(1回)

一企画型業務 一(1回)

・教育心理学入 門(3回)

・UNIXの 基礎(3回)

・システム技術 の最 近の動 向

一 オ ー プ ンシ ステ ム/ネ ッ トワー クの動 向 一

(2回)

一デー タベ ースの動 向一(2回)

一マルチ メデ ィアの動向 一(2回)

・関連技術 コ■一一・ス(8回)

(2)高 度情報化 人材育成研修

高 度情報 化 人材 育成標 準 カ リキュ ラム に準拠 し

た研修 と して、平成7年 度は次の研修 を実施 しま し

た。

なお、第 一種共通 カ リキ ュ ラム研修 の受 講者 で

一定 の基準 を満 た した方 につ いて は、情報 処理技

術者試験の一部が免除 され ます。

・システムアナ リス ト(1回)

・システム監査技術者(1回)

・プロジェク トマ ネー ジャ(1回)

・アプ リケーシ ョンエ ンンジニア(1回)
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・ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リ ス ト(2回)

・デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト(2回)

・シ ス テ ム 運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア(2回)

・第 一 種 共 通 カ リ キ ュ ラ ム研 修(2回)

・特 別 テ ー マ コ ー ス(15回 〉

1.2調 査研究事業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国における情報処理教育の実態を経年的に

把握 し、施策検討に資するため、企業および学校

約3,500件 を対象にアンケー ト調査を実施 しました。

平成7年 度の特徴的なテーマとして、インターネ

ットに関する取 り組み等の質問を行いま した。 ア

ンケー ト結果について見ると、利用 目的では情報

収集が82%、 電子 メールが53%、 情報発信が39%

等 となっています。一方、インターネッ ト等新技

術 に対応 した人材育成については、99%と ほ とん

どの企業が必要 としていました。なお、詳細 につ

いては39ページをご覧下 さい。

(2)教 科研究調査

当研究所では、平成6年 度に制定された情報処理

専門学校等を対象 とした 「情報化人材育成学科認

定制度」の審査 ・運用業務を行っています。

平成7年 度は、当該年度の学科認定審査 と平成6

年度および7年 度に認定 した学科 に対 して実地調査

を行いました。

なお、平成7年 度の申請および認定件数は、1類

が14件 の申請に対 して1件 の認定、H類(A)が44件

の申請に対 して12件の認定となっています。

(3)連 絡事務および地域交流

産業界のニーズに即 した情報処理教育の推進 と

地域 における情報処理技術者教育の活性化のため、

情報処理専門学校の教職員や地域の情報処理関連

企業等 を対象 とした 「地域交流セミナー」 を全国5

箇所で6回 開催 しました。参加人数は、6回 で104名

で した。

(4)産 学連携の推進に関する調査研究

情報処理教育の円滑な推進には、企業や学校が

役割に応 じた教育の充実 を図るとともに、両者が

連携 して機能を補完することが より効果的です。

この ような視点か ら、本事業では情報産業 と結

び付 きが強い情報処理専門学校 と企業間の望 まし

い連携のあ り方に焦点を当て、調査研究を行って

います。

平成7年 度は専門学校 において当面の課題 となっ

ている専門学校生の企業実習 を取 り上げ、企業実

習のアプローチか ら評価 までのポイン トを解説 し

たガイ ドラインを作成するとともに、「産学連携の

推進に関する調査研究分科会」 を設置 し、専門学

校 間の授業の進め方や問題点等について意見交換

を行いました。

また、情報処理分野における産業界 と教育界 と

の交流の促進 を図 り、産学連携への一層の理解を

促すため、「産学連携 フォーラム」を開催 し、68名

の参加がありました。

(5)高 度情報処理技術者育成指針に関する調査研究

標準 カリキュラムが作成 されてか ら2年以上が経

過 しましたが、その後の ダウンサイジングの進行

やEUC(エ ンドユーザ コンピューティング)の 普

及、マルチ メディアの進展等、情報機器や利用技

術の発展 には目覚ましいものがあ ります。

そこで、標準 カリキュラムの見直 しを順次行 う

こととし、平成7年 度は見直 しの範囲や優先度、改

訂方法や手順、影響等、標準 カ リキ ュラム改訂 に

当たってのポイン トについて検討 しました。

(6)実 践的教育手法に関する調査研究

標準 カリキュラムやモデルテキス トに基づ く教

育 を効果的に行 うためには、先進的な教育手法を

織 り込んだ体系的な教育の実施が必要です。

このため、平成7年 度は内外の先進的教育手法の

事例を収集 ・分析 し、体系的に取 りまとめました。

また、プロジェク トマネー ジャ研修 コースの補

助教材 として、体験学習がで きるマルチメデ ィア

教材を試作 しました。
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(7)専 門学校における高度技術者(3年 制)お よび

利用技術者(シ ステムア ドミニス トレー タ)教 育

のあ り方に関する調査研究

情報システムの構築技術や利用技術の高度化 に

伴い、情報処理専門学校における教育 も高度 な教

育体系やそのための体制整備が求められています。

このため、平成7年 度は3年 制の情報処理専門学

校における第一種、第二種、およびシステムア ド

ミニス トレー タカリキュラムに基づ く教育の実施

に焦点を当て、これ らカリキュラムを具体的に実

施できるかの検証確認を行いました。

また、高度情報処理技術者教育について、3年 間

という限 られた時間内で求め られる能力 を完全 に

修得することが困難であるとい う認識の もと、情

報処理専門学校卒業後に継続 して教育 を受けるた

めのケースを開発 しました。

(8)高 度情報処理技術者育成のための基盤整備

本事業は、情報化人材育成に関する基本的な課

題 について調査 を行い、施策検討等 に資すること

を目的として継続的に実施 しています。

平成7年 度は、標準 カリキュラムやモデルテキス

トの一層の普及 ・定着を図るため、企業や学校 の

情報処理教育担当者等から標準 カリキュラムの範

囲やレベル、あるいは技術の進展 との整合性等に

関す るヒアリング調査 を行い、その結果 を取 りま

とめました。

ヒアリング調査 によると、大手 は人材類型 に肯

定的であったのに対 し、中小からは細かす ぎると

の意見があ りました。

また、カリキュラム内容については、メインフ

レーム文化 を残し過 ぎているとの意見や、クライ

ア ン トサーバに関する記述が少 ない等の意見が寄

せ られました。

(9)新 情報化人材育成のためのモデル キャリア デ

ィベロップメントプログラムの策定

ソフトウェア取引の透明性 を高める方策 として、

新 しい情報化人材類型の区分を活用することが期

待 されていますが、その前提 として各技術者の企

業における位置付 けや、キャリアパスを踏 まえた

教育 ・評価システムの整備が必要です。

本事業では、平成6年 度に収集 したキャリアパス

等の実態 をもとに、メーカ、ソフ トハウスお よび

ユ ーザ企業の代表的な情報処理技術者のキャリア

パスモデルや、そこで必要となる評価手法や教育

体系を作成 しました。

なお、人材のランク付 けについては、社会的に

明確 に規定できる状況 にないため、ランク基準の

あ り方について検討するにとどめました。

1.3普 及啓蒙事業

高 度情 報化 人材育 成標 準 カ リキ ュ ラム、お よび

これ に準 拠 したモデ ルテ キス トの普 及 のため 、平

成7年 度 は新 た に次 のモデルテキ ス トを刊行 しま し

た。

また 、 システ ム監査 基準 等の改 訂 に伴 い 、改訂

点が分 かる冊子 を作成 し、配布 してい ます。

・マイ コン応 用システムエ ンジニ アテキ ス ト

(平成7年12月 発刊 、定価:7,800円)

2.平 成8年 度事業計画

2.1研 修事業

(1)情 報処理技術インス トラクタ研修

情報処理専門学校の教員や企業における情報処

理教育担当者等を対象 として、標準カリキュラム

に基づいた次の研修等 を実施 します。なお、研修

日程 や 内容 の 詳 細 につ い て は、 教 務 第一 課

(TEL:03-5531-0175)ま でお問い合わせ下 さい。

・教育エンジニアコース

・技術動向コース

・システム技術 コース

・第二種共通カリキュラムコース

・システムア ドミニス トレータコース

(2)高 度情報化人材育成研修

高度情報化人材育成標準カリキュラムに基づい

÷
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た 次 の 研 修 を 実 施 し ま す 。 な お 、 研 修 日 程 や 内 容

の 詳 細 に つ い て は 、 教 務 第 二 課(TEL:03 -5531-

0176)ま で お 問 い 合 わ せ 下 さ い 。

・シ ス テ ム ア ナ リ ス トコ ー ス(1回)

・シ ス テ ム 監 査 技 術 者 コ ー ス(1回)

・プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ コ ー ス(2回)

・ア プ リ ケ ー シ ョ ン エ ン ジ ニ ア コ ー ス(2回)

・プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン ジ ニ ア コ ー ス(2回)

・ネ ッ トワ ー ク ス ペ シ ャ リ ス トコ ー ス(2回)

・デ ー タ ベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス トコ ー ス(2回)

・シ ス テ ム 運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア コ ー ス(2回)

・第 一 種 共 通 カ リ キ ュ ラ ム 研 修 コ ー ス(2回)

・特 別 テ ー マ コ ー ス(15回)

2.2調 査研究事業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国の情報処理技術者確保の状況やその育成

に関する最新動向を把握 し、施策検討 に資す るこ

とを目的 として、平成8年 度 も継続 して調査 を実施

します。調査 方法 は、例年通 りア ンケー ト調査

(約3,500件)に よるものを中心に行います。調査項

目は、学校お よび企業における情報処理教育の体

制、内容、方法、課題 といった固定テーマに加え、

時宜にかなったテーマで構成 します。

(2)教 科研究調査

平成6年 度に制定 された 「情報化人材育成学科認

定制度」の審査 ・運用業務を引き続 き行います。

平成8年 度は、2年 制の更新時期 と平成7年 度から

3年 制 を対象 に実施 された 「情報処理技術者試験

(第二種)の 一部免除制度」 により、申請件数の増

加が予測されるため、記入要領等の改善を行い、

審査の効率化 を図 ります。

(3)連 絡事務および地域交流

産業界のニーズに即 した情報処理教育の推進 と

地域における情報処理技術者教育の活性化のため、

情報化人材育成学科認定校をは じめとする情報処

理専門学校等の教職員や地域の情報処理関連企業

等 を対象 とした 「地域交流セ ミナー」を全国数カ

所の主要都市で開催 します。

(4)産 学連携の推進に関する調査研究

情報処理教育の円滑な推進を図るためには、産

業界 と情報処理教育機関 との相互補完が必要 とさ

れています。

平成8年 度は、設備の提供、講師の交流、共同研

究等 について、その実現可能性や実施方策等 につ

いて調査研究を実施 します。

また、情報処理分野 を中心 とした産業界 と教育

界 との交流の促進を図 り、産学連携への一層の理

解 を促すため、第2回 目の 「産学連携 フォーラム」

を開催 します。

(5)高 度情報処理技術者育成指針に関する調査研究

情報機器および利用技術の急速な進展を背景に、

情報化を担 う人材の保有すべ き知識 ・技術や能力

も急速に変化 しています。

平成8年 度は、平成7年 度 に取 りまとめた結果に

基づ き、改訂のポイン トの確認やカリキュラム間

の整合性等 について、改訂に係 わる基本事項の検

討な らびに改訂作業を実施 します。

(6)マ ルチメディアを用いた先進的教育手法に関

する調査研究

集合研修 における時間的、場所的 な制約の解決

を図るとともに、研修成果の向上 に資す るため、

マルチメディア機器 とネッ トワーク技術等 を組み

合わせた研修環境ならびに手法に関する調査研究

を行います。

具体的には、平成7年 度までに検討 してきたLAN

環境でのグループウェアシステムをベース とした

研修環境 を設定 し、既存のガリキュラムによる実

験 ・評価 を通 じて、実現性のある研修 システムに

関する調査研究を行います。

(7)専 門学校における高度技術者(3年 制)お よび

利用技術者(シ ステムア ドミニス トレータ)教 育

のあ り方に関する調査研究

情報機器、通信技術や利用技術の発展 に加 え、
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その利用や対象は、今 までの情報処理部門から業

務部門へ と大幅 にシフ トしてい ます。このような

背景か ら情報処理専門学校卒業生の就職先 も、情

報処理部門か ら業務部門へのシフ トが 目立って き

ています。

このため、平成8年 度はシステムア ドミニス トレ

ータを目指す学生に対する実務教育の方法やその

ための教育カリキュラムのあり方について検討 し、

併せて代表的な業種、業態別の業務例 を演習教材

(ケース)と して作成するための方法論や演習方法

について検討を行い ます。

(8)高 度情報処理技術者育成のための基盤整備

標準 カリキュラムの普及 ・定着を図るため、平

成7年 度の検討結果を踏 まえ、標準カリキュラムの

具体的な改訂作業に着手 します。

改訂の要旨は広 く公表 し、当該カリキュラムの

さらなる普及 ・定着に努めます。

(9)高 度情報処理技術者育成のための応用研究

近年の情報技術の進展に伴い、教育現場におい

て教育効果をより一層高めるため、動画や静止画、

音声、デジタル情報等の多様 な情報 を扱 うことの

で きるマルチメデ ィア教材が必要になってきてい

ます。

そこで、モデルテキス トをベースにマルチ メデ

ィア教材の開発に係わる応用調査研究 を3年計画で

実施 します。まず平成8年 度は、システムア ドミニ

ス トレータの教育に効果的なマルチメデ ィア教材

について調査研究を行 い、プロ トタイプ案 を作成

します。

2.3普 及啓蒙事業

高 度情 報化 人材育 成標準 カ リキ ュラムお よび こ

れに準 拠 したモデルテ キス トの普 及のため、平 成8

年度 は新 た に次 の モ デ ルテ キ ス トを刊 行 します 。

なお 、発刊 の 日程、価格 等 につい ては、普 及振 興

課(TEL:03-5531-0174)ま でお問い合わせ 下 さい。

・上級 システムア ドミニス トレー タテ キス ト

(平成8年4月 発刊、定価:3,500円)

(平 成8年 秋期 の情 報 処 理技 術 者試 験 か ら実

施 される ことが決 ま りま した)

・教育エ ンジニ アテキ ス ト

・基本 システムスペ シャ リス トテキス ト

・ソフ トウェア生産技術 スペ シ ャリス トテキス ト

・デベ ロップメン トエ ンジニ アテキス ト

情報処理技術者試験センタ
1.平 成7年 度事業報告

1.1情 報処理技術者試験の実施

当協会は昭和59年4月 に通商産業大臣より情報処

理技術者試験の実施機関に指定 され、情報処理技

術者試験センターにおいて年2回(春 ・秋期)の 試

験 を実施 しています。

通商産業省は、平成6年1月 に新情報化人材育成

策 に即 した情報処理技術者試験規則の改正を行い、

平成6年 度の秋期か ら新 しい試験制度での試験 に移

行 し、平成7年 度の春期試験 をもって当初予定の11

試験区分への移行 を完了しました。

平成7年 度 における試験の実施概要は表1の とお

りです。なお試験地は、春期の55地 区から、秋期

は函館を追加 し56地区としました。

また、新試験の啓蒙普及のため、試験実施ポス

ター、システムア ドミニス トレー タ試験パ ンフレ

ッ トを作成 し、配布 しました。なお、平成8年 度春

期試験から新たにマ イコン応用システムエンジニ

ア試験 を実施するため、平成7年12月 に全国主要6

都市で説明会を行いました。

1.2新 試験区分への対応の検討

通商産業省の新情報化人材育成策においては、

情報化人材の17類 型 について試験 による評価を行

うこととし、当初11類 型を11試 験区分 として試験

を実施することとしましたが、残 り6類型のうち試

験実施の要望が強いマイコン応用システムエンジ

ニアおよび上級システムア ドミニス トレータの2類
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表1平 成7年度情報処理技術者試験実施概要

試 験 地 札幌 帯広 旭川 函館 青森 盛岡 仙台 秋田
山形 郡山 水戸 宇都宮 前橋 東京 埼玉 千葉
八王子 横浜 川崎 厚木 新潟 長岡 長野 甲府
静岡 岐阜 名古屋 豊橋 四日市 富山 金沢 福井
京都 大阪 神戸 姫路 和歌山 松江(春)米 子(秋)
岡山 福山 広島 山口 徳島 高松 松山 新居浜
高知 福岡 北九州 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎
鹿児島 那覇

春期試験 秋期試験 年間計

応 募 者 数 241,903名 260,136名 502,039名

受 験 者 数 157,599名 176,008名 333,607名

合 格 者 数 20,114名 30,653名 50,767名

合 格 者 発 表 第二種情報処理技術者試験 第二種情報処理技術者試験
(官報公示) (平成7年6月8日) システ ム ア ドミニ ス トレー タ試験

第一種情報処理技術者試験 (平成7年12月5日)
(平成7年7月7日) システムアナ リス ト試験

プ ロジェ ク トマネ ージ ャ試 験 システム監査技術者試験
システム運用管理エンジニア試験 アプ リケ ー シ ョ ンエ ンジニ ア試験

プロダクションエ ンジニア試験 ネ ッ トワ ー クス ペ シ ャ リス ト試験

デ ータベ ー スス ペ シ ャ リス ト試 験 (平成8年1月25日)
(平成7年7月27日)

平成7年 度春期試験 平成7年 度秋期試験

試 験 期 日 平成7年4月16日(日) 平成7年10月 正5日(日)

試験案内書 ・願 平成7年1月5日(木) 平成7年7月3日(月)

書の配布および ～ ～

受付期間 平成7年2月6日(月) 平成7年8月10日(木)

阪神 ・淡路大震災で兵庫県、大阪

府 は2/16ま で10日 間受付期 間延長

試 験 区 分 プロジェ ク トマネ ージャ試験 システムアナ リス ト試験

システム運用管理エ ンジニ ア試験 システム監査技術者試験
プ ロダクションエ ンジニ ア試験 アプリケーションエンジニア試験

デ ー タベ ー ス スペ シャ リス ト試験 ネ ッ トワ ーク スペ シ ャ リス ト試 験

第一種情報処理技術者試験 第二種
第二種情報処理技術者試験 シス テ ムア ドミニ ス トレー タ試 験

型 について、試験 実施 の具体 的検討 を行い ま した。

その結 果 、マ イ コン応 用 システムエ ンジニ アの

試'験は平 成8年 度春 期試験 か ら実施す るこ とが決 ま

り、 上級 システム ア ドミニス トレー タの試験 は同

年度 秋期試験か ら実施す るこ ととしてい ます。

1.3情 報処理技術者試験に関する国際交流

中国の情報処理技術者試験 センターおよびシン

ガポールの 日本 ・シンガポールソフ トウェア技術

研修セ ンターに対 して、試験 問題等情報の提供 を

行いました。

また、6月 末にシンガポールで開催 された東南ア

ジア地域 コンピュータ諸国連合(SEARCC)・ 情

報処理技術者専門部会ならびに8月 末からスリラン

カで開催 された同部会、お よびSEARCC`95に 職

員を派遣 し、同連合内で共通 して利用で きる情報

処理技術者の職務分類モデル、資格認定モデル等

の検討、原案作成 に対す る協力を行いました。
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2.平 成8年 度事業計画

2.1情 報処理技術者試験の実施

通商産業省の情報処理技術者試験 について、通

商産業大臣の指定試験機関として年2回(春 ・秋期)

の試験 を実施 します。

通商産業省の新情報化人材育成策 に即 して設定

された11試 験区分への移行が平成7年 度の春期試験

をもって完了 したことに伴い、平成8年 度は春期試

験にマイコン応用 システムエ ンジニア試験 を、秋

期試験 に上級 システムア ドミニス トレータ試験 を

追加 し、計13試 験区分の試験 を次の とお り春 ・秋

期に分けて、全国56地 区において実施 します。

なお、第二種情報処理技術者試験は、春 ・秋期

の年2回 実施 します。

◆春期実施の試験区分◆

①プロジェク トマネージャ試験

②システム運用管理エ ンジニア試験

③プロダクションエ ンジニア試験

④データベーススペシャリス ト試験

⑤マイコン応用システムエンジニア試験

⑥第一種情報処理技術者試験

⑦第二種情報処理技術者試験

◆秋期実施の試験区分◆'

①システムアナリス ト試験

② システム監査技術者試験

③ アプリケーションエ ンジニア試験

④ ネットワークスペシャリス ト試験

⑤第二種情報処理技術者試験

⑥上級システムア ドミニス トレータ試験

⑦初級 システムア ドミニス トレータ試験

(注)平 成6年 度の秋期試験から実施 しているシス

テムア ドミニス トレータ試験 は、名称が 「初

級システムア ドミニス トレータ試験」 に変更

されました。

また、新たな試験制度において、第一種情報処

理技術者試験の一部免除が導入 されましたが、平

成8年 度からは第二種情報処理技術者試験 について

も情報化人材育成学科(1)の3年 に在籍 し、かつ

第二種共通カリキュラムの授業 を適正に修了 して

いると認 められる者に対 しては、同試験の一部を

免除することとなりました。

2.2情 報処理技術者試験の広報

上級 システムア ドミニス トレータ試験 を秋期試

験で実施するのに伴い、その内容 を周知するため

の説明会 を主要都市 において行 うほか、パ ンフレ

ッ ト、ポスターを作成 し、関係企業、学校等に周

知するための啓蒙普及を行います。

2.3情 報処理技術者試験に関する国際交流

中国の情報処理技術者試験機関お よびシンガポ

ールの 日本 ・シンガポールソフ トウェア技術研修

センター等 と試験 に関する情報交換 を行 うととも

に、 東 南 ア ジ ア 地 域 コ ン ピ ュ ー タ諸 国 連 合

(SEARCC)・ 情報処理技術者専門部会で検討を進

めている情報処理技術者の職務分類モデル、資格

認定モデルの作成ならびにその内容を取 りまとめ

たガイ ドブックの作成に対する協力を行います。

3.平 成8年 度春期 ・第二種情報処理技術者試験

の結果

平成8年4月 に実施 された春期試験の応募者数は

10万7,2・88人、受験者数7万1,445人 、受験率66.6%、

合格者数は1万467人 、合格率14.7%(平 成7年 秋期

13.8%)の 結果 となりました。応募者の平均年齢は

24.0歳、合格者の平均年齢 は23.4歳で した。合格者

の勤務先別 と最終学歴 について、その構成は次の

とお りです。

(1)勤 務先別

勤務先別構成では、学生の合格者数が6,008人 で

初めて全合格者の50%を 超え、前回の平成7年 秋期

か ら14.4ポイン ト増加の57.4%(平 成7年 秋期43.0%)

を占めたことが大 きな特徴です。社会人の合格者

数および全合格者 に占める割合は、電算機製造 ・
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販 売 企 業 が263人 、2.5%(同4.2%)で 前 回 よ り1 .7

ポ イ ン ト 減 少 、 ソ フ ト ウ ェ ア 企 業 が1
,424人 、

13.6%(同13.5%)で0.1ポ イ ン ト増 加
、 情 報 処 理 サ

ー ビ ス 企 業 等 が717人
、6.9%(同10.6%)で3.7ポ イ

ン ト減 少 と な っ て い ま す 。

(2)最 終 学 歴 別

大 学 ・旧 制 高 校 は 在 学 中 も 含 め て5,185人 と

49.5%(前 回 秋55.8%)を 占 め 、 一 番 多 い 構 成 と な

ってい ますが、前回の平成7年 秋期 と比較 して6 .3ポ

イン トの減 少 とな りま した。逆 に、在掌 中の大学

生 は2,396人 で全合格者 に対 して22.9%(同18 .8%)

とな り、4.1ポ イ ン ト増 加 してい ます。専 門学校 は

在学 中 も含めて2,815人 で26.9%(同18 .8%)と な り、

8.1ポ イ ン ト増 加 しま した。在学 中の学生 も2,430人

で23.2%(同14.6%)と8 .6ポ イン トの増加 となって

い ます。

勤務先別 合格者 構成比(平 成8年 春期)

第二種

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

■電算機他 ■ソフ ト ■情報処理 ■一般団体 ■官公庁

■学校他 ■その他 日学生 ■無記入

最終学歴別 合格者 構成比(平 成8年 春期)

[

第 二種16.1一
0%10%

■大学院

■小 中学

20%30%40%50%60%70%80%

■大学 ■短大 ■高専

■専門学 校 ■そ の他 口無記 入

90%100%v

■ 高 校
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1.年 度別の推移

6年 度春期

秋期

計

平成8年 度春期第二種試験結果の概要

応 募 者(伸 び 率)

167,035-9.7

132,199-37.5

299,234-24.5

受 験 者(受 験 率)

103,98462.3

92,15269.7

196,13665.5

合 格 者(合 格 率)備 考

19,83719.1

21,23223.0(シ スアド倉i1設)

41,06920.9

7年度春期

秋期

計

118,044-29.3

119,349-9.7

237,393-20.7

80,633

84,530

165,163

68.3

70.8

69.6

11,05613.7

11,67613.8

22,73213.8

8年 度春期 107,288-9.1 71,44566.6 10,46714.7

2.応 募者 ・合格者の平均年令等の推移

応募者平均年 令 最多年令層(18～23才)

7年 度春期23.8全 体の比率44.8%

秋期23.3〃50.9

8年 度春期24.0〃45.1

合格者平均年令

24.2

23.5

23.4

最多年令層(18～23才)

全体の比率47.7%

"58 .3

〃56 .4

3.合 格率上位試験地の変遷

H8年 春期(H7秋 期)

合格者 合格率(合 格率)

位

.位

位

位

位

1

2

3

4

5

長岡57

盛岡76

札幌326

全国10467

24.3(11.9)

20.3(8.8)

19.3(11.6)

14.7(13.8)

H7年 秋期(今 回)

合格率(合 格率)

横 浜17.2

京 都 ・16.9

埼 玉16.5

(16.2)

(17.2)

(15.0)

全 国13.8(14.7)

H7年 春期(今 回)

合格率(合 格率)

徳 島18.1(17.8)

札 幌16.9(19.3)

全 国13.7(14.7)

4.勤 務先別受験、合格状況 (単位人 ・%)

第 二 種

平成8年 度春期
吟

平成7年 度秋期 H7春期

受験者 構成比 合格者 構成比 合格率

受験者〒合格者

構成比 構成比 合格率 合格率

電算機製造

ソフト企業

情報サービス業

一般企業等

学 生

そ の 他

計

L859

11,618

7,960

7,494

灘i慈 茨iil

3,884

71,445

2.6

…

11.1

1α5

5.4

100.0

263

1,424

717

1,395

660

10,467

25

i麟 劇il

α9

1a3

iiiiii灘i雀iiii

6.3

100.0

1▲1

9.0

1&6

1τ0

14.7

一3
.2

1a1

1砿9

5.0

100.0

4.2

1α2

15.4

54

100.0

18.0

11.7

1息4

15.2

1a8

17.9

14.1

1軌1

20.5

15.3

13.7

人数84,530H,676 11,056
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5.学 歴別受験 ・合格状況 (単位人 ・%)

第 二 種

平成8年 度春期 平成7年 度秋期 H7春期

受験者 構成比 合格者 構成比 合格率

受験者－A

構成比

ロ格者

構成比 合格率 合格率

大学院 卒

在

859

711

1.2

1.0

334

304

3.2

2.9

38.9

42.8

1.6

1.6

a1

5.3

51.3

46.8

455

44.3

大 学 率

在 ・

15,519 21.7 2,789

2,396

26.6 18.0 25.3 3τ1 2軌3 1&8

短 大 卒

在

1,832

826

2.6

1.2

164

43

1.6

0.4

9.0

5.2

2.8

1.0

1.7

0.2

8.6

3.0

8.5

5.2

高 専 卒

在

752

LO49

1.1

1.5

130

179

1.2

1.7

1τ3

17.1

1.2

1.5

1.4

1.5

16.6

1a7

2息0

15.9

高 校 卒

在iii

6,304 &8 544

617

5.2 8.6 &6 58 9.4 11.4

専修学

校(4)

卒

在 …ii

82 0.1 10

226

0.1

2.2

12.2

7.8

0.1 0.1

1.σ

5.5

7.9

6.3

52

専修学

校(3)

卒

在

447

…i…蕊 雛iii;iii

0.6 24

604

0.2 5.4 0.7 0.4 8.7 9.5

専修学

校(2)

卒

在:

6,142 8.6 340

L585

a2 5.5 息0 a5 53

:言iiii;iiiii

7.9

専修学

校(1)

卒

在

227

180

0.3

0.3

11

15

0.1

α1

▲8

8.3

0.4

0.3

軌2

0.3

τ9

14.9

11.8

!6.2

その他 卒

在

651

270

0.9

0.4

113

39

1」

0.4

1τ4

14.4

0.7

0.5

0.6

0.4

U.8

104

15.4

9.7

合 計

卒

在

計 71,445 10軌0

4,459

6,008

10,467 100.0 14.7 100.0 100.0 13.8 13.7
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STEP推 進センター

1.平 成7年 度事業報告

平成6年6月 に発足 したSTEP推 進センターは、平

成7年7月1日 付で(財)日本情報処理開発協会に移管

されましたが、STEP推 進の中核機関として引き続

きSTEPの 確立 ・普及と産業界の知的生産性向上の

ための活動を推進 してきました。

平成7年 度は、CALS推 進活動 との密接な連携お

よび整合性 を図 りつつ、次の諸事業 を実施 しま し

た。

1.1国 際標準化事業

(1)ISO国 内対 策委員会

製 品 モ デ ルデ ー タ交 換 のた め の国際 規 格(案)

STEPの 開発 に関する審議 を行 い、ISODIS10303-

105、ISODIS10303-32の ほ か 、15のCD

(CommitteeDraft)、5のNWI(NewWorkItem)に

対 し、 日本提 案文書 を作成 し、提 案 しま した。

(2)ISO国 際会議 への参加 と交流

ISO/TC184/SC4/WGsの ワシ ン トン会議(米 国)、

グルノー ブル会議(フ ラ ンス)、 お よびダラス会議

(米 国)に お けるSTEP規 格 開発 の各WG(Working

Gr皿p)審 議 に参加 し、 日本か らの意見提案 を行 う

とともに、STEP開 発状況 な どの情 報交換 を行い ま

した。

(3)産 業別AP開 発組織 との リエ ゾ ン ー

ISOで のAP(ApplicationProtoc◎1)開 発審議 の進

展 に伴 い 、国 内の産業 別(自 動 車、建築 、造船 な

ど)APの 研 究 開発 も活発 に進め られ ました。

上 述(2)の 国際 会議 の 日本代 表団へ の リエ ゾ ン団

体 の代 表 も加 わ り、AP開 発の 日本 か らの意見提 案

な どを行 い ま した。 また、プラ ン トSTEPのAP開 発

の関係で、 ウ ィル ミン トン会議(米 国)、 ボス トン

会議(米 国)に 参 加 し、各 国 の開発 動 向調 査 や 、

日本の活動 状況の紹介 などを行 い ま した。

1.2標 準 部品 ライブラ リーの標準化調査研究

標準部品ライブラリー標準化委員会において、

日本における標準部品ライブラ リーの具備すべ き

要件を明 らかにし、その標準化の方法 を確立する

ための調査研究を行い、報告書にまとめました。

1.3JIS原 案作成事業

(1)JIS原 案 の作成

JIS原 案作 成委 員 会の もとで、 次 のSTEP規 格の

JIS原 案 を作成 しま した。

・Part21(交 換構造の クリアテキス ト符号化)

・Part41(製 品記述の基本要素)

・Part43(表 現構造)

(2)JISの 国際整合化調査研究

整合 化推 進部 会の もとで、 次のSTEP規 格のすで

に作 成 され てい るDIS版JIS原 案 を調査 、修 正 し、

IS版JIS原 案 を作成 しま した。

・Part11(EXPRESS言 語)

・Part31(適 合性試験)

・Part42(幾 何 お よび位相 の表 現)

・Part101(製 図)

(3)JIS化 調査研究

標準化調査研究部会 の もとで、Part21、Part30番

台(適 合性試験)、Part41お よびPan43等 のSTEP規

格 の標準 化 に関す る調査研 究 を行 い、報告 書 に ま

とめ ま した。

1.4プ ロジ ェク ト推進事業

(1)技 術開発

プ ロジェ ク ト推 進部会 の も とで、7つ のWGが 次

の調査研 究 を行 い ま した。

① 発電プ ラン トで用い られる製 品モデルデー タ交

換技術

発電 プラ ン トWGに おいて、次 の調査研 究 を行 い、

報告書 に まとめま した。

・プラ ン ト関連AP(AP221 、AP227)の 調査研究

・プラ ン ト関連APを 利 用 した発 電 プラ ン ト・ア

クテ イビイテ イ ・モ デルの 開発
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② 製 品 モ デ ル に 基 づ く製 図 デ ー タ 交 換 技 術

3次 元 設 計WGに お い て 、 次 の 調 査 研 究 を 行 い 、

報 告 書 に ま と め ま した 。

・AP202の 利 用(実 装)お よ び デ ー タ 交 換 シ ス

テ ム 開 発 の た め の 調 査 研 究

・産 業 界 の ビ ジ ネ ス ニ ー ズ の 分 析 お よ び 各 業 界

別 の 業 務 分 析

③ 製 品 と構 成 デ ー タ の 表 現 ・交 換 技 術

製 品 管 理WGに お い て 、 次 の 調 査 研 究 を 行 い 、 報

告 書 に ま と め ま し た 。

・AP203(ConfigurationControlledDesign)を 実

装 し た α シ ス テ ム を 実 用 性 の 面 か ら 検 証

・変 更 管 理 モ デ ルAP208(LifeCycleProduct

ChangeProcess)の 調 査 研 究

④ 製 品 モ デ ル デ ー タ の 共 用 ・再 利 用 技 術

ア ク セ ス イ ン タ フ ェ ー スWGに お い て 、 次 の 調 査

研 究 を 行 い 、 報 告 書 に ま と め ま し た 。

・SDAI(StandardDataAccessInterface:Part22)

規 格 の フ ォ ロ ー とC++バ イ ン デ ィ ン グ(C++

ProgramingLanguageBindingtotheStandardData

AccessInterface:Part23)の 日本 語 試 訳

・STEP交 換 処 理 シ ス テ ム(STEPセ ン タ ー の 資 産)

のIS化 とWindowsNT化 の 整 備 、 お よ び 図 面 デ ー

タ交 換 実 験 デ モ の 実 施

⑤ 設 計 と生 産 の デ ー タ イ ン タ フ ェ ー ス 技 術

生 産 設 計WGに お い て 、 次 の 調 査 研 究 を 行 い 、 報

告 書 に ま と め ま し た 。

・関 連 す るSTEP規 格(AP213:NumericalControl

ProcessPlansforMachinedParts、 お よ びAP224:

MechanicalPrOductDefinitionforProcessPlanning

UsingMachiningFeatures)の 調 査

・生 産 設 計 に お け る 業 務 フ ロ ー と デ ー タベ ー ス

⑥ 機 械 分 野 の ア セ ン ブ リ モ デ ル の 表 現 と解 析 技 術

ア セ ン ブ リ モ デ ルWGに お い て 、 次 の 調 査 研 究 を

行 い 、 報 告 書 に ま と め ま し た 。

・ア セ ン ブ リモ デ ル の 現 状 分 析

・ア セ ン ブ リ モ デ ル に対 す る ユ ー ザ ニ ー ズ の 分 析

⑦製品のパ ラメ トリックな表現技術

パ ラメ トリックスWGに おい て、次の調査研究 を

行い、報告書 に まとめ ま した。

・市販CADシ ステムの分析

・パ ラメ トリックスに対す るユ ーザ ニーズ

・パ ラメ トリックスに関す る研究動向

・ISOに お けるパ ラメ トリックスの状況

(2)テ ス トベ ッ ドの整備

STEP基 本環境 ビューア(EXPRESS言 語 で記 述 さ

れたス キーマ ・フ ァイルの ブラ ウザ機 能、STEP交

換 フ ァイル(Part21)の 内容 の確認機能)のIS版 対

応 を実施 しました。

1.5調 査 ・普及事業

STEPに 関す る海外 の技 術 ・応 用動 向 の調 査 研

究、STEPの 実用化 に必 要 な基盤 の調査研究 、お よ

びSTEPの 普 及促進 活動 を推進 しました。

1.6STEPセ ンター継続事業

試験 事業4年 間の成果 の出版 お よび ツー ルキ ッ ト

操作 の英文マニ ュアル を作 成 しました。

2.平 成8年 度事業計画

ISO国 際規格STEPは 、平成6年 度末に第一版が制

定され、現在は産業別AP開 発 とSTEP第 一版の実用

化を目指す新たな段階 に入 っています。加 えて、

STEPはCALSを 実現する最 も重要な要素技術の一

つであ り、平成8年 度は、引 き続 きCALS推 進活動

との密接 な連携および整合性を図 りつつ、STEPに

関する次の諸事業を実施 します。
L

2.1国 際標準化事業

ISO国 際規格STEPの 第一版 は、平成6年 度末に制

定 され ました。平成8年 度は、検討の始 まった次期

リリースに関する審議 を行 うとともに、 日本案を

国際会議で提案するため、次の事業を行います。

(1)国 内対策委員会の開催
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平成8年 度は、引き続 き製品モデルデータ交換の

ための国際規格(案)STEPに ついて審議 を行いま

す。各作業部会では、STEP仕 様の技術的な検討を

行い、 日本提案文書を作成 します。 また、産業別

AP規 格案について日本提案文書 を作成するととも

に、ISOTC184/SC4組 織の再編成の審議に引 き続 き

参加 します。

(2)国 際会議(年3回)へ の参加 と交流

平成8年 度に開催 されるISOTC184/SC4の 国際会

議に出席 し、提案 と審議を行います。なお、平成8

年度 は国際貢献の一環 として、同会議を日本(神

戸)で 開催 します。

(3)産 業別AP開 発組織 とのリエゾン

自動車、プラン ト、造船及び建築など産業別AP

の開発動向を調査 し、セ ンター事業 との調整など

を行います。

2.2Jts原 案作成 事業

平成7年 度 に要約JIS制 度が導入 され、Part21(交

換構 造 の ク リアテ キス ト符号 化)ほ か2件 の要 約

JIS原 案 を作 成 しま したが 、平成8年 度 は引 き続 き

Part44(製 品構 成)等 につい てJIS原 案 の作成 を行

い ます。

また、国際規格 とJISと の整合性 を図るた め、平

成7年 度 に実施 したPart11(EXPRESS言 語)ほ か3

件 の 国際整合化 調査研 究 に続 き、平成8年 度 はPart

201(図 面表記 のための製図 モデル)等 の国際整合

化 を図 ります 。

(1)JIS原 案の作成

Part44、Part46(可 視表示)のJIS原 案 を作 成 し

ます。

(2)国 際整合化調査研究

Part201、Part203(構 成管理設計)の 国際整合化

と適 合性試験 に関す るPart30番 台 の国際 整合化 に

向 けての調査研究 を行 い ます。

2.3プ ロジェク ト推進事業

平成7年 度に引き続 き、標準化動向を調査 し、発

電プラン トで用いられる製品モデルデータの表現

技術、交換技術、リアルタイム電算処理技術等 に

関する調査研究を行 うとともに、今後、重要 とな

る基礎技術に関する検討を行います。

また、CALS技 術研究組合、IPA事 業(企 業間高

度電子商取引推進事業)の 動向を踏 まえ、次の事

業を実施 します。

(1)技 術開発

①発電プラント製品モデルデータ交換技術(継 続)

各種のプラン トSTEP等 のアプリケーションプロ

トコル開発の動向 を調査 し、発電プラン トとして

の組み合わせ利用等 について検討 します。

②3次 元設計データ交換技術(継 続)

3次元製図として、これまでAP202を ベースとし

た利用、実装 に必要な技術検討 を実施 して きまし

たが、IPA事 業発足 を契機 に、AP203も 含め、製品

設計業務の立場か ら、生産設計業務への電子的な

データの受け渡 し(図 面 レス)、 または共有技術等

の検討を開始する とともに、設計業務効率化の視

点から、APに 対する要求事項を検討 します。

③製品と構成管理データの表現 ・利用技術(継 続)

平成7年 度に引 き続 き、AP203等 のPDMシ ステム

への利用、活用について等の検討を行います。

④設計 と生産のデータインタフェース技術(継 続)

平成7年 度 に引 き続 き、CAM関 連のモデルにつ

いて検討するとともに、製品設計業務 と生産設計

業務間のデータインタフェース技術 について、生

産設計の立場から検討 します。

⑤機械分野のアセンブリモデルと解析技術(継 続)

運動 シミュレーション、組み立て性検討等の視

点から、アセンブリモデルの検討を行い、ISOに 提

案 します。平成8年 度 は特に、ベンチマークテス ト

用の標準モデルを作成 します。

⑥製品のパラメ トリックな表現技術(継 続)

平成7年 度はパラメ トリック設計技術、標準化動
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向の現状調査を実施 しましたが、平成8年 度はこの

成果 を踏 まえ、モデル化技術等に関する調査研究

を行います。

⑦プロダクトモデルを記述する言語技術(新 規)

STEPの 大 きな特長であるプロダク トモデル記述

言語については、次世代や他のモデル記述言語 と

の統合化の動 きがあ ります。この動向について調

査するとともに、望 ましいあ り方等の検討 を行い

ます。

⑧汎用機械部品の属性等の表現技術(新 規)

多 くの組み立て製品には、汎用の機械部 品(調

達品)が 使われます。一方、電子部品に関 しては、

既存の標準を活用 してのライブラリ化が進 むもの

と思われます。 このため、部品情報の利用者にと

って望 ましい属性等の表現技術 について検討 を行

います。

(2)実 証テス ト(新 規)

プロジェク ト最終年度(平 成10年 度)に 向けて、

業務間(製 品設計か ら生産設計)の プロジェク ト

モデルデータ交換実験を実施 します。平成8年 度は

基本検討、基本設計を行います。

2.4調 査 ・研 究事業

STEPに 関する普及促進 、お よび国内 ・外のSTEP

実用化 に関す る技術 ・応用動 向 の調査 研究 を行 い

ます。

(1)STEPに 関す る普及促進

イ ンターネ ッ トを利用 してSTEPに 関する情 報 の

提供 を図 ります。 また、STEPセ ミナーを開催 す る

とともに、 神戸 国際会議等 において デモ ンス トレ

ー シ ョンを実施 します
。

(2)STEP実 用化 に関す る技術交流

国内 ・外 のSTEP実 用 化 に関する動向、技術等 の

調査分析 を行 います。

先端情報技術研究所
1.平 成7年 度事業報告

t.1先 端情報技術開発に関する調査研究

近年、各国において情報分野における技術開発

が急速 に進展 してお り、わが国 としても情報技術

開発 の一層の強化 を迫 られてい ます。このため、

内外の先端的技術開発やこれ らを活用 した産業の

動向、諸外 国の技術開発政策や制度等 についての

調査研究の充実が要請されてい ます。 この ような

状況に適切 に対応するため、平成7年10月1日 に当

協会に先端情報技術研究所 を設置 しました。平成7

年度 は、将来の技術開発動向の予測 に役立てるた

め、米国政府の各種研究支援プログラムにおける

情 報 開 発 予 算 の投 入 動 向 、 ア メ リ カ のNII

(NationalInformationInfrastmcture)の 応用分野の開

発状況お よびブレークスルーが必要な技術課題等

に関する技術調査 を実施 しました。 これ らの技術

分析 にあたっては当該分野の専門家からなる 「米

国における先端情報技術動向調査委員会」(主 査

:新 田克巳 通商産業省電子技術総合研究所推論

研究室室長)を 設置 し、調査結果の技術的妥当性

の検証 を行いました。

1.2第 五世代コンピュータ技術研究成果の普及

(財)新世代 コンピュータ技術開発機構が開発 した

第五世代 コンピュータ技術の研究成果(IFSICOT

FreeSoftware)の 普及を図るため、'同機構がこれま

で行ってきたIFS普 及のための事業 をS平 成7年7月

1日 より当協会が引 き継 ぎ、次のとお り実施 しまし

た。なお、本業務は平成7年1P月1日 からは先端情

報技術研究所において実施 しています。

(1)IFSの 維持改良および公開

IFSの 主要 ソフ トウェアである並列言語処理体

系、知識表現言語、法的推論システム等の改良修

正お よび ドキ ュメン ト整備 などの維持改良 を外部

技術者の協力 を得て行い、 インターネッ トを通 じ

て世界の関連研究分野の利用者に公開しました。
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平成8年3月 現在IFS(100種)へ の累積 ア クセス

件数は約21,∞0件 にのぼってい ます。 また、特 に重

要 な基 幹 ソ フ トウ ェ ア で あ る 並 列 言 語 処 理 系

(KLIC)に つい ては、外部研 究者 を含 む 「KLICタ

ス クグループ」(主 査:近 山 隆 東京 大学大学 院工

学 系研究 科助 教授)を 設 置 し、 ソフ トウェアの改

良点や機 能拡 張 につい ての検討 と作業 を進 め ま し

た。

(2)IFSを ベ ース とした新 たな ソフ トウェア資源の

創造

新 た な知的 ソフ トウェアの研 究 開発 を、大学 の

研 究 グル ー プへ の委託 研 究 に よ り実 施 し ま した。

委託 テ ーマの決 定 にあた って は大 学研究 グループ

か らの研究提 案 をのべ48人 の研 究者 に よる査読結

果 に基づ き、新た に設置 した 「審査委員会」(委 員

長:渕 一博 東 京大学 大学 院工 学系研 究科 教授)

におい て、22の テ ーマ を選定 しま した。平成7年 度

の委託 成果報 告討論 会 は、平成8年3月11、12日 に

東京 にお いて実施 しま した。 これ らの ソフ トウェ

アは、平成8年 度以降 フ リー ソフ トと して公 開す る

ことによってIFSの 拡 大再生産 を目指す こと として

い ます。

また、 「IFS普 及 促進 策調 査研 究 委員 会」(委 員

長:田 中穂積 東 京工業 大学 大学 院情 報理工 学

研究 科教授)を 設置 し、先 進的 ソフ トウェアの研

究 開発 の促 進策 につ いて検討 す るため 、内外 の事

例 を調査 しその結果 を取 りま とめ ました。

(3)IFSの 普及広報等

IFSの 最新情報 お よび当研究所 の活動状況 につ い

てのWWWホ ー ムペー ジを構 築 して随 時 イ ンター

ネ ッ トで 広 報 す る と と も に、 並 列 言 語 処 理 系

(KLIC)を 中心 と したIFS利 用 講習会 を、電気 通信

大学(受 講者30名)、 東京理 科大 学(受 講 者30名)

におい て開催 す るな ど して第五 世代 コ ンピュー タ

技術研究成果 の普 及を図 りました。

2.平 成8年 度事業計画

2.1先 端情報技術開発に関する調査研究

平成8年 度は、平成7年 度調査結果の中で特に注

目されるい くつかの情報技術 について、 さらに掘

り下げた事例調査 を実施 し、わが国 として推進す

べ き情報技術開発 の方向など今後対応すべ き事項

についての分析を行います。

2.2第 五世代 コンピュー タ技術 研究成 果の普 及

(財)新 世代 コンピュー タ技術 開発機構が 開発 した

第五 世代 コ ンピュー タ技術 の研 究成果(IFS)の 普

及 を引 き続 き実 施 します。IFSの 主要 ソフ トウェア

であ る並 列言語 処 理系 、知識表現 言語 、法 的推 論

システ ム等 の改良修 正お よび ドキ ュメ ン ト整備 な

どの維持 改 良 を外部研 究 者の協力 を得 て行 うと と

もに、 イ ンター ネ ッ トを通 じて世界 の関連研 究分

野 の利 用者 に公 開する ほか、大学等 におけ るIFS利

用講 習会 や並列 知識 処理 プ ログラ ミ ング ・コ ンテ

ス トの開催 な どに よ り、 第五 世代 コ ンピュ ー タ技

術研 究開発成果 の普及 を図 ります。

またIFSを ベ ー スと した新 た なソフ トウェア資 源

の創造 を、大学 の研究 グルー プへ の委託研 究 に よ

り実施 し、 これ らの ソフ トウ ェア をフ リー ソフ ト

ウェア と して公 開す る ことによってIFSの 拡大再生

産 を目指 す とと もに、 この ような先進 的 ソ フ トウ

ェアの研究 開発 の促 進策 について検討 します。

なお 、当研 究所 の活 動 内容 につ いて は、WWW

ホ ームペ ー ジの次 のア ドレスで も公 開 してお りま

すので ご利用 くだ さい。

ホ ー ム ペ ー ジ ・ ア ド レ ス

http://www.icot.or.jp
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お知らせ

盤

通商 産業省で は、平 成8年1月30日 に 「改訂 システム監査 基準 」 を公表 しま した。 ダウ ンサ イジ ング、 ネ ッ

トワーク化 の急速 な進展に対応す るため、策定 されて か ら11年 目の大幅改 定 とな りま した。

改 訂 の ポ イ ン ト

・情報化環境の変化への対応

・阪神大震災を踏まえた地震対策の強化

・国際化への対応

従 来 の 基 準
・一般基準
・実施基準

(1)企 画業務
(2)開 発業務
(3)運 用業務

・報告基準

一 →

新 基 準
・一般基準
・実施基準

(D企 画業務
(2)開 発業務
(3)運 用業務

(4)保 守業務
(5)共 通業務

・報告基準

価格

お申込み方法

お申込み先

一般4
,000円 会員3,200円(税 込 、送料 別)

(会員 とは当協会 の賛助 会員 をいい ます。)

書名 、部 数 、お送 り先 の ご住 所等 を郵送 、FAXま たは電子

メールでお送 りくだ さい。
、

〒105東 京都港 区芝公 園3SS機 械振 興会館

(財)日 本情報処理開発 協会

調査部 普及振 興課

TELO33432-9381

FAXO33432-9389

E-mailfUkyu@Jipdec.or.JP
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情報マネージャとして業務改善を進める人材の育成に

鰍 システムア ドミニス トレー 補}ヲ貌

蟻

1.上級 シス テムア ドミニス トレー タ試 験 の誕生

近年にお けるクライア ン ト/サ ーバ システム、ネ

ッ トワー クシステ ムの進展 やパ ソコンの飛躍的な普

及 によ り、エ ン ドユーザが基幹 システ ムとパ ソコン

を連携 させ情報 を自在 に選択 、加工で きる情報処理

環境が可能 とな りま した。現在 、 このエ ン ドユーザ

コンピューテ ィングを推進する情報化 リー ダとい う

人材の育成が急務 となっています。通商産業省は、

情報化推進 リーダの育成に平成6年 より 「情報処理の

促進に関する法律」に基づ く情報処理技術者試験の

一環として 「システムア ドミニス トレータ試験」を

創設 しました。多 くの企業でこの人材の将来性に期

待が高まるなか、平成8年 秋期より新たに上位の試験

として 「上級システムア ドミニス トレータ試験」を

実施することにな りま'した。

2.上級 システムア ドミニス トレー タ試験 の概要

1試 験の対 象音 像

利用者部門において業務の改善、経営課題の達成 とい うことを常に考慮 しながら、情報処

理技術を活用 した業務の効率化、利用者部門の情報 リテラシーの向上を図る役割 をもつ。

のため、EUCの 推進、利用環境などの整備、教育環境の企画と教育の実施、情報システム

部門 との相互協力などを行 うことが重要であ り、以下の業務に果たす。

① 利用者部門において業務側からの視点で、情報システムを活用 して、業務の改善、効

率化、省力化などを企画、立案 し、推進する。また、情報の共有化、効率化、省力化な

どの面で必要であれば他部門との連携 も行 う。

② 利用部門の情報化 リーダとして基幹システムへの要求を取 りま とめ、情報システム部

門と協力 して情報化を推進する二必要であれば、プロジェク トを編成 したり、自らがプ

ロジェク トに加わることがある。

③EUCの 推進、情報システム活用のための運用、利用環境の整備を行 う。

④ 情報システムを利用する能力を向上させるための教育を企画 し実施する。

⑤ システム開発について、情報システム部門又は外部の ソフ トウェア会社に依頼す るか

どうかを判断掌る。

期待す る 効率的な業務の企画ができ、業務改善の実現に際 しては情報システムを活用できる。企業

技術水準 内では業務を担当す るにあたり、常に効果的な課題達成に取 り組み、業務知識や部門内をと

りまとめる職務能力を有していることを前提とし、情報処理技術を道具に使っての業務効率

化など、情報化時代に即した次のような能力が要求 される。

① 利用者側の立場で業務の現状を分析 ・評価 し、情報処理技術を活用 した業務改善案を

企画 ・立案す ることができる。

② 業務に必要なデータを選択 し、その定義、特性、業務 との関連 などが規定できる。

③ 必要な情報システムの概念モデルが設計できる。

④ 利用部門の情報化 リーダとして、システム部門や専門家の協力を得ながら、情報シス

テムの構築、運用を推進することができる。

⑤ 情報 システムを有効に利活用 し、業務の効率化に役立たせることができる。

⑥ 業務改善や情報化推進のため、必要な製品(ソ フ トウェアパ ッケージなど)の 選定が

できる。

情報システムを活用 して業務の効率化に関する実務を経験し、又は初級システムア ドミニ

ス トレー タの リーダ しての経験があることを想定する。

●
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(2)試験 の構成

試験時間

出題形式

午前150分(9:30～12:00)

多肢選 択式

午後190分(13:00～14=30)

記述 式

午 後II120分(14:50～16:50)

論 述式(小 論 文)

出題方針 標準カ リキュラムの幅広

い領域に対応 させ、利用者

側の情報化 リーダとしての

全般的能力 を評価す る問

題。

①SDに 関する知識 ・技術

②情報システムの立案 ・構

築 ・利用に関する基礎的

な知識 ・技術。

情報化 リーダとして、情報

システム を活 用 した業務改

善の提案 ・情 報化の企画 立

案、EUCの 推進を遂行する

ための専門的知識 ・技術及び

実務 にお ける課題を解決す

る能力を評価する問題。

実務に即 した具体的 な状

況を設定 し、SDと してどの

よ うに判断 し対応す るかを

問 う問題。

業務システム改 善企画の立

案、業務改善を目的とした情報

システム構築のためのマネー

ジメン ト及び情報システム利

用のためのマネー ジタ ン トを

実践す るために必要 とされる

経験と専門的な能力を評価す

る問題。

①SDと しての専門分野の

十分な深 さの知識をもって

いるか。

② 与え られた課 題 につい

て、首尾一貫 した論理展開で

論述を構成 し、自分の考えを

他人に的確 に伝えることが

できるか。

③ 目的の遂行に当たって必

要となる知識、技術、経験を

適切に活用 しなが ら問題を

解決 してい く総合的能力を

もっているか。

出題数と

解答数

出題数 解答数

80問80問

出題数 解答数

5問3問

出題数 解答数

3問1問

受験資格 27歳 以 上の者(当 該 年度 の4月1日 現在)

業務経歴書 提出を要す る。業務経歴書には、これまでに従事 した業務改善、業務の効率化 ・省力化を

目的 とした情報システムの企画 ・構築 ・利活用 に関する主な業務の内容を記入する。業務

経歴がない場合は 「業務経歴なし」と記入す る。

3.試験の 日程

(1)試験日

(2)案内書 ・願書の配布期間

(3)願書の受付期間

(4)実施試験区分

平 成8年10月20日(日)

平 成8年7月1日 ～8月8日

配布期間 と同 じ

システムアナ リス ト試験

システム監査技術 者試験

ア プ リケー ションエ ンジニア試験

ネッ トワー クスペ シャリス ト試験

第二種情報処 理技術者 試験

上級 システムア ドミニ ス トレー タ試験

初級 シス テム ア ドミニ ス トレー タ試験

(今 回の試験 よ り名称変更)
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人 ・情 報 ・未 来 それは創 造

通商産業省
産業構造審議会情報産業部会

情報処理技術者試験

連動♂

標準カリキュラム
(全17種)

私達の目的
わた したち中央情報教育研究 所は、通商 産業省 産業

構造審議 会情報 産業部 会情 報化人材対策小委員会の

提 言を受 けて将来を見据 えた情報化人材の育成 を目

的 に標準 カリキ ュラム ・モデ ルテキ ス ト ・モデ ル研

修の作 成 ・実施等 を主 な事業 と して展開 してい ます。

高度情報化人材育成標準カリキュラム準拠

高度情報化人材育成研修[平成8年團一
◇ システムアナ リス ト

◇ システム監査 技術 者

システム監査 総論

システム監査実践

◇ プロジェク トマ ネージャ

プロジェク ト管理総論

プロ ジェ ク トの品質管 理

協 力会社 管理

プロジェク トの進捗 管理

◇ アプリケー ションエ ンジニア

◇ プロダクションエ ンジニ ア

内部設計

プ ログラム作成

テ ス トと保 守

データ構造 とアルゴ リズム

オブジェク ト指向分析 ・設計技法

品質管理

◇ ネ ッ トワークスペ シャ リス ト

ネ ッ トワー クに関す る法制度 と標準

通信回線 と通信機器

ネットワークアーキテクチャとトラフィック技術

ネッ トワークの信頼性 とデータ伝送技術

ネッ トワークソフ』トウェア

LANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価

WANの 要求定義 ・設計 ・構築 ・評価

ネ ッ トワークシステムの運用 と保守

◇ デー タベーススペシ ャリス ト

デー タベースの基礎 理論

( コース名 日数)

19日 間

7日 間

7日 間

3日 間

2日 間

3日 間

3日 間

40'・日 間

6日 間

3日 間

2日 間

2日 間

1日 間

2日 間

2日 間

3H間

2日 間 ・

2日 間

2日 間

4日 間

4日 間

3日 間

2日 間

デー タベース管理 システム

デー タベース システムの設計 と運用

デー タベー ス技術動向

◇ システム運用管理エ ンジニア

運用管理

資源 管理

障害管理

システム保守 とセキュ リテ ィ管理

性 能管理 とシステム評価

運用 システム ・標準化 ・開発環境

移行 ・運用 テス トとシステム移行

◇第一種共通 カリキ ュラム研修

(第一種情報処理技術者試験 の一部免除対象コース)

コ ンピュータ科学基礎

コ ンピュータアーキテクチ ャ

通信 ネ ッ トワーク

i基本 ソフ トウェア

デー タベース

ソフ トウェア工学

ヒューマ ンインタフェー ス

コニュニケーシ ョン技法

問題 発見 ・解決技 法

システム構成技術

システムの運用

情報セ キュリテ ィとシステム監査

マ ネージメン トサ イエ ンスと企業 システム

応 用システム開発技 術

システム評価技術,

3日 間

5日 間

2日 間

5日 間

2日 間

2日 間

3日 間

3日 間

2日 間

1.5日 間

3日 間

2日 間

3日 間

4日 間

3日 間

3日 間

3日 間

5日 間

4日 間

2日 間

3日 間

3日 間

4日 間

10日 間

9日 間

☆研修に関するお問い合わせば教務第二課へMO3・5531-0176
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CAIT 已

標準カリキュラムに準拠 したモデルテキス トのうち、以下の ものを平成8年7月31日 から発売いた しました。これら

のテキス トは、各界でご活躍の方々を中心 にご執筆いただいたもので、各エンジニアの業務内容 をわか りやす く解説し

たものです。是非ご利用 くださいますようご案内申し上げます。

ソフトウェア生産技術スペシャリス トテキス ト【書籍No.T」47]

本書では、ソフ トウェア生産技術スペ シャリス トの必要性か ら、①その動向 ②開発戦略 ③開発技法 ④開発環境

⑤開発標準 ⑥品質保証 ⑦生産性評価について解説しています。

パーソナルな情報化の時代を迎え、より一層ソフトウェア自体に対する品質の高 さが求められています。ソフ トウェ

ア生産技術スペシャリス トを目指す方々の必読の書です。<定 価:¥8,000>

基本システムスペシャリス トテキス ト1書籍No.TL48]

本書では、基本システムスペシャリストの必要性から、①ハー ドウェアとアーキテクチャの高速化、大容量化、高信頼

性 ②システムソフトウェアによる実際の処理形態、性能、信頼性、運用管理 ③コンピュータシステムの運用と構成に

ついて ④コンピュータシステムの性能評価と改善について解説 しています。

今日、各システムの役割や重要性についての高度な知識を持ち、的確 ・迅速に対応できる技術者が求められています。

基本システムスペシャリス トを目指す方々の必読の書です。<定 価:¥6,000>

デベロップメン トエンジニアテキス ト[書籍No.T」49】

本書では、デベロップメントエ ンジニアの必要性から、③基礎技術 ②応用技術 ③計画 ・分析 ④システム分析要求

定義 ⑤外部設計 ⑥内部設計 ⑦デザインレビュー ⑧モジュール設計 ⑨テス ト計画 ・設計 ・実施 ⑩評価 ・出荷 ・保

守 ⑪プロジェクト管理 ・開発環境について解説 しています。

オープンシステム時代を迎えた今 日、デベロップメン トエ ンジニアの重要性はより高まっています。デベ ロップメン

トエンジニアを目指す方々の必読の書です。<定 価:¥7,000>

教育エンジニアテキス ト(メ ディア教材開発型)1書 籍No.T-50]

本書では、マルチメディア技術を活用 して教育を推進する教育エ ンジニア(教 育デザイナ)の 必要性から、ω教育訓練

体系の確立(企 画型業務担当者 との共通領域)@ニ ーズ分析 ③学習システムの設計(駕 教材の開発 ・評価 ・維持 ・改

善 ⑤コースの提供 ⑥効果測定と評価 ・改善について解説 しています。

急速な進歩を遂げているマルチメディア技術を活用することで、教育におけるより一層の支援範囲の拡大が期待 され

ています。情報処理教育インス トラクタを目指す方々の必読の書です。<定 価:¥3,500>

教育エンジニアテキス ト(イ ンス トラクション業務)[書 籍No.T-51】

本書では、講義主体のコースについてその企画 ・開発からクラスの担当・評価 ・改善を行う教育エ ンジニアの必要性
、

から、①コースの企画 ②教授活動@:コ ースの開発@コ ースの提供について解説 しています。

先のマルチメディアを活かした学習システムや教材のみならず・人が主体 となって教えることは依然 として重要です。

情報処理インス トラクタを目指す方々の必読の書です。<定 価:¥5,500>

この他にも、CAITで は標準カリキュラムに準拠 したモデルテキス ト(第 二種共通'第 一種共通'シ ステムア ドミ

ニス トレータ ・高度情報処理技術者育成の各シリーズ)を 販売 してお ります 。

これらの内容や購入方法につきましては、中央情報教育研究所普及振興課 までお問合せ ください。【TELO35S310177】
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事務所移転のご案内

当協会中央情報教育研究所およびSTEP推 進センターの所在地が臨海副都心のタイム24ビ ル内に移転 しまし

た。(下 の案内図をご覧 ください。)

中央情 報教 育研 究 所(CAIT)

〒135-73東 京都江東区青海2-45

TEL:03(5531)0171(代)

FAX:03(5531)0170

タイム24ビ ル19階

STEP推 進 セ ンター(JSTEP)

〒135-73東 京 都 江 東 区 青 海2-45

TEL:03(5500)0521(代)

FA)(:03(5500)0520

●東 京臨海 新交 通シ ステム(ゆ りか もめ}/

テ レコム セ ンター駅 下車徒 歩2分

東京臨海新交通(ゆ りかもめ)…JR新 楢駅 と有明を結ぶ新交通システム。

※」R新U悶X・一テレコムセンター駅(タ イム24最寄り駅}所 要梓川1:17分

●りR京集線または営団イr楽町田σ)新4JU駅より東東臨海高速鉄道(酬 栖心線)

国際展jfA駅 で 「ゆりかもめjに 乗り換え、テレコムセンター駅下4C

タイム24ビ ル10階

(新橋乗り換え略図及び最寄り駅周辺案内図)
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事務局組織のご案内

本

総務課工 経理課

2竺_十 企画課

霜
覆到

策
キ

情
セ
対

情報セキュリティ対策課

調査課

」竺 土 曜 讃興.

開発部

業務課

コンピュータ運営企画課

コンピュータ運営管理課

庶務課

開発第一課

開発第二課

開発第三課

開発第四課

ネットワーク開発課

技術課当 研究開発推進室

分散情報処理推進室

中央情報
教育研究所

CAlT

情報処理技術者

試験センター

産業情報化

推進センター

総務部一一[灘

調査企画部{畿 綴

教務部一[雛 ≡讃

総務部一[懸

STEP

推 進 セ ンター

経理部 経理課

技術部一 一[翻 箋≡讃

業務部一一[嶽 理課

支部(全 国9ヶ 所)

総括推進課

ビジネスプロコトル課

国際標準課
システム調査 ・支援課

ユーザ環境課

庶務課

電子商取引実証推進協議会事務局

JSTEP

先端情報技術
研究所

AlTEC

総務部

業務部

技術部

総務部一[膿

技術調査部一 技術調査課

第五世代普酬{=㌶ 野

'

当協会への連絡窓 口

本部

東京都港区芝公■3-5-8(〒105)

機械振興会館内

総

企

務

画

情報セキュリティ対策童

画

関
関

関

査

発
企術

務
査

発

調
闘

技
総

綱
開

部TEL{03)3432-9371

部TEL(03}3432・9372

ＴEL(03}3432-9387

部TEL(03)3432-938|

部TEL(03)3432・9391

部TEL(03)3432吟9390

係FAX(03}34329379

係FAX(03)3432-93ee

係FAX(03}34324324

付 属 機 関

中央情報教育研究所

東京都江東区青梅245(〒13573)

タイム24ピ ル19階

TfヨL(X3)5531{〕171(代表)

FAX⑩3)55310170

ンター

東京都港 区虎ノ門1'164(予105)

アーバン虎 ノ門ビル8階

正L(03}3591・042i㈹ 表)

FAX(03)35910428

産業情報化推進センター

東京都溜 一(〒105)

機械振興会館内

正L(03}3432-9386(w表)

F旬((03}3432尋389

(電子商取引実証推進協■会事務膚)

東 京都江東区青梅2-45(〒135・73)

タイム24ビ ル10階
¶…L{03}5531・0061(徹)

FAX(03)5531-0068

STEP推 進センター

東京都江東 区青梅245(〒135・73)

タイム24ビ ル10階

正L⑩3}55000521(熾)

F川《⑩3)55000520

東京都港区芝2BB(〒105)

芝東海上ビル ディング2階

1且(03}34562511(代 謝

FAX{03}34563tsa

(平成8年7月22日 現在)
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